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⒈ 令和８年８月からの介護保険の費用負担に関する事項について 

 

（１） 負担割合について 

 

１ 負担割合区分 

   負担割合区分については以下のとおりです。 

【利用者負担の割合】

 本人が市町村民税を 本人の 　同じ世帯の65歳以上の人の年金収入 　１人の世帯　　　　　     ３４０万円
課税されている場合 合計所得金額 かつ 　＋その他合計所得金額特別控除後　　 　２人以上の世帯  　　　　４６３万円

 特別控除後が
２２０万円以上 ３割負担

3割の対象とならない人で

本人の 　同じ世帯の65歳以上の人の年金収入　同じ世帯の65歳以上の人の年金収入 　１人の世帯　　　　　     ２８０万円
合計所得金額 かつ 　＋その他合計所得金額特別控除後　　　＋その他合計所得金額特別控除後　　 　２人以上の世帯  　　　　３４６万円

 特別控除後が
１６０万円以上 ２割負担

上記以外の利用者 １割負担

 本人が市町村民税を
課税されていない又は
生活保護を受給してい １割負担
る場合

１割負担

＞

＞65歳
以上
の人

65歳
未満
の人

 

 

２ 今後の予定 

令和８年８月１日から令和９年７月３１日までの負担割合証について、７月中旬に送付

する予定です。介護保険事業者は、負担割合証を必ず確認してください。 
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３ 負担割合の変更がある場合 

  所得更正や世帯構成の変更により負担割合の変更がある場合、変更後の「介護保険負

担割合証」を改めて発行します。下記の③に該当する場合は、予め変更前と変更後の負

担割合を併記した「介護保険負担割合証」を発行します。 

① 住民税の所得更正により、変更する場合 

「介護保険負担割合証」の有効期間の始期である直近の８月まで遡って変更。 

② 世帯員の転出入、死亡などにより世帯内の第１号被保険者数が変わることにより、変

更する場合 

当該事実があった月の翌月初日から変更。（当該日が初日の場合は、その月から変更） 

③ ６５歳到達することにより、変更する場合 

  ２割または 3 割負担となる場合、年齢到達月の翌月初日から変更。（当該日が初日の場

合は、その月から変更） 

 

４ 留意事項 

負担割合が３割負担者に対する給付制限は４割負担となり、それ以外は３割負担とな

ります。 

給付制限対象者についても、１割～３割が記載された「介護保険負担割合証」を発送し

ますが、負担額は被保険者証の記載のとおり、給付制限の期間は３割または４割負担と

なりますので、ご注意ください。 

 

 

 

 

適用期間が記載されていま

す。年度途中で負担割合に変

更がある場合は、上段記載が

変更前で、下段記載が変更後

となります。 

介護サービスを受けるときの

負担割合が記載されています

ので、確認してください。 
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（２） 特定入所者介護（介護予防）サービス等について 

 

１ 令和８年８月からの制度改正等について 

①基準費用額の変更 

 
 

②負担限度額の変更 

居住費の負担限度額の段階要件が変更します。 

 
 

〇預貯金等の要件 

第１段階 単身 1,000 万円以下、夫婦 2,000 万円以下 

第２段階 単身 650 万円以下、夫婦 1,650 万円以下 

第３段階① 単身 550 万円以下、夫婦 1,550 万円以下 

第３段階② 単身 500 万円以下、夫婦 1,500 万円以下 

    第２号被保険者の預貯金基準は段階に関わらず単身 1,000 万円以下、夫婦 2,000 万円以下です。 
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預貯金等について、法２０３条に基づき必要に応じて金融機関へ照会します。年金及び

預貯金等の金額などを不正に申請した場合には、給付額の返還に加えて加算金が課せら

れる場合があります。 

 

２ 今後の予定等 

負担限度額認定証を発行している人には更新申請の案内をしています。申請には預

貯金等の確認資料（通帳の写しなど）の添付が必要です。 

６月下旬までに申請のあった令和８年８月から令和９年７月末までの負担限度額認定

証について、７月下旬に送付する予定です。 

 

（３） 高額介護サービス費について 

 

１ 高額介護（予防）サービス費の自己負担限度額の区分等ついて 

高額介護（予防）サービス費の自己負担限度額の区分は次のとおりです。 

 

 

２ 高額介護サービス費が支給超過になった場合 

以前に支給された高額介護サービス費について、当初決定された内容に変更が生じ

て支給超過になった場合、今後支給される予定の高額介護サービス費と調整（相殺）、又

は返還金が発生します。介護保険事業者による請求内容の修正により返還金が発生し

た場合は、その介護保険事業者に返還の調整を依頼し、納付書等を送付しますのでご了

承ください。 
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（４） その他 

 

負担割合や負担限度額、高額介護サービス費の上限額（受領委任払いの場合）が遡及

変更した場合の利用者負担については、サービス事業所が東大阪市に介護給付費の過

誤申立を行い再請求することにより、被保険者に追加徴収又は差額返還での調整をお

願いします。 

 

 

（５） その他の軽減制度 

 

利用者負担の軽減制度については、負担限度額認定、高額介護サービス費の支給の

ほか、以下の制度があります。利用者への周知についてよろしくお願いいたします。 

 

軽減制度 要件等 備考 

社会福祉法人等によ

る利用者負担軽減 

市町村民税世帯非課税で、次のすべての要件

を満たす者及び生活保護受給者 

①世帯の年間収入が 150 万円以下（世帯員

が 1 人増えるごとに 50 万円を加算）  

②世帯の預貯金等の額が 350 万円以下（世

帯員が 1 人増えるごとに 100 万円を加算）  

③日常生活に供する資産以外に活用できる

資産がない 

④負担能力のある親族等に扶養されていな

い 

⑤介護保険料を滞納していない  

申請書、実施

法人等につい

ては市ウェブ

サイトに掲載 

災害等利用者負担軽

減 

災害等で住宅等に著しい損害があった者又

は生計中心者の失業等で収入が減少し市町

村民税非課税となった者のうち、介護保険サ

ービスを利用した際の利用者負担の支払い

が困難であると市が認めた場合 

詳細について

は給付管理課

までお問い合

わせください 

 

 問合先：福祉部高齢介護室給付管理課 ☏06-4309-3186 
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⒉介護給付費等の過誤申立について 

 過誤申立とは  

介護給付費及び介護予防・日常生活支援総合事業費について、国民健康保険団体連合会(以下「国

保連」という。) に対する請求誤りがあった場合に、事業者が保険者を通じて審査済みの請求を取下

げることをいいます。取下げ後、事業者は正しい内容で国保連に再請求し請求誤りを修正できます。 

 

 過誤申立依頼のしかた  

過誤申立依頼は、保険者（東大阪市）あてに、事業所ごと・被保険者ごと・サービス提供年月の明細

書ごとで行います（本市以外の被保険者については受付できません）。 

(1)一般過誤(通常の請求取下)と(2)同月過誤があり、取下げのみの場合は一般過誤となります。 

※審査済みの請求が対象となるため、過誤申立依頼できるのは審査の翌月以降です。 

※請求月と同月の過誤申立依頼はできません。また「返戻」や「保留」の場合もできません。 

※給付管理票の修正と再請求は同時にできません。 

※大量に過誤申立依頼を行う場合は、必ず事前に給付管理課へご連絡ください。 

 

 (1) 一般過誤  (通常の請求取下) 

審査決定の翌月以降に過誤申立依頼をし、請求を取下げた後、国保連より送付される「介護給

付費過誤決定通知書」を確認のうえ、国保連へ再請求を行います。 

          〆切日：毎月 10 日（閉庁日の場合その直前の開庁日） 

 (2) 同月過誤  

   審査決定の翌月以降に過誤申立依頼をし、請求取下と再請求を同一月内に国保連で処理するた

め、「介護給付費過誤決定通知書」を未確認のまま、保険者の〆切日の翌月 1～10 日の受付期間

中に国保連へ再請求を行います（取下額と再請求額が差引処理されます）。 

※他都道府県の事業所については、所在地の国保連で同月過誤が可能か確認してください。 

          〆切日：毎月 20 日（閉庁日の場合その直前の開庁日） 

 

 提出書類  (郵送可） 

① 「介護給付費過誤申立依頼書」または「介護予防・日常生活支援総合事業費過誤申立依頼書」 

② 誤って請求した明細書と修正した明細書、それぞれの写しに「誤」「正」と記入したもの 

※依頼書の控えが必要な場合は、依頼書 2 部と返信用封筒（郵送の場合）を提出してください。 

※大量に過誤申立が発生するにあたって市が認めた場合、「過誤申立内容一覧」の提出により被保

険者ごとの①②を提出省略可能です。事前に給付管理課へご相談ください。 

 

 留意事項  

過誤申立により利用者負担額に変更が生じ、支給済みの高額介護サービス費等に返還金が発生し

た場合、事業所に調整を依頼し、納付書等を送付することがありますのでご了承ください。 

 

提出及び問合わせ先  東大阪市福祉部高齢介護室給付管理課 

〒577-8521 東大阪市荒本北１丁目１番１号 電話：06-4309-3186 
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※一般過誤または同月過誤を○で囲み、同月過誤の場合は

再請求月を必ず記入してください。

様式

申立理由

 注）　この依頼書に大阪府国民健康保険団体連合会に請求した明細書の写しと正しい明細書を

　　　正と誤を明記した上でそれぞれ１部添付してください。

備考

（　　　　　　　　　）
受付者

（　　　） （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

受　付　印

高額介護サービス費確認

有　　　　・　　　　無

申立理由番号 申　立　理　由

０２ 請求誤りによる実績取り下げ

４９ 適正化による保険者申立の取り下げ

６１ 施設サービス等介護給付費明細書（介護医療院サービス） 様式第9の2

７０ 施設サービス等介護給付費明細書（介護療養施設サービス） 様式第10

５０
施設サービス等・地域密着型サービス介護給付費明細書
（介護福祉施設サービス・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）

様式第8

６０ 施設サービス等介護給付費明細書（介護保健施設サービス） 様式第9

４０ 居宅介護支援介護給付費明細書 様式第7

４１ 介護予防支援介護給付費明細書 様式第7の2

３５
地域密着型介護予防サービス介護給付費明細書
（介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用））

様式第6の6

３６
居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書
（特定施設入居者生活介護（短期利用）・地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用））

様式第6の7

３３ 介護予防サービス介護給付費明細書（介護予防特定施設入居者生活介護） 様式第6の4

３４ 地域密着型サービス介護給付費明細書（認知症対応型共同生活介護（短期利用）） 様式第6の5

３１
地域密着型介護予防サービス介護給付費明細書
(介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外））

様式第6の2

３２
居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書
（特定施設入居者生活介護（短期利用以外）・地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外））

様式第6の3

２Ｂ 介護予防サービス介護給付費明細書（介護医療院における介護予防短期入所療養介護） 様式第4の4

３０ 地域密着型サービス介護給付費明細書(認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）） 様式第6

２６ 介護予防サービス介護給付費明細書（病院等における介護予防短期入所療養介護） 様式第5の2

２Ａ 居宅サービス介護給付費明細書（介護医療院における短期入所療養介護） 様式第4の3

２５
介護予防サービス介護給付費明細書
（介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護）

様式第4の2

２３ 居宅サービス介護給付費明細書（病院等における短期入所療養介護） 様式第5

２４ 介護予防サービス介護給付費明細書（介護予防短期入所生活介護） 様式第3の2

２２ 居宅サービス介護給付費明細書（介護老人保健施設における短期入所療養介護） 様式第4

１１
介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス介護給付費明細書
(介護予防居宅療養管理指導・介護予防福祉用具貸与・介護予防小規模多機能型居宅介護　等）

様式第2の2

２１ 居宅サービス介護給付費明細書（短期入所生活介護） 様式第3

※該当する様式番号・申立理由番号を○で囲んでください。

様式番号 様　式　名　称 明細書様式

１０
居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書
（訪問介護・通所介護・居宅療養管理指導・福祉用具貸与・小規模多機能型居宅介護　等）

様式第2

被保険者番号

電話番号 　　　　　　　（　　　　　　）
被保険者氏名

FAX番号 　　　　　　　（　　　　　　）

サービス
提供年月

　 　　　　　　年　　　　月
～　　        年　　　　月

担当者名

介護給付費過誤申立依頼書

一般過誤

同月過誤（　　　　　年　　　月再請求分）

保険者名 東大阪市 事業所番号

事業所名
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※一般過誤または同月過誤を○で囲み、同月過誤の場合は

再請求月を必ず記入してください。

様式

申立理由

 注）　この依頼書に大阪府国民健康保険団体連合会に請求した明細書の写しと正しい明細書を
　　　正と誤を明記した上でそれぞれ１部添付してください。

備考

介護予防・日常生活支援総合事業費過誤申立依頼書

一般過誤

同月過誤（　　　　年　　月再請求分）

保険者名 東大阪市 事業所番号

事業所名
被保険者番号

電話番号 　　　　　　　（　　　　　　）
被保険者氏名

FAX番号 　　　　　　　（　　　　　　）

サービス
提供年月

　 　　　　　　年　　　　月
～　　        年　　　　月

担当者名

２０ 介護予防・日常生活支援総合事業費明細書（介護予防ケアマネジメント費） 様式第7の3

９９ 東大阪市からの勧奨によるもの

（　　　） （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

申立理由番号 申　立　理　由

０２ 請求誤りによる実績取り下げ

有　　　　・　　　　無

（　　　　　　　　　）
受付者

受　付　印

高額介護予防サービス費相当事業確認

※該当する様式番号・申立理由番号を○で囲んでください。

様式番号 様　式　名　称 明細書様式

１０ 介護予防・日常生活支援総合事業費明細書（訪問型サービス費・通所型サービス費） 様式第2の3
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３．東大阪市介護給付適正化事業について 

 

東大阪市では国の指針に基づき「東大阪市介護給付適正化計画重要事業実施計画書」を策定し、

「要介護認定の適正化」「ケアプランの点検」「医療給付情報の突合」「縦覧点検」「住宅改修の適

正化」「福祉用具購入・貸与の調査」「給付実績の活用」の適正化事業を以下のとおり実施してい

ます。適正化事業について、ご協力をお願いします。 

 

要介護認定の適正化 

・認定調査票及び主治医意見書を点検する。 

・認定調査員及び介護認定審査会委員に対する研修を実施する。 

ケアプランの点検 

・ケアプラン等を点検し、利用者の自立につながる、真に必要なサービスが適切に位置づけら

れているか確認する。 

・ケアプランの点検での主な指摘事項について、研修等で周知する。 

・一定条件のもと居宅介護支援事業所単位で抽出したケアプランについて、点検の実施及び地

域ケア会議または行政職員やリハビリテーション専門職が参加する形で行う会議等で検証する。 

医療給付情報の突合 

・国保連介護給付適正化システムから出力される「医療情報との突合リスト」等を用いて、給

付状況を確認する。 

縦覧点検 

・国保連介護給付適正化システムから出力されるリスト等を用いて、給付状況を確認する。 

住宅改修の適正化 

・申請書類を点検し、理由書作成者や施工事業者に対し聞き取りを行う。 

・申請者の一部を抽出して、リハビリテーション専門職による住宅改修の計画内容及び申請者

の身体状況等を点検する訪問調査を実施する。 

福祉用具購入・貸与の調査 

・利用者の一部を抽出して、リハビリテーション専門職による福祉用具の利用状況及び計画内

容を点検する訪問調査を実施する。 

・福祉用具購入・貸与について、ケアプランの点検の際に必要性を確認する。 

・介護支援専門員から提出された理由書により軽度者の福祉用具貸与について必要性を確認す

る。 

・国保連合会から配信される給付実績の情報を活用して点検する。 

給付実績の活用 

・国保連合会から配信される給付実績等の情報を活用して、不適正な給付がないか確認する。 

給付費通知 

・希望する利用者に対し、介護サービス全ての利用実績を記載した介護給付費通知書を送付す

る。 
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⒋第三者行為求償対象者に係る情報提供について（お願い） 

 

1. 第三者求償とは 

交通事故等の第三者行為が原因で要介護状態になったり、要介護度が重度化して、介

護給付が必要となったりした被害者（被保険者）が介護サービスを利用した場合、その費

用は加害者である第三者が負担すべきと考えられており、第三者行為により介護保険給

付を受ける場合、被保険者は保険者への届出が義務となっています。 

介護保険では、介護保険法第 21 条第 1 項の規定に基づき、第三者行為が原因による介

護保険給付額を限度として、保険者（東大阪市）は、被保険者が第三者（加害者）に対して有

する損害賠償の請求権を取得するとされています。 

このように、第三者行為が原因で、保険者が受けた損害を補てんするための求償行為を

「第三者行為求償」といいます。 

 

2. 第三者行為により介護が生じる可能性がある場合について 

第三者行為による求償事務は、被保険者が東大阪市へ届出することによります。第三者

行為が原因で介護保険給付を受けることになった場合、速やかに東大阪市に届出が必要

です。サービス事業者においては、該当者について東大阪市への情報提供にご協力願いま

す。東大阪市は、損害賠償の徴収等に関する一連の手続きを「大阪府国民健康保険団

体連合会」に委託しています。東大阪市に提出された書類に基づき、第三者側（加害者・

損害保険会社等）と東大阪市から委託された大阪府国民健康保険団体連合会が損害賠

償の交渉を行います。 

 

3. 届出の提出書類 

① 第三者行為による傷病届 

② 事故発生状況報告書 

③ 同意書 

④ 誓約書（第三者が記入） 

⑤ 交通事故証明書（警察署で発行）の写し 

※様式は大阪府国民健康保険団体連合会ウェブサイトからダウンロードできます。 

https://www.osakakokuhoren.jp/index/youshiki/ 

「第三者行為による傷病届（介護）」 

 

4. その他 

第三者行為による介護保険給付を受けている可能性がある被保険者の方について、東

大阪市から届出についてご案内する場合がありますので、ご協力願います。 

 

問合先：東大阪市福祉部高齢介護室給付管理課 ℡06-4309-3186 
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【介護認定申請にかかる認定調査日の連絡と調査までの日数について】 
 

平素は本市介護保険行政にご協力を賜りありがとうございます。 
要介護・要支援認定に係る現状について、お知らせいたします。 
 

認定申請を受理した方に順次調査日の連絡をさせていただき、認定調査を実施しているところ
ではありますが、新規申請（令和８年４月申請件数：７０６件）と要支援から要介護への区分変
更申請（令和８年４月申請件数：１７４件）の調査を行う市認定調査員について、定員１５名の
うち令和 7 年度末で５名が退職となり、その後も随時募集を続けているところではありますが、
令和８年５月１５日現在いまだ２名の欠員が生じている状況です。 
 

本市としましては、適切な認定調査を実施すべく新たな認定調査員の確保に尽力しているとこ
ろではありますが、いまだ体制は不安定であり、申請日から認定調査日の連絡までに 2 週間から
1 ヶ月、調査日までには 1 ヶ月から 1 か月半ほどの日数を要しております。 
 

また認定調査後にも、認定調査票や主治医意見書等の確認を経て必要な書類が揃ってから、介
護認定審査会で認定結果が確定されるまでには、さらに２週間ほどの日数を要しているところで
ございます。 
 

皆さまにはご迷惑をおかけし申し訳ございませんが、認定申請から認定調査また認定結果確定
までに日数を要している現状について、なにとぞご理解をいただきますようお願いいたします。  
 

また事業所にご相談に来られた市民の方が認定申請を行われる場合には、このような状況を 
お伝えいただき、認定調査および認定結果の通知までに日数がかかる旨のご案内をいただければ
幸いでございます。 
  

ただし、がん等で心身の状況が急激に悪化する可能性があり、早期に介護保険サービスを利用
される必要がある場合には、個別に介護認定課へご相談ください。  
 
 要介護等の認定を必要とされる方が早期に認定を受けられるよう、適正な要介護等認定申請に
ご協力をお願いいたします。 
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〇成年後見制度に関する相談窓口 
成年後見制度は認知症や知的障害、精神障害等で、判断能力が不十分な方の権利や財産を守るため

の制度です。その制度を適切に利用できる仕組みづくりや関係機関のネットワーク化を進めるために

東大阪市成年後見サポートセンターが設置されています。 

東大阪市内には、高齢者の相談窓口である地域包括支援センターが 22 カ所、 

障害者の相談窓口である基幹相談・委託相談支援センターが８カ所あります。 

 

 

 

東大阪市成年後見サポートセンター 

成 年 後 見 レ ポ ー ト  令和 8 年 2 月発行 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

創刊号 

こんなときどうしよう？！ 

亡き父親の相続で遺産分割協議をしようとし

たら、母親に認知症、息子に知的障害があり、

それぞれ成年後見人が必要だと言われました。 

裏面をご確認ください。 

成年後見制度で

何ができるの？ 

こんなときどうしよう？！ 

①知的障害の弟がグループホームに移ることになったＡさん。

②認知症の母親が施設入所することになったＢさん。 

⇒どちらも初期費用が必要ですが、本人は定期預金の解約につ

いて理解が難しい状況です。そこで、家族が解約しようとした

ら金融機関から成年後見人が必要だと言われました。 

Ａさん Ｂさん 
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【お問い合わせ先】 

東大阪市成年後見サポートセンター 

〒５７７-００５４ 東大阪市高井田元町１-２-１３  

東大阪市社会福祉協議会２階 （平日８：４５～１７：１５） 

電 話 ０６­4３０９­７５８９            

メール higashiosaka-kouken@eos.ocn.ne.jp 

東大阪市社会福祉協議会ホームページ 

https://www.heartnet-hoshakyo.org/index.php 

 

 

親族後見人コミュニティの登録について 
東大阪市成年後見サポートセンターでは 

親族後見人コミュニティを運営しています。 

まだ親族後見人になるか分からない方も 

ご登録できます。登録された方には 

研修会・座談会等（開催時）の情報 

をご案内します。 

右の二次元コードからご登録ください 。 

 
後見等事務報告書等の書式変更  

後見人等は原則年に 1 回、家庭裁判所に 

事務報告を行います。令和７年４月からの変更

で報告書は全国統一の様式となり、意思決定支

援などの報告項目が追加されました。 

 

 

 

 

全国統一様式に変更されました 

 

 

 

年 1 回家裁に報告 

中間報告 p16 より「最高裁判所においては、制度運用

上の対応つぃて、身上保護や意思決定支援に関する報

告項目を新設する等の後見当事務報告書式の見直しを

実施した（令和 7 年４月から全国一斉に開始する予

定）」 

 

 

 
親族後見人コミュニティの活動  

令和 7 年 9 月に交流会を開催しました。 

今回は、オンラインと会場（東大阪市社会 

福祉協議会）の両方で参加いただきました。 

後見事務の動画 

を視聴した後は、 

市民後見人の経験 

がある方を交えて、 

経験や気になることを共有しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
親族後見人コミュニティ運営 

アンケート集計報告 
取り組みについてアンケートを実施しました。 

いただいた声を参考に取組みを進めます。 

ご協力ありがとうございました。 

 

 

 

 

メールでの情報配信
交流会等の開催
関連図書の貸出し

コミュニティで関心のある取組み 

 
市民向け講座を開催しています   

  令和 7 年 10 月に市民向け講座を行いました。 

元気な時から将来に備える 

「任意後見制度」のことと、 

判断能力が低下した後に 

利用する「法定後見制度」 

について、2 人の講師からお話いただきました。事例や 

動画も交えて、家庭裁判所での手続き、必要な費用や書

類（戸籍謄本など）、留意点などの説明がありました。 

参加者からは、 「分かりやすかった」「時間が短いので

もっと詳しく話が聞きたい」といった声がありました。 

 

どんな時にメリットのある制度なのかを参加者の方に 

利用されるの 

どのように活用されるのかといった 

 

 

 

 

 

 

2025 年 10 月 22 日（水）10 時～市民向け講座を開

催しました。 

今回は、リーガルサポートおおさかより司法書士の平野

明紗子氏をお迎えし、「知って安心！成年後見制度 ～

法定後見制度と任意後見制度～」というテーマでご講義

いただきました。 

ご参加いただいた方からは〇〇〇 

 

 

テーマ 「知って安心！成年後見制度 
～法定後見制度と任意後見制度～」 

 講 師 司法書士 平野 明紗子氏（リーガルサポートおおさか） 
      公証人  金木 秀文氏 
 

『意思決定支援』 とは？   
判断能力が不十分な人に必要な情報を提供して、 

本人の思いや考えを引き出し、本人が意思決定 

をするための支援のことです。ガイドラインが 

作成されています。 
 
 

用語説明 

情 報 

報 告 報 告 

親族後見人コミュニティでは 

定期的に交流会や勉強会を開催します。 

決まり次第、親族後見人コミュニティに 

ご登録の方にメール配信します。 

案 内 

成年後見人ができること 

・収入と支出の管理 

・預貯金の管理、解約 
 
・不動産の管理、保存、処分 

※居住用の不動産の処分は裁判所の許可が必要。  
・入院や施設入所などの契約 

・要介護認定や障害支援区分認定の申請など 

の行政上の手続き 

・遺産相続の承認や放棄に関わる手続き 

・日用品の購入を除く不要な契約の取り消し 

 

 

 
成年後見制度を利用すると、代理権を付

与された後見人等が、原則本人に意思確認

のうえで、本人に代わって銀行での手続き

や契約行為などを行うことができます。 

  Ａさんの弟もＢさんの母親も後見人が

選任され、定期預金の解約手続きなどを

本人の代わりに行いました。 

その後、2 人とも新しい住まいで 

生活を始められました。 

読後アンケートのお願い 
『成年後見レポート』をご覧いただき 

ありがとうございます。情報を分かり 

やすくお届けするためにご感想を聞かせて下さい。 

メールでの情報配信 
交流会等の開催 
関連図書の貸出し 
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 平日 8 時 45 分～17 時 15 分 
 MAIL：higashiosaka-kouken@eos.ocn.ne.jp 
 

〒577-0054 

東大阪市高井田元町 1 丁目 2-13 
東大阪市社会福祉協議会 2 階 
 

 

TEL：06-4309-7589 

親族後見人等をされている方 

これから親族後見人等になる方 

コミュニティに 

登録してみませんか？ 

まだ親族後見人になるか分からない方も 
登録していただくことができます。 

コミュニティにご登録いただいた方には、 
研修会、座談会等（開催時）のご案内をさせていただきます。 
 

https://forms.gle/WKDaoDy6edvFQvut5 

Google フォーム URL 

QR コードからメールアドレスを登録してください。 

後日、成年後見サポートセンターよりご連絡します。 

東大阪市成年後見サポートセンター 

後見活動に

必要なこと

を学びたい 
専門職に 

相談したい 

後見人同士

で情報交換

したい 

活動に関する

相談がしたい 

ご不明な点がございましたらお問い合わせください 
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生活保護における 介護扶助及び生活保護行政適正化について  

（ 介護保険施設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東大阪市生活支援部生活福祉室生活福祉課 

令和８ 年 月 
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第１  生活保護制度について 

日本国憲法第２ ５ 条に「 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を 営む権利を 有する 。

国は、 全ての生活部面について、 社会福祉、 社会保障及び公衆衛生の向上及び推進に努めなけ

ればなら ない」 と 規定さ れていま す。  

生活保護法（ 以下「 法」 と いう 。） は、 こ の憲法の理念に基づいて、 国が生活に困窮する すべて

の国民に対し 、 困窮の程度に応じ て必要な保護を 行い、 最低限度の生活を 保障する と と も に、 そ

の自立を 助長する こ と を 目的と する も のです。  

こ のよ う な目的を 達成する ため、 生活保護法は、 次のよ う な基本原理・ 原則によ っ てさ さ えら

れていま す。  

基 本 原 理 ･ 原 則 説 明 

基

本

原

理 

国 家 責 任 の 原 理 

（ 法第１ 条）  

日本国憲法第２ ５ 条の理念によ り 、 国が生活に困窮する すべての国民

に対し 、必要な保護を 行い、その最低限度の生活を 保障する と と も に、

その自立を 助長し ま す。  

無 差 別平 等の 原 理 

（ 法第２ 条）  

生活に困窮する すべての国民は、 法の定める 要件を 満たす限り 、 法に

よ る 保護を 無差別平等に受ける こ と ができ ま す。  

最低生活保障の原理 

（ 法第３ 条）  

法によ り 保障さ れる 最低限度の生活は、 健康で文化的な生活水準を 維

持する こ と ができ る も のでなければなり ま せん。  

補 足 性 の 原 理 

（ 法第４ 条）  

法によ る 保護は、 生活に困窮する 者が、 その利用し 得る 資産、 能力そ

の他あら ゆる も のを 、 その最低限度の生活の維持のために活用する こ

と を 要件と し て行われま す。  

基

本

原

則 

申 請 保 護 の 原 則 

（ 法第７ 条）  

法によ る 保護は、 要保護者、 その扶養義務者、 ま たは、 その他の同居

の親族の申請に基づいて、 申請日以降開始さ れま す。 ただし 、 要保護

者が急迫し た状況にあ る と き は、 保護の申請がなく ても 必要な保護を

行う こ と ができ ま す。  

基準及び程度の原則 

（ 法第８ 条）  

法によ る 保護の基準は、 厚生労働大臣が定めま す。 その基準は、 要保

護者の年齢、 世帯構成、 所在地域など の基準に応じ て、 必要な事情を

考慮し て定めら れていま す。  

必 要 即 応 の 原 則 

（ 法第９ 条）  

法によ る 保護の決定及び実施については、 要保護者の年齢、 健康状態

等その個人ま たは世帯の実際の必要性を 考慮し た上で、 有効かつ適切

に行われま す。  

世 帯 単 位 の 原 則 

（ 法第 1 0 条）  

法によ る 保護の要否及び程度は、 世帯を 単位と し て定めま す。  

ただし 、 こ れによ り がたいと き は、 個人を 単位と し て定めら れる 場合

があ り ま す。  

※ 特に介護事業者等においては「 補足性の原理」 にご 留意く ださ い。 他に使える 制度（ 他の法律や施策） が

あ る 場合は、 生活保護制度ではなく 他法他施策が優先さ れま す。 他法他施策が利用でき る 場合には、 生活

保護制度は適用さ れま せん。 利用でき る 制度を すべて活用し た上でなお不足する も のについて生活保護制

度が適用さ れま す。  
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( １ )  生活保護の方法と 種類  

生活保護は、 その内容によ っ て、 ８ 種類の扶助に分けら れていま す。 それぞれ最低限度を

充足する に必要と さ れる 限度において具体的な支給範囲が定めら れていま す。（ 法第１ １ 条） 

種類 内容 給付 

生活扶助 衣食その他の日常生活品を 購入する 生活費、 光熱水費 

金銭給付 教育扶助 義務教育に必要な費用（ 学費、 学用品、 給食費、 通学用品）  

住宅扶助 家賃や住宅を 維持する のに必要な費用 

医療扶助 健康保険に準じ て治療に必要な費用 
現物給付 

介護扶助 介護サービスに必要な費用 

出産扶助 分娩に必要な費用 

金銭給付 生業扶助 就労に必要な費用、 高校就学費用 

葬祭扶助 葬祭に必要な費用 

扶助は原則と し て金銭給付の方法によ っ て行われま すが、 医療扶助及び介護扶助は、 生活

保護法によ り 指定さ れた介護機関においてのみ可能と さ れており 、 特別な場合を 除き 現物給

付と なっ ていま す。  

それぞれの扶助は、 要保護者の必要に応じ て２ 種類以上同時に給付さ れる 場合と 医療扶助

のみ単独で給付さ れる 場合があり ま す。  

①単 給 
医療費等の支出が増加し た結果と し て、 収入額が最低生活費を 下回っ た場合など に、 最

低生活費から 不足分が医療扶助と し て単給さ れる 場合等 

②併 給 生活扶助と 住宅扶助など 複数の扶助を 受ける よ う な場合です。  

 

 

＜収入と 医療扶助・ 介護扶助の関係例＞ 

 

 

 

 

 

 

( ２ )  保護を 決定し 実施する 機関 

都道府県知事、 市長及び福祉事務所を 設置する 町村長は、 保護の実施機関と し て、 その所

管区域内に居住地又は現在地を 有する 要保護者に対し て保護を 決定し 、 実施する 義務を 負っ

ていま す。（ 法第 1 9 条）  

東大阪市では、 こ れら の保護の決定、 実施に関する 事務は福祉事務所が行っ ていま す。 市

には 3 か所の福祉事務所があ り 、 所管区域が決ま っ ていま す。  
 

東大阪市内の福祉事務所 

名 称 所 在 地 郵便番号 電 話 番 号 

東大阪市東福祉事務所 東大阪市旭町１ －１  5 7 9 -8 0 4 8  0 7 2 -9 8 8 -6 6 1 6  

東大阪市中福祉事務所 東大阪市岩田町４ －３ －２ ２ －３ ０ ０  5 7 8 -0 9 4 1  
0 7 2 -9 6 0 -9 2 7 1 ～2 ( 保護)  

0 7 2 -9 6 0 -9 2 7 3 ( 医療)  

東大阪市西福祉事務所 東大阪市高井田元町２ －８ －２ ７  5 7 7 -0 0 5 4  
0 6 -6 7 8 4 -7 6 9 6 ( 保護)  

0 6 -6 7 8 4 -8 9 9 3 ( 医療)  

  

①不足分を 給付し ま す( 単給)  

②不足分を 給付し ま す(併給) 

医療・ 介護の費用 

収入 生活扶助 医療扶助・ 介護扶助 

最低生活費 

収入 医療扶助 

収入が最低生活費を 上回っ ている ため医療扶助のみを 給付 
こ の場合は、 医療扶助の本人負担が発生し ま す。  
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( ３ )  生活保護制度における 居住地（ 住所地） 特例について 

令和 7 年 4 月よ り 介護保険制度と 同様に生活保護においても 居住地（ 住所地） 特例が実施

さ れる こ と と なり ま し た。 他市町村が被保険者と なっ ている 受給者が特定施設（ 介護保険施

設（ 地域密着型は除く ）、 有料老人ホーム 、 サービ ス 付き 高齢者向け住宅） に入居し た場合は

東大阪市ではなく 、 入居前の市町村の福祉事務所が生活保護の担当になり ま す。 介護扶助な

ど 保護に関する 請求は入居前の市町村（ 介護保険被保険者証と 同じ ） に行っ てく ださ い。（ 対

象と なる 有料老人ホ ーム 等は東大阪市ホ ーム ページの「 住所地特例の対象と なる 有料老人ホ

ーム 一覧」 を 参照く ださ い）  

居住地特例 
対象施設 

介護保険施設 定員 29 名以下の地域密着型は除く  
有料老人ホ ーム 、 軽費老人ホ ーム  地域密着型特定施設は除く  
サービ ス 付き 高齢者向け住宅 有料老人ホ ーム に該当し ないも のを 除く  

居住地特例の実施にあ たり 、 他市が保護の実施責任と なる 受給者が今後増加する と 思われま

す。 他市が介護保険の保険者と なっ ている 生活保護受給者は、 介護券の公費負担者番号を 正確

に転記し て実施責任のある 福祉事務所に公費分の請求を 行っ てく ださ い。 請求先が誤っ ている

場合は過誤申請を 行っ ていただく こ と になり ま す。  
《 介護券で確認いただき たい点》  

 
 
指定介護機関と は 

介護扶助のための介護を 担当する 介護機関（ 介護事業者） は、 国の開設し た介護機関について

は厚生労働大臣の、 その他の介護機関については、 開設者の申請に基づき 、 事業所の所在地を 所

管する 都道府県知事の指定を 受ける こ と と さ れていま す。（ 法第５ ４ 条の２ ）  

こ の指定を 受けた介護機関を「 指定介護機関」 と いいま す。 こ の指定によ り 、 指定介護機関は

福祉事務所から の委託を 受け、 法令・ 告示等に基づき 要保護者に対し 適切なサービ ス の提供を 行

いま す。福祉事務所はその対価と し て報酬を 支払う 契約を し たこ と と なり ま す。（ 公法上の契約）  

指定介護機関介護担当規程（ 厚生省告示第 1 9 1 号 平成 1 2 年 3 月 3 1 日）  

（ 指定介護機関の義務）  

第 1 条 指定介護機関は、 生活保護法に定める と こ ろ によ る ほか、 こ の規程の定める と こ ろ によ り 、 介護を 必要と する 被保

護者の介護を 担当し なければな ら な い。（ 以下略）  

【 指定介護機関の義務と 留意事項】  

福祉事務所から 要介護者の介護の委託を 受けた指定介護機関は、 次の事項を 遵守し な ければな り ま せん。  

介護担当義務  

① 福祉事務所から 委託を 受けた要介護者及び要支援者について 誠実かつ適切にその介護を 担当する こ と 。  

（ 法第 5 0 条第１ 項準用）  

② 指定介護機関介護担当規則の規定に従う こ と 。  

③ 指定介護機関の介護の方針及び介護の報酬は、 介護保険の介護の方針及び介護の報酬の例によ る こ と 。  

（ 法第 5 2 条第 1 項準用）  

第１  介護報酬に関する 義務  

① 被保護者について 行っ た介護に対する 報酬は、 法によ る 介護の報酬に基づき 所定の請求手続き によ り 請求する こ と 。  

（ 法第 5 2 条第２ 項）  

② 介護内容及び介護報酬の請求について 市長の審査を 受ける こ と 。          （ 法第 5 3 条第１ 項準用）  

③ 市長の行う 介護報酬額の決定に従う こ と 。                    （ 法第 5 3 条第２ 項準用）  

第２  指導等に従う 義務  

① 被保護者の介護について 市長の行う 指導に従う こ と 。               （ 法第 5 0 条第２ 項準用）  

② 介護サービ ス 内容及び介護報酬請求の適否に関する 市長の報告命令に従う こ と 。  

（ 法第 5 4 条第１ 項）  

③ 市長が当該職員に行わせる 立入検査を 受ける こ と 。                  （ 法第 5 4 条第１ 項）  

第３  届出の義務 

1 2 2 7 4 4 × × × × 年 × ×

1 2 3 4 5 6 7 2 7 2 2 7 8

公費負担者番号

公費受給者番号

令和 月分

保険者番号

東大阪市の保険者 東大阪市の福祉事務所 
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① 指定介護機関は、 届出事項に変更が生じ た場合、 該当する 届出を 速やかに行う こ と 。  

（ 法第 5 0 条の２ 準用）  

第４  標示の義務  

① 指定介護機関は、「 生活保護法指定」 の標示を その業務を 行う 場所の見やすい箇所に提示し な ければな ら な い。  

（ 規則第 1 3 条）  

第５  居宅介護支援計画・ 介護予防支援計画の作成にあ たっ て 

① 介護保険の区分支給限度額の範囲内の計画を 作成する こ と 。  

② サービ ス 提供事業者は、 生活保護の指定介護機関から 選ぶこ と 。  

③ 被保護者のプラ イ バシーの保護に十分配慮する こ と 。  

④ みな し 2 号の受給者が障害者総合支援法の介護給付を 受ける 場合は、 介護保険区分支給限度額と の調整が必要にな る 。 

⑤ 介護券の発券には、 福祉事務所へ居宅サービ ス 計画等の提出が必要であ る 。  

【 指定介護機関における 留意事項】  

生活保護法によ る 指定を 受ける 際に同時に中国残留邦人等の円滑な 帰国の促進並びに永住帰国し た中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する 法律（ 以下、「 中国残留邦人等支援法」） によ る 指定も 受ける こ と と な り ま す。 中国残留邦人等

支援法にかかる 介護支援給付は生活保護の介護扶助に準じ た方法で実施さ れま すが、 詳細について はサービ ス を 受ける 受給

者の支援給付を 実施し て いる 福祉事務所へご 確認く ださ い。  

 
( １ )  指定介護機関の指定申請手続について 

介護事業者（ 居宅介護支援事業所含む。） が、 介護扶助の請求を 行う には、 事業所ご と に生活

保護法の指定が必要になり ま す。 なお、 生活保護法の改正によ り 、 平成 2 7 年 7 月 1 日以降に

介護保険法の指定又は開設許可を 受けた事業所・ 施設は、 指定申請を し なく ても 生活保護法の

指定介護機関の指定を 受けたも のと みなさ れま す（ みなし 指定）。  

平成 2 6 年 6 月 3 0 日以前に介護保険法の指定を 受けている が生活保護の指定を 受けていな

かっ た介護機関は、 みなし 指定の対象と はなり ま せんので、 新に介護扶助の請求を おこ なう 場

合には生活保護法によ る 指定申請が必要です。  

介護保険法の指定ま たは開設許可 生活保護法の指定 生活保護法の申請手続き  

平成 2 6 年 6 月 3 0 日以前 
あ り  － 

なし  要 

平成 2 7 年 7 月 1 日以降 
みなし 指定 不要 

辞退後の再申請 要 

指定後（ みなし 指定を 含む。） に、 生活保護法施行規則に規定のある 内容（ 次頁参照） に変更

等があっ た場合は、 生活保護法の変更届出等の手続き が必要と なり ま す。  

ま た、 介護保険法等における 処分を 受けた事業所は、 生活保護法の処分届や廃止届等の届出

が必要です。  

 

<生活保護のみなし 指定を 不要と する 場合> 
介護保険法の規定によ る 指定ま たは開設許可を う けた介護機関が生活保護の指定を 不要と す

る 場合、 申出書によ り 「 別段の申出」（ 辞退届） の届出を 行う 必要があり ま す。  

地域密着型介護老人福祉施設及び介護老人福祉施設については、 他のサービ ス と は異なり

「 別段の申出」 は行えま せん。 ただし 、 併設し て行う サービ ス については可能です 

なお、「 別段の申出」 を し た介護機関が、 改めて生活保護法の指定を 希望する と き は、 生活保

護法によ る 新規の指定申請が必要です。  

 

＜指定基準について＞ 
1 . 介護保険法の規定によ る し て又は許可を 受けている も のであ っ て、 介護扶助のための介護について理

解を 有し ている も のであ る こ と 。  

2 . 「 指定介護機関介護担当規定」 及び「 生活保護法第 5 4 条の 2 第 5 項において準用する 同法第 5 2 条

の２ の規定によ る 介護の方針及び介護の報酬を 定める 件に従っ て、 適切に介護サービ ス を 提供でき る

と 認めら れる も のであ る こ と 。  

3 . 生活保護法第 5 4 条の 2 第 5 項において準用する 同法第 4 9 条の 2 第 2 項の第 1 号を 除く 各号のいず
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れかに該当する と き は、 都道府県知事は指定介護機関の指定を し ないこ と ができ る 。  

4 . 特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 介護予

防特定施設入居者生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護については、 入居に係る 利用料が

住宅扶助によ り 入居でき る 額であ る こ と 。  

※ 詳細は「 指定介護機関の手引き 」 を ご 参照く ださ い。  

＜変更届について＞ 
令和 8 年 4 月 1 日よ り 、 介護保険法によ る 変更又は廃止、 休止、 再開の届出があ っ た場合、 生活

保護法上の届出があ っ たも のと みなさ れる よ う になっ たため、 生活保護法によ る 変更又は廃止、 休

止、 再開の届出は不要と なり ま す。  

（ 参考）【 介護機関の提出書類】  

申 請 ・ 届 出 を 要 す る 事 項 提 出 書 類 

H2 6 .6 .3 0 以前に介護保険の指定を 受けて いた事業所（ 介護老人福祉施設及び

地域密着型介護老人福祉を 除く ） が新たに生活保護法の指定を 受ける 場合 

（ 特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護について は、 生活保護

費等の額の範囲内で入居・ 日常生活が可能な 場合に限り ま す）  

・ 指定申請書  

・ 誓約書  

・「 介護事業者指定通知書」 の写し  

※医療機関の場合は不要 

みな し 指定を 不要と する 場合な ど 指定介護機関が生活保護法の指定を 辞退し よ

う と する 場合（ 辞退し よ う と する 日の３ ０ 日以上前に届出が必要）  
・ 辞退届 

生活保護法施行規則第 1 4 条第 4 項に規定する 処分を 受けた場合、1 0 日以内に

提出が必要です。  
・ 処分届 

指定介護機関が生活保護法及び中国残留邦人等支援法によ る 介護機関と し て の

指定を 辞退する 場合 
・ 指定辞退届 

※医療機関が健康保険法の指定によ り 介護保険法のみな し 指定と な っ た 場合、 介護保険法指定通知書等介護保険法における

確認資料の添付は不要です。  

※ 申請様式に関し ま し ては東大阪市ホ ーム ページ＞事業者の方へ＞福祉・ 介護保険＞生活保護法＞生活保

護法等によ る 介護機関の指定にご ざ いま すのでご 参照く ださ い。  

第２  介護扶助と は 

生活保護における ８ つの扶助の１ つであ り 、 介護保険創設（ 平成１ ２ 年度） と と も に新たな

扶助と し て創設さ れたも ので、 生活保護受給者（ 以下、「 受給者」 と いう 。） がサービ ス を 利用

し た場合に現物給付さ れま す。 介護扶助の給付を 受ける には、 要介護認定等の申請を 行い、 要

介護状態、 要支援状態又は基本チェ ッ ク リ ス ト に該当する 状態であ る と 認定さ れる こ と が必要

です。 介護扶助の範囲は、 介護保険の給付対象と 同じ です。  

( １ )  介護扶助の申請方法 

介護扶助を 受ける には、 福祉事務所の長に対し て保護の申請を する 必要があ り ま す。  

申請書類 

  保護（ 変更） 申請書 

  介護保険被保険者証の写し  

  施設サービ ス 計画等の写し  

 

要介護認定の更新時又は施設サービ ス 計画変更時に施設サービ ス 計画等の写し の提出 

※介護保険施設について は、 事業所の事務負担軽減のため、 変更申請な ど があ っ た場合に施設サービ ス 計画等

を 提出する 。  

※計画に変更があ れば施設サービ ス 計画第１ ～３ 表の提出（ 軽微な 変更を 除く ）  

 

施設サービ ス 事業所等へ介護券を 発行→介護券に基づき 介護扶助の請求を 行う 。  

医療機関のみなし 指定 

保険医療機関 

（ 病院・ 診療所）  

居宅療養管理指導、 訪問看護、 訪問リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、 通所リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、

短期入所療養介護（ 療養病床を 有する 病院・ 診療所に限る ）  

保険薬局 居宅療養管理指導 

介護保険施設が本人の同意を 得て 施設サ

ービ ス 計画等の写し 等の提出を する こ と

も でき ま す。  

（ 施設） サービ ス 計画第１ ～３ 表）  
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〈 介護扶助における 留意事項〉  

○ 適用は原則、 保護申請書又は保護変更申請書の提出日以降で必要と 認めら れた日以降です。 

〈 介護券の発行と 確認事項〉  

○ 有効な介護券であ る こ と の確認： 所要事項が記載さ れ福祉事務所長印を 押さ れたも のを も

っ て有効と し ま す。  

○ 本人支払額の徴収： 記載があ る 場合は、 その額を 受給者から 徴収し てく ださ い。  

○ 介護券の保管およ び処分： 支払請求月から 最低６ か月間保存、 その後はプラ イ バシー保護

に留意の上、 処分し てく ださ い。  

( ２ )  介護扶助の種類 

介護保険の給付対象を 介護扶助の対象と し ていま す（ 移送を 除く ）。  

種類 内容 

居宅介護 

介護予防 

介護予防・ 日常生活支援 

居宅のサービ ス は、 居宅サービ ス 計画等に基づき 支給を 決定し 現物給付し ま

す。  

※ 被保護者以外の者にあ っ ては、 障害者施策等の給付を 受ける こ と ができ な

い場合であ る こ と 。  

福祉用具 

介護予防福祉用具 

受給者の申請によ り 、福祉用具購入の対象であ る かを 確認し 、原則と し て現金

給付し ま す。  

※ 被保険者以外の者にあ っ ては、 障害者総合支援法の日常生活用具等の給付

を 受ける こ と ができ ない場合であ る こ と 。  

住宅改修 

介護予防住宅改修 

受給者の申請によ り 、住宅改修の対象であ る かを 確認し 、原則と し て現金給付

し ま す。  

※ 被保護者以外の者にあ っ ては、 障害者施策等の給付を 受ける こ と ができ な

い場合であ る こ と 。  

施設介護 
施設のサービ ス は、 施設サービ ス 計画等に基づき 支給を 決定し 現物給付し ま

す。  

移送 
居宅サービ ス 利用時の交通費や介護施設への入所・ 退所に伴う 移送の交通費

等（ なる べく 現物給付） について、 最小限の実費を 支給し ま す。  

( ３ )  介護保険給付と の関係 

1 号被保険者及び 2 号被保険者は、 介護保険給付が 9 割、 介護扶助が 1 割の負担割合と な

り 、 被保険者以外の者（ 以下、「 みなし ２ 号」 と いう 。） の受給者は、 全額が介護扶助になり ま

す。 難病法や障害者総合支援法など 他の制度が利用でき る 場合には、 介護扶助は給付さ れま

せん（ 法第 4 条保護の補足性の原理）。  

被保険者等区分 負担割合 

【 第１ 号被保険者】  

市町村の区域内に住所を 有する ６ ５ 歳以上の者 

( 受給者も 被保険者と なる )  

介護保険９ ０ ％ 
介護扶助 

１ ０ ％※３  

【 第２ 号被保険者】  

市町村の区域内に住所を 有する ４ ０ 歳以上６ ５ 歳未満の医療保険

加入者※1 で加齢に伴う 特定疾病※2 によ り 要介護( 要支援) 状態の者 

( 親族等の扶養と なる こ と で受給者も 被保険者と なる こ と があ る )  

介護保険９ ０ ％ 
介護扶助 

１ ０ ％※３  

【 被保険者以外の者（ みなし ２ 号）】  

市町村の区域内に住所を 有する ４ ０ 歳以上６ ５ 歳未 

満の医療保険未加入者※１ で加齢に伴う 特定疾病※２ によ り 要介護

( 要支援) 状態の者 

介護扶助１ ０ ０ ％※３  
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※1 . 国民健康保険に加入し ていた場合は、 生活保護受給者になる こ と によ り 、 国民健康保険の被保険者から 除

かれる （ 国民健康保険法第６ 条） ため介護保険の被保険者と はなら ない。  

国民健康保険法（ 適用除外）  

第六条 前条の規定にかかわら ず、 次の各号のいずれかに該当する 者は、 市町村が行う 国民健康保険の

被保険者と し ない。  

九 生活保護法（ 昭和二十五年法律第百四十四号） によ る 保護を 受けている 世帯（ その保護を 停止さ れ

ている 世帯を 除く 。 ） に属する 者 

※2 . 加齢に伴う 特定疾病１ ６ 種類【 介護保険法施行令第２ 条】  

①末期がん（ 医師が判断し たも のに限る ）、 ②関節リ ウ マチ、 ③筋萎縮性側索硬化症④後縦靭帯骨化症、 ⑤骨

折を 伴う 骨粗鬆症、 ⑥初老期における 認知症、 ⑦進行性核上性麻痺・ 大脳皮質基底核変性症及びパーキン ソ

ン 病、 ⑧脊髄小脳変性症、 ⑨脊柱管狭窄症、 ⑩早老症、 ⑪多系統萎縮症、 ⑫糖尿病性神経障害・ 糖尿病性腎

症及び糖尿病性網膜症、 ⑬脳血管疾患、 ⑭閉塞性動脈硬化症、 ⑮慢性閉塞性肺疾患、 ⑯両側の膝関節又は股

関節に著し い変形を 伴う 変形性関節症 

※3 . 他の公費（ 難病法、 自立支援医療等） の受給資格があ り 給付対象と なる 介護サービ ス を 利用し ている 場合

は、 他の公費が介護扶助に優先さ れま す。 他の公費が優先さ れる 場合には介護券は発行さ れま せん。（ 次

頁参照）  

( ４ )  介護扶助の方法（ 法 3 4 条の２ ）  

介護扶助の給付は、 原則と し て「 現物給付」 で行われま す。 居宅介護、 介護予防及び施設

介護の現物給付は、 指定介護機関にサービ ス の提供を 委託し て行う こ と を 原則と し ま す。 介

護扶助の現物給付は国保連合会を 通じ て福祉事務所が指定介護機関に介護扶助費を 支払う こ

と で行われま す。  

〈 参考： 介護扶助の程度〉  

介護扶助の程度は、生活保護法第 8 条に「 被保護者の需要を 基と し 、不足分を 補う 程度において行う も ので、

必要な事情を 考慮し た最低限度の生活の需要を 満たすに十分なも のであ っ て、 且つ、 こ れを こ えないも ので

なければなら ない」 と さ れていま す。  

生活保護法第 5 4 条の 2 第５ 項において準用する 同法第 5 2 条の規定によ る 介護の方針及び介護の報酬に

基づき その者の介護サービ ス に必要な最小限度の額 

厚生労働大臣の定める 基準 昭和 3 8 年厚告１ ５ ８ 「 生活保護法によ る 保護の基準」  

( ５ )  介護扶助の受給資格確認について 

介護扶助における 受給資格の確認については以下のと おり と なっ ていま す。保護廃止後や保護決

定前ま たは他市の受給者など 介護扶助の受給資格がないと 思われる 請求があ っ た場合など は、福祉

事務所よ り 各事業所に連絡を さ せていただき ま す。資格に関する 誤り があ る 場合は保険者に過誤を

し てく ださ い。  

 １ 号・ ２ 号被保険者 みなし ２ 号 

資格点検 福祉事務所 国保連合会（ 資格エラ ー）  

資格確認方法 介護給付費公費受給者一覧 被保護者異動連絡票 

確認月 請求月の翌々月 請求月 

※ 最近、 廃止後の請求など 受給資格の誤り が特に増えてき ていま す。 請求時は、 介護券から 公費負担者番

号及び公費受給者番号を 正確に転記し てく ださ い。 介護券なし での請求はでき ま せん。  

 

( ６ )  介護扶助と 他法他施策と の関係 

生活保護以外の他法他施策の活用が見込める 受給者は、 必ず他の制度を 優先し て活用し て

く ださ い（ 法第 4 条： 保護の補足性の原理）。 他法の活用は本人の選択制ではあり ま せん。 受給者

は利用でき る 制度を 活用する 義務があ り ま す。 他法他施策を 活用し た上で、 なお介護サービ

ス の利用が必要不可欠と 判断さ れた場合に介護扶助は適用さ れま す。  
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【 生活保護法】（ 保護の補足性）  

第 4 条 保護は、 生活に困窮する 者が、 その利用し 得る 資産、 能力その他あ ら ゆる も の※１ を 、 その最低限

度の生活の維持のために活用する こ と を 要件と し て行われる 。  

２  民法（ 明治 2 9 年法律第 8 9 号） に定める 扶養義務者の扶養及び他の法律に定める 扶助※２ は、 すべて

こ の法律によ る 保護に優先し て行われる も のと する 。  

※1 . その他あ ら ゆる も のの例： 健保、 厚年、 船保、 国保、 雇保、 労災、 国年 等 

※2 . 他の法律に定める 扶助の例： 児福、 身障、 災救、 精保、 予防、 感染症 等 

介護扶助に優先さ れる 主な介護保険優先公費等（ 介護保険施設）  

※医療系サービ ス の請求を 行う には各法に基づく 指定事業所であ る こ と が必要です。  

公費負担医療等 負担割合 対象サービ ス  資格証明等 

原子爆弾被爆者に対する

援護に関する 法律（ 一般

疾病医療費の給付）  

1 0 0  

介護老人保健施設サービ ス 及び介護医療院サービ ス 含め医

療系サービ ス （ 介護予防サービ ス を 含む） の全て 

※食費及び居住費を 除く  

被 爆 者 健 康 手

帳 

難病の患者に対する 医療

等に関する 法律（ 特定医

療）  1 0 0  

訪問看護、 介護予防訪問看護、 医療機関及び介護医療院の訪

問リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、医療機関及び介護医療院の介護予防

訪問リ ハビ リ テーシ ョ ン 、 居宅療養管理指導、 介護予防居宅

療養管理指導、 介護医療院サービ ス  

 ※食費及び居住費を 除く  

受給者証 

被爆体験者精神影響等調

査研究事業 

1 0 0  

訪問看護、 介護予防訪問看護、 訪問リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、 介

護予防訪問リ ハビ リ テーシ ョ ン 、 居宅療養管理指導、 介護予

防居宅療養管理指導、 通所リ ハビ リ テ ーショ ン 、 介護予防通

所リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、 短期入所療養介護、 介護予防短期入

所療養介護、介護保健施設サービ ス 及び介護医療院サービ ス

の医療系サービ ス の全て 。  

※食費及び居住費を 除く  

受給者証 

原爆被爆者の介護保険

等利用者負担に 対する

助成事業 

1 0 0  

介護福祉施設サービ ス 、 地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護、 通所介護、 短期入所生活介護、 介護予防短期

入所生活介護、 認知症対応型通所介護、 介護予防認知症対

応型通所介護、 小規模多機能型居宅介護、 介護予防小規模

多機能型居宅介護、 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護、

地域密着型通所介護、 看護小規模多機能型居宅介護、 認知

症対応型共同生活介護、 介護予防認知症対応型共同生活介

護及び通所型サービ ス （ 独自）  

被 爆 者 健 康 手

帳 

( ７ )  本人支払額の請求について 

福祉事務所では、 介護扶助を 決定する 際に介護扶助の対象と なる 費用について、 受給者が

負担でき る 収入があ る と 認定し た場合には、 その負担でき る 額を 本人支払額と し て介護券に

記入し ま す。 介護保険施設は、 交付さ れた介護券に本人支払額が記入さ れている 場合は、 そ

の額を 正確に当該受給者に請求し てく ださ い。 本人支払額や公費負担額が介護券と 一致し な

い場合には、 過誤請求の手続き を お願いする こ と になり ま す。  

本人支払額は、 介護給付費明細書の公費分本人負担額の欄に記載し ま す。 公費分本人負担

額がある 場合は、 その額を 差し 引いた額が公費請求額と なり ま す。  

施設入所者で本人支払額があ る 場合は、 本人負担額は次の順位で充当し ま す。  

①施設介護費（ 上限 1 5 0 0 0 円）、 ②食費（ 3 0 0 円×入所日数が上限）、 ③居住費 

 施設介護費支払い上限額 食費及び居住費 

1 号被保険者、 2 号被保険者 1 5 0 0 0 円※ 利用者負担額 

被保険者以外の者( みなし ２ 号)  介護費用の全額 費用の全額 

※生活保護受給者の場合は介護保険法施行令第二十二条の二の二の４ の規定によ り 第 1 段階の本人負担限度額が支払上限になり ま す。  
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第４  生活保護行政適正化について 

本市では、 継続的に取り 組む必要のあ る 市独自施策の基本的な方針と し て「 生活保護行政適

正化方針」 を 策定し 、 真に介護を 必要と する 受給者に対し て、 適切なサービ ス 提供がなさ れる

状況を 確保する べく 、 介護扶助の適正化対策を 講じ ており ま す。  

その一環と いたし ま し て、 各福祉事務所に専門知識を 有し た適正化推進員を 配置し 、 請求内

容の検証や請求誤り の点検など を 行っ ており ま す。  

( １ )  適正化に伴う 点検について 

点検では、「 介護扶助の適正化について」（ H2 3 .3 .3 1  社援保発 0 3 3 1 第 1 4 号） の通知に基づき 、

受給者の状態に応じ た適切なケアプラ ン が作成さ れている か、被保険者以外の者（ みなし ２ 号）

の者について、「 生活保護法第 4 条」 の他法優先の原則によ り 、 障害者総合支援法や難病法など

他法が活用でき ないか、ま た、受給資格など 請求内容に過誤がないか等の確認を 行っ ていま す。

事業者の皆さ ま にも 請求内容など について確認さ せていただく こ と があ る と 思いま すのでご 協

力お願いいたし ま す。  

〈 参考： 介護扶助の適正化について 〉 H2 3 .3 .3 1  社援保発 0 3 3 1 第 1 4 号 

１  居宅サービ ス 計画（ ケ アプラ ン ） の確認 

各福祉事務所において、 実際に居宅サービ ス 計画の作成経験のあ る 介護支援専門員資格所有者を 雇用する 等を 通

じ て 、 利用者の意向を 十分把握し た上でサービ ス 提供の検討が行われて いる かど う か等の確認を 行い、 不正又は

不適切な介護サービ ス 提供がな さ れて いないか確認する こ と 。  

２  介護券交付処理簿と 介護給付費公費受給者別一覧表と の照合 

３  医療扶助給付情報と の照合 

( ２ )  適正化業務における 主な指摘事項について 

適正化に関し て指摘さ せていただいた場合には、 指摘内容について適切に対処し ていただ

き ま すよ う お願いいたし ま す。 代表的な指摘内容については下記を 参照し てく ださ い。  

指摘内容 対処方法 参考 

古いま た は間違っ た 受給

者番号が使用さ れている  

送付さ れた 介護券を 確認のう え 請求

を し てく ださ い。  

介護扶助運営要領５ －２ －（ ７ ） －オ 

（ ウ ） 介護券から 介護給付費明細書へ

の正確な転記 すでに廃止さ れた 受給者

についての請求があ る  

各保険者へ過誤申立を おこ な っ て く

ださ い。  

保護歴のな い利用者の請

求があ る 。  

保険者へ過誤申立を おこ な っ て く だ

さ い。 送付さ れた 介護券の公費負担

者番号を 正確に転記し 請求を 行っ て

く ださ い。  

受給者への他法他施策の

適用ができ ていない 

介護扶助に優先し て 給付さ れる 他法

他施策を 活用し てく ださ い。  

介護扶助運営要領５ －２ －（ ２ ）  

他法他施策と の関係（ P8 （ ５ ） 参照）  

( ３ )  介護扶助の受給資格確認について 

介護扶助における 受給資格の確認については以下のと おり と なっ ていま す。 保護廃止後や

保護決定前ま たは他市の受給者など 、 介護扶助の受給資格がないと 思われる 請求があ っ た場

合は、 福祉事務所よ り 各事業所に連絡を さ せていただき ま す。  

 １ 号・ ２ 号被保険者 みなし ２ 号 

資格点検 福祉事務所 国保連合会 

資格確認方法 介護給付費公費受給者一覧 被保護者異動連絡票 

確認月 請求月の翌々月 請求月 

※ 最近、 特に公費負担者番号の誤り が増えてき ていま す。 介護券から 公費負担者番号及び公費受給者番号

を 正確に転記し 請求を 行っ てく ださ い。 介護券なし での請求はでき ま せん。  

居住地特例の実施にあ たり 、 他市が保護の実施責任と なる 受給者が今後増加する と 思われ

ま す。 請求時に生活保護を 実施する 市町村を 介護券で確認し てから 請求を 行っ てく ださ い。

誤っ た番号で請求さ れる と 返戻ま たは過誤請求の対象になり ま す。  
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第５  その他の事項 

( １ )  介護保険負担限度額認定申請等の手続き について 

受給者が短期入所サービ ス や施設サービ ス を 利用する 場合には、 申請によ り 第一段階の利

用者負担段階が適用さ れま す。 利用時には、 保険者に負担限度額認定の申請を 行っ てく ださ

い。 受給者本人が手続き を 行う こ と が困難な場合には、 申請のご 協力を お願いし ま す。  

みなし ２ 号については被保険者ではないため特定入所者介護サービ ス 費（ 補足給付） の対

象にはなり ま せんが、 補足給付相当額を 福祉事務所が給付し ま す。 施設入所は、 食費及び多

床室の場合のみ国保連への請求が可能です。（ 例外対応のみ） 個室は福祉事務所に直接請求と

なり ま す。  

ま た、 ユニッ ト 型居室に入居する など し て、 社会福祉法人等によ る 利用者負担の減額（ 居

住費及び滞在費のみ） 手続き が必要な受給者についても 申請のご 協力を お願いし ま す。  

〈 受給者が利用でき る 利用者負担軽減制度等〉  

 食 費 滞在費・ 居住費 

介護保険負担限度額認定 

（ 特定入所者介護サービ ス 費）  

1 号・ 2 号 〇 〇 

みなし ２ 号 × × 

社会福祉法人等によ る 生計困難者等に対する

利用者負担軽減制度事業 

1 号・ 2 号 × 〇 

みなし ２ 号 × 〇 

( ２ )  受給者の個室利用について 

短期入所は、 受給者本人が費用を 賄える 場合には個室利用が可能ですが、 滞在費の本人負

担額が高額と なる 場合も あ る ので利用時の費用についてし っ かり 説明を 行っ てく ださ い。 短

期入所時の個室滞在費（ 本人負担分） は受給者に請求を 行っ てく ださ い。 ま た、 被保険者が

利用する 場合は必ず介護保険負担限度額認定申請を 行っ てく ださ い。  

施設入所は、 個室の居住費が発生する 場合には利用はでき ま せん。 減免等によ り 個室費用

負担が発生し ない場合のみ利用が可能です。  

居室の種類 施設入所 短期入所 備考 

多床室 ○ ○ 原則 

従来型個室 ▲ ○ 短期入所は受給者本人が滞在費（ 本人負担

分）を 支払える 場合は利用可能です。福祉事

務所から の費用補助はあ り ま せん。  

ユニッ ト 型個室 ▲ ○ 

ユニッ ト 型個室的多床室 ▲ ○ 

特別な居室 × × 利用者が選定する 特別な居室 

○利用可、 ▲例外的対応ま たは減免等によ り 費用が発生し な い場合は可、 ×利用不可 

 

Q.介護扶助を 受けている も のが、 介護保険施設の個室等を 利用でき る か？ 

A.介護保険施設の居室は、 多床室が主であ る こ と 、 並びに個室等の利用について は居住費が必要と なる ため、 被保

護者の個室等の利用については「 利用を 認める 場合」 に該当する 場合に限定する こ と 。  

【 利用を 認める 場合】  

  介護保険法によ る 経過措置によ り 、 居住費について の取扱いが多床室と 同様の取扱いと さ れる 場合 

  自治体の単独事業によ り 居住費の利用者負担が免除さ れる 場合 

  施設側が利用者の収入状況に鑑み、 利用者から 居住費の徴収を 行わな い場合 

な お、 既に利用し て いる 場合は、 原則と し て 転居等の指導を 行う こ と と する が、 転居等が行われる ま での間は、 入居

を 認めて差し 支え な い。 こ の場合、 福祉事務所払いの介護扶助費と し て 給付する こ と と なる 。  

（ 参考） 生活保護制度における 介護保険施設の個室等の利用にかかる 取扱いについて （ 平成 1 7 年９ 月 3 0 日、 社援

保発 0 9 3 0 0 0 2 号）  

介護保険制度改正に伴う 生活保護制度の取扱いについて（ 平成 1 7 年９ 月 1 4 日事務連絡）  
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( ３ )  食費及び居住費（ 滞在費） について（ R8 .8 よ り ）  

受給者の食費及び居住費（ 滞在費） の取扱いは以下の通り です。 被保険者と みなし 2 号の

受給者では取扱いが異なる 場合があり ま すのでよ く 確認を し て請求を 行っ てく ださ い。  

介護保険被保険者の場合（ 第 1 号被保険者、 第 2 号被保険者）  
項

目 
区 分 

施設入所 短期入所 

介護扶助 請求方法 本人負担 介護扶助 請求方法 本人負担 

食 費 3 0 0 円 
国保連 

0 円 
給付な し  

（ 介護保険

の補足給

付）  

 

国保連 

3 0 0 円 

居
住
費
等 

多床室 0 円 0 円 0 円 

従来型個室（ 特養）  原則利用不可（ 減免等によ り 費用負担がな

い場合を 除く ）  

例外対応のみ福祉事務所払い 

3 8 0 円 

〃（ 老健・ 療養型）  5 5 0 円 

ユ型個室的多床室 5 5 0 円 

ユ型個室 8 8 0 円 

※ 食費について ３ ０ ０ 円/日を 超える 額で国保連に請求し た場合は返戻さ れま す。  

※ 例外対応は、 個室入居者が受給者と な り 転所が行われる ま での期間に費用が発生する 場合な ど が該当し ま す。  

※ 受給者に係る 食費及び居住費（ 滞在費） については介護保険の「 食費の基準費用額」 及び「 居住費（ 滞在費） の基準費

用額」 の値の範囲内であ る こ と が義務付けら れていま す。（ 法第 5 4 条の 2 第 5 項）  

< 参考> 生活保護法第 5 4 条の 2 第５ 項において準用する 同法第 5 2 条第 2 項の規定によ る 介護の方針及び介護の

報酬（ 厚生省告示第 2 1 4 号 平成 1 2 年 4 月 1 9 日）  

第６  一～七 利用者が選定する 特別な居室や療養室の提供を 行わないこ と が記載さ れていま す。  

八 介護保険法第 5 1 条の３ 第 1 項に規定する 特定入所者に対し ては、同条第 2 項第一号に規定する 食費の基準費用額又は同項第二号に規

定する 居住費の基準費用額を 超える 費用を 要する 食事又は居室の提供は、 行わない。  

九 介護保険法第 5 1 条の３ 第 5 項に基づき 特定入居者介護サービ ス 費の支給があ っ たも のと みなさ れた場合にあ っ て は、同条第 2 項第一

号に規定する 食費の負担限度額又は同項条第二号に規定する 居住費の負担限度額を 超える 額の支払を 受けてはな ら ない。（ 以下略）  

≪被保険者の請求例（ 施設入所） ≫ 

 

≪被保険者の請求例（ 短期入所で従来型個室） ≫ 

 

介護保険の被保険者以外の者の場合（ みなし 2 号）  

項目 区分 
施設入所 短期入所 

介護扶助 請求方法 本人負担 介護扶助 請求方法 本人負担 

食 費 1 5 4 5 円 

国保連 

0 円 1 2 4 5 円 

福祉 

事務所 

払い 

3 0 0 円 

居
住
費
等 

多床室（ 特養）  9 1 5 円 0 円 9 1 5 円 0 円 

〃（ 老健・ 療養型）  4 3 7 円 0 円 4 3 7 円 0 円 

従来型個室（ 特養）  原則利用不可（ 減免等によ り 費用負担が

な い場合を 除く 。）  

例外対応のみ福祉事務所払い 

8 5 1 円 3 8 0 円 

〃（ 老健・ 療養型）  1 1 7 8 円 5 5 0 円 

ユ型個室的多床室 1 1 7 8 円 5 5 0 円 

ユ型個室 1 1 8 6 円 8 8 0 円 

※ みな し ２ 号受給者の短期入所時の食費及び居住費は、 介護保険（ 補足給付） の対象と はなら な いため、 福祉事務所で補

足給付相当額を 介護扶助と し て 給付し ま す（ 福祉事務所に申請）。  

 

サービ ス 内容

福祉施設食費 5 9 5 1 1 1 1 5 4 5 3 0 0 3 0 4 3 3 5 0 3 4 3 5 0 3 0 9 0 0 0

福祉施設多床室 5 9 5 1 2 4 9 1 5 0 3 0 2 7 4 5 0 2 7 4 5 0

2 6 7 6 0

利用者負担額

合計

サービ ス コ ード 費用単価(円) 負担限度額 日数 保険分
特

定

入

所

者

介

護

サ
ー

ビ

ス

費 6 1
保険分

請求額(円)

費用額(円) 公費日数 公費分

8 0 0
公費分

請求額
9 0 0 0

公費分本人負担月額

サービ ス 内容

短期生活食費 5 9 2 1 1 1 1 5 4 5 1 0 0 1 0 1 5 4 5 0 1 2 4 5 0 1 0 3 0 0 0

短期生活従来型個室 5 9 2 1 2 3 1 2 3 1 3 8 0 1 0 1 2 3 1 0 8 5 1 0 3 8 0 0

2 7 7 6 0 6 8 0 0

公費分本人負担月額公費分

請求額
2 0 9 6 0

保険分 公費日数 公費分 利用者負担額

合計

特

定

入

所

者

介

護

サ
ー

ビ

ス

費

サービ ス コ ード 費用単価(円) 負担限度額 日数 費用額(円)

保険分

請求額(円)

3 0 0 円を 超え る 額の請求を

行う と 返戻さ れま す 

公費負担は

あ り ま せん  
本人が負担

でき る 場合

のみ利用可 
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サービ ス 内容

短期生活食費 5 9 2 1 1 1 1 4 4 5 3 0 0 1 0 1 4 4 5 0 1 1 4 5 0 3 0 0 0

短期生活従来型個室 5 9 2 1 2 3 1 2 3 1 3 8 0 1 0 1 2 3 1 0 8 5 1 0 3 8 0 0

2 6 7 6 0 6 8 0 0

公費分本人負担月額公費分

請求額

特

定

入

所

者

介

護

サ
ー

ビ

ス

費
保険分

請求額( 円)

費用額( 円) 公費日数 公費分 利用者負担額

合計

サービ ス コ ード 費用単価( 円) 負担限度額 日数 保険分

≪みなし 2 号の請求例（ 施設入所） ≫ 

 

≪みなし 2 号の請求例（ 短期入所で従来型個室） ≫ 

 
 
 
 
 

( ４ )  施設入所時等の日常生活費 

日常生活でも 通常必要と なる 費用で利用者負担が適当と さ れる も のは保険給付の対象外で

す。 利用者が希望し てこ の便宜を 受けた場合は費用の全額を 本人が負担し ま す。  

利用者負担と なる 日常生活費は、 下記の通り です。  

受給者は、 施設入居時の日常生活費等が「 介護施設入居者基本生活費」（ 施設入居時の生活

費） を 超える 場合は、 その施設への入居ができ ま せん。（ ま た、 不足する 費用を 家族や親族へ

請求する こ と も でき ま せんのでご 注意く ださ い。）  

日常生活費の具体例 留意事項 

入所者等の希望によ

り 、 身の回り 品と し て

日常生活に必要なも の

を 提供する 場合の費用 

一般的に日常生活に最低限必要と 考えら れる 物品（ 例： 歯ブラ シ、 化粧品等

の個人用の日用品） で、 要介護者の希望を 確認し た上で提供さ れる 者が該当

する 。  

全ての利用者に対し て一律に提供し 、 全ての利用者から その費用を 画一的に

徴収する こ と は認めら れない。  

入所者等の希望によ

り 、 教養娯楽費と し て

日常生活に必要なも の

を 提供する 場合の費用 

例： サービ ス 提供の一環と し て実施する ク ラ ブ活動や行事の材料費等が該当

する  

全ての入居者に一律に提供さ れる 教養娯楽費の費用は該当し ない（ 共用の談

話室にあ る テレ ビ やカ ラ オケ の使用料等）  

健康管理費 イ ン フ ルエン ザ予防接種に係る 費用等 

預り 金の出納管理費用 費用を 徴収する 場合には以下の点を 満たし 適切な出納管理が行われる こ と が

要件です。  

  責任者・ 補助者が選定さ れ、 印鑑と 通帳が別々に保管さ れている こ と 。  

  複数の者によ り 適切な管理が行われている こ と が確認でき る 体制で出納事務 

  補完依頼書（ 契約書）、 個人別出納台帳等、 必要書類を 整備 

  徴収額の積算根拠を 明確にし 、 適切な額を 定める こ と （ 例： 預り 金の額に対

し 月当たり 一定割合と する よ う な取り 扱いは認めら れない。  

私物の洗濯代 特養では、 入所者の希望によ り 個別に外部のク リ ーニン グ に取り 次ぐ 場合の

ク リ ーニン グ 代以外（ 取次料金など ） は費用を 徴収でき ない 

「 通所介護等における 日常生活に要する 費用の取扱いについて」（ H1 2 .3 .3 0  老企 5 4 号）  

「 その他の日常生活費に係る Q& A」（ H1 2 .3 .3 1 事務連絡）  

  

サービ ス 内容

福祉施設食費 5 9 5 1 1 1 1 5 4 5 3 0 4 6 3 5 0 3 0 4 3 3 5 0

福祉施設多床室 5 9 5 1 2 4 9 1 5 3 0 2 7 4 5 0 3 0 2 7 4 5 0

7 3 8 0 0

0
公費分本人負担月額公費分

請求額
7 3 8 0

保険分 公費日数 公費分 利用者負担額

合計

特

定

入

所

者

介

護

サ
ー

ビ

ス

費

サービ ス コ ード 費用単価(円) 負担限度額 日数 費用額(円)

保険分

請求額(円)

多床室のみ国保連への請求が

可能です。（ 個室は不可）  

  個室利用の場合は国保連経由の請求ができ ま せん。  
  食費及び居室料の補足給付相当分は福祉事務所に直接請求し てく ださ い。  
  利用者負担額は受給者へ直接請求し てく ださ い。  
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( ５ )  境界層該当者の取り 扱いについて 

本来適用さ れる べき 基準額であ れば生活保護を 必要と する が、 よ り 負担の少ない基準額を

適用すれば生活保護を 必要と し ないも のについて保険者が境界層措置を 講じ たなら ば、 生活

保護を 要し ないも のについては境界層該当者と し て利用者負担額等が減額さ れま す。  

境界層該当者の申請（ 申請先は福祉事務所です） は保護の申請に応じ 、 保護開始時の要否

判定を 行っ た結果、 境界層該当者であ る こ と が明ら かになっ た場合に適用さ れま す。  

福祉事務所が保護申請却下ま たは保護廃止に際し て境界層該当証明書及び添付書類を 境界

層該当者に交付する こ と と なっ ていま す。  

境界層該当措置の内容（ ①から ⑤の順に適用さ れま す）  

① 介護保険法に規定する 給付額減額等の記載が行われな い（ 3 割負担等の給付制限が適用さ れず 1 割負担と な り ま す） 

② 居住費（ 滞在費） の負担限度額について 保護を 要し な く な る ま で段階的に減額さ れる （ 第 3 段階②＞第 3 段階①＞

第 2 段階＞第 1 段階と 順番に適用さ れま す）  

③ 食費の負担限度額について 保護を 要し な く な る ま で段階的に減額さ れる 。  

（ 第 3 段階②＞第 3 段階①＞第 2 段階＞第 1 段階と 順番に適用さ れま す）  

④ 利用者負担世帯合算額に係る 負担の上限額が段階に応じ て 2 4 6 0 0 円ま たは 1 5 0 0 0 円に減額さ れる 。  

⑤ 介護保険料が減額さ れる 。  

※ 食事及び居住費等の負担限度額認定の適用は、 申請が行われた月ま たは保護が廃止さ れた月の初日に遡っ て 適用さ

れま す。（ 老介発 0 9 0 8 0 0 1  平成 1 7 年 9 月 8 日）  

( ６ )  他科受診について 

入所者の傷病の状況から 見て、介護老人保健施設では必要な医療を 提供する こ と が困難な場

合には保険医療機関への通院が行われま す。医療券が必要な場合は事前にケース ワ ーカーにご

連絡く ださ い（ 緊急時や急病の場合を 除く 。）  

受入し た保険医療機関では介護老人保健施設の入所者は一般の外来患者と は保険請求の取

扱いが一部異なる （ 算定制限があ る 。） ため、 入所者の情報提供時に介護老人保健施設の入居

者である こ と を 明確にし てく ださ い。  

他科受診に際し て、 介護老人保健施設で日常的に行われる 内容の診療行為については、 医療

機関はその費用を 保険請求でき ま せん。 こ のよ う な診療行為が行われた場合の費用は、 原則的

には介護老人保健施設が負担する こ と になり ま す。  

保険医療機関への通院 

日常的な医療（ 喀痰吸引等）  
保険請求不可。 行われた場合は、 原則と し て介護老人保健施設が

費用負担する こ と になり ま す。  

施設では日常的に対応でき ない医療 画像診断、 放射線治療 等 

診療報酬（ 医療扶助）

と し て請求 

定めら れた薬剤・ 医療材料の支給 抗悪性腫瘍薬など 一部の薬剤 等 

初診料・ 再診料 

往診料 

情報提供料（ 一定の場合に限る ）  

併設保険医療機関の 場合は保険請求

不可 

( ７ )  施設入所者への家庭訪問について 

福祉事務所では介護保険施設入所者の生活状況等を 把握する ため、 年に 1 回程度の家庭訪

問を 行っ ていま す。 こ れは、 生活保護法第 2 8 条第 1 項や保護の実施要領に定めら れた訪問

ですのでご 協力を お願いし ま す。  

（ 訪問調査）  

要保護者の生活状況等を 把握し 、 援助方針に反映さ せる こ と や、 こ れに基づく 自立を 助長する ための指導を 行う

こ と を 目的と し て 、 世帯の状況に応じ 、 訪問を 行う こ と  

（ 生活保護法によ る 保護の実施要領について  昭和 3 8 年 4 月 1 日社発 2 4 6 号）  
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第６  個別指導の実施 

東大阪市では、 受給者の処遇が効果的に行われる よ う 福祉事務所と 指定介護機関相互の協力

体制を 確保する こ と を 主眼と し て、 指定介護機関個別指導を 行っ ていま す。  

受給者の介護サービ ス の給付に関する 事務及び給付状況（ 介護扶助に対する 理解・ 報酬請求・

特別な居室、 療養室等の提供が行われていないか・ 介護施設入所者基本生活費【 生活保護費】

の取扱） 等について介護記録その他の帳簿書類等を 閲覧し 、 懇談形式で実施し ま すので、 ご 協

力を お願いし ま す。  

当該文書等によ る 一般指導内容は介護保険施設等において内容を 周知し ていただき ま す

よ う よ ろ し く お願いいたし ま す。  

〈 参考： 指定介護機関に対する 指導及び検査〉  

 指導 検査（ 監査）  

目的 被保護者の処遇向上と 自立助長に資する ため、法によ

る 介護の給付が適正に行われる よ う 制度の趣旨、介護

扶助に関する 事務取扱等の周知徹底を 図る 。  

被保護者に係る 介護サービ ス の内容及び介護の報

酬の適否を 調査し て 介護の方針を 徹底さ せ、介護扶

助の適正な 実施を 図る 。  

対象 すべて の指定介護機関 個別指導の結果、検査を 行う 必要があ る と 認めら れ

る 介護機関及び個別指導を 拒否する 指定介護機関 

内 容 及

び方法 
一
般 

法並びにこ れに基づく 命令、 告示及び通知に

定める 事項について 周知徹底を 図る ため、 講

習会、 懇談、 広報、 文書等の方法によ り 行う 。 

被保護者に係る 介護サービ ス の内容及び介護の報

酬の請求の適否について 、介護給付費公費受給者一

覧表等と 介護記録その他の帳簿書類の照合、設備等

の調査によ り 実地に行う 。  

必要に応じ 要介護者等について の調査を 合わせて

行う こ と と する 。  

 

個
別 

被保護者の介護サービ ス 給付に関する 事務及

び給付状況等について 介護記録そ の他の帳簿

類等を 閲覧し 、 懇談指導を 行う 。  

特に必要があ る と 認めら れる と き は、 被保護

者について その介護サービ ス の受給状況等を

調査する こ と ができ る 。  

根拠法 生活保護法第 5 4 条の２ 第 4 項 

（ 生活保護法第 5 4 条第 1 項準用）  

生活保護法第 5 4 条の２ 第 5 項 

（ 生活保護法第 5 4 条第２ 項準用）  

< 参考： 検査後の措置>  

行政上の措置 請求の不正又は不当の程度に応じ て 指定取消、 指定の全部又は一部の効力停止、 戒告、 注意と なり ま す。  

経済上の措置 介護報酬に過誤払いが認めら れる 時は介護の報酬について返還措置と なり ま す 

行政上の措置の公表等 検査の結果、 指定取消を 行っ た時は、 その旨を 告示し ま す。  

 

介護サービ ス 事業所は要介護高齢者等の身体及び生命に直接関わる サービ ス を 提供し ており 、 法令遵守が求めら れる こ と から 、 悪質な事

業者や介護支援専門員等を 排除する ため、 一定の事由に該当し た介護支援専門員の登録拒否やサービ ス 事業者等の指定取消が可能になっ

ていま す。  

こ の事由の一つに「 介護保険法その他国民の保険医療・ 福祉に関する 所定の法律（ 介護保険施行令第 3 5 条の２ 及び第 3 5 条の５ ） に違反

し た場合」 があ り ま す。 こ の中に生活保護法も 含ま れて おり 、 生活保護法によ る 指定を 取り 消さ れた場合、 こ の規定によ り 介護保険の指

定も 取り 消さ れる 場合があ り ま す。  

  介護保険法 第 6 9 条の２ 第 1 項第三号（ 介護支援専門員の） 登録の拒否 

  介護保険法 第 7 7 条第 1 項第十号等（ 居宅サービ ス 事業者の） 指定の取消し  

  介護保険法 第 1 1 5 条の 9 第 1 項第十号（ 介護予防サービ ス 事業者の） 指定の取消し  

 

 

（ お問い合わせ先）  

東大阪市生活支援部 

生活福祉室生活福祉課 

TEL： 0 6 -4 3 0 9 -3 2 2 6  

-29-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護における介護扶助及び生活保護行政適正化について 

（地域密着型サービス） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東大阪市生活支援部生活福祉室生活福祉課 
令和８年 月 
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第１ 生活保護制度について 
日本国憲法第２５条に「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。国

は、全ての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び推進に努めなければなら

ない」と規定されています。 

生活保護法（以下「法」という。）は、この憲法の理念に基づいて、国が生活に困窮するすべての

国民に対し、困窮の程度に応じて必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立

を助長することを目的とするものです。 

このような目的を達成するため、生活保護法は、次のような基本原理・原則によってささえられて

います。 

基 本 原 理 ･ 原 則 説 明 

基

本

原

理 

国 家 責 任 の 原 理 

（法第１条） 

日本国憲法第２５条の理念により、国が生活に困窮するすべての国民に

対し、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その

自立を助長します。 

無 差 別 平 等 の 原 理 

（法第２条） 

生活に困窮するすべての国民は、法の定める要件を満たす限り、法による

保護を無差別平等に受けることができます。 

最低生活保障の原理 

（法第３条） 

法により保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持

することができるものでなければなりません。 

補 足 性 の 原 理 

（法第４条） 

法による保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他

あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要

件として行われます。 

基

本

原

則 

申 請 保 護 の 原 則 

（法第７条） 

法による保護は、要保護者、その扶養義務者、または、その他の同居の親

族の申請に基づいて、申請日以降開始されます。ただし、要保護者が急迫

した状況にあるときは、保護の申請がなくても必要な保護を行うことが

できます。 

基準及び程度の原則 

（法第８条） 

法による保護の基準は厚生労働大臣が定めます。その基準は、要保護者の

年齢、世帯構成、所在地域などの基準に応じて、必要な事情を考慮して定

められています。 

必 要 即 応 の 原 則 

（法第９条） 

法による保護の決定及び実施については、要保護者の年齢、健康状態等そ

の個人または世帯の実際の必要性を考慮した上で、有効かつ適切に行わ

れます。 

世 帯 単 位 の 原 則 

（法第 10 条） 

法による保護の要否及び程度は、世帯を単位として定めます。 

ただし、これによりがたいときは、個人を単位として定められる場合があ

ります。 

※ 特に介護事業者等においては「補足性の原理」にご留意ください。他の法律や施策等の他に使える制度（以

下、「他法他施策」という。）がある場合は、生活保護制度ではなく他法他施策が優先されます。他法他施

策が利用できる場合には、生活保護制度は適用されません。利用できる制度をすべて活用した上でなお不

足するものについて生活保護制度が適用されます。 
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 生活保護の方法と種類  
生活保護は、その内容によって、８種類の扶助に分けられています。それぞれ最低限度を充足

するに必要とされる限度において具体的な支給範囲が定められています。（法第１１条） 

種類 内容 給付 

生活扶助 衣食その他の日常生活品を購入する生活費、光熱水費 

金銭給付 教育扶助 義務教育に必要な費用（学費、学用品、給食費、通学用品） 

住宅扶助 家賃や住宅を維持するのに必要な費用 

医療扶助 健康保険に準じて治療に必要な費用 
現物給付 

介護扶助 介護サービスに必要な費用 

出産扶助 分娩に必要な費用 

金銭給付 生業扶助 就労に必要な費用、高校就学費用 

葬祭扶助 葬祭に必要な費用 

それぞれの扶助は、要保護者の必要に応じて２種類以上同時に給付される場合と医療扶助の

み単独で給付される場合があります。 

①単 給 
医療費等の支出が増加した結果として、収入額が最低生活費を下回った場合な

どに、最低生活費から不足分が医療扶助として単給される場合等 

②併 給 生活扶助と住宅扶助など複数の扶助を受けるような場合です。 

 

 

＜収入と医療扶助・介護扶助の関係例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 保護の実施機関 
都道府県知事、市長及び福祉事務所を管理する町村の長は、保護の実施機関として、その所管

区域内に居住地又は現在地を有する要保護者に対して保護を決定し、実施する義務を負っていま

す。（法第１９条） 

東大阪市では、これらの保護の決定、実施に関する事務は福祉事務所が行っています。市には 3

か所の福祉事務所があり、所管区域が決まっています。 

名 称 所 在 地 郵便番号 電 話 番 号 

東大阪市東福祉事務所 東大阪市旭町１－１ 579-8048 072-988-6616 

東大阪市中福祉事務所 東大阪市岩田町４－３－２２－３００ 578-0941 
072-960-9271～2(保護) 

072-960-9273(医療) 

東大阪市西福祉事務所 東大阪市高井田元町２－８－２７ 577-0054 
06-6784-7696(保護) 

06-6784-8993(医療) 

 生活保護制度における居住地（住所地）特例について 
令和 7 年 4 月より介護保険制度と同様に生活保護においても居住地（住所地）特例が実施され

ることとなりました。他市町村が被保険者となっている受給者が特定施設（介護保険施設（地域密

着型は除く）、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅）に入居した場合は東大阪市ではな

収入 生活扶助 医療扶助・介護扶助 

最低生活費 医療・介護の費用 

収入 医療扶助 

①不足分を給付します(単給) 

②不足分を給付します(併給) 

収入が最低生活費を上回っているため医療扶助のみを給付 
この場合は、医療扶助の本人負担が発生します。 
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1 2 2 7 4 4 × ×

1 2 3 4 5 6 7

公費負担者番号

公費受給者番号

く、入居前の市町村の福祉事務所が生活保護の担当になります。介護扶助など保護に関する請求

は入居前の市町村（介護保険被保険者証と同じ）に行ってください。（対象となる有料老人ホーム

等は東大阪市ホームページの「住所地特例の対象となる有料老人ホーム一覧」を参照ください） 

居住地特例 
対象施設 

介護保険施設 定員 29 名以下の地域密着型は除く 
有料老人ホーム、軽費老人ホーム 地域密着型特定施設は除く 
サービス付き高齢者向け住宅 有料老人ホームに該当しないものを除く 

4 月以降に対象施設に入居された場合は生活保護を実施する市町村を介護券で確認してか

ら請求を行ってください。誤った番号で請求されると返戻または過誤請求の対象になります。 
 

 

 

 

 

令和 6 年生活保護法等の改正について 

R6.9.6 厚生労働省 社会・援護局保護課 

令和 7 年 4 月 1 日施行 

５．保護の実施機関についての特例 

介護保険制度の住所地特例の対象範囲と平仄を合わせて、対象範囲を特定施設入居者全体に拡大する 

生活保護と介護保険とで特例の対象がそろうことで、実務上の分かりやすさ、地域の公平負担の観点を実現 

第２ 指定介護機関とは 
介護扶助のための介護を担当する介護機関（介護事業者）は、国の開設した介護機関については厚

生労働大臣の、その他の介護機関については、開設者の申請に基づき、事業所の所在地を所管する都

道府県知事の指定を受けることとされています。（法第５４条の２） 

この指定を受けた介護機関を「指定介護機関」といいます。この指定により、指定介護機関は福祉事

務所からの委託を受け、法令・告示等に基づき要保護者に対し適切なサービスの提供を行います。福

祉事務所はその対価として報酬を支払う契約をしたこととなります。（公法上の契約） 

指定介護機関介護担当規程（厚生省告示第 191 号 平成 12 年 3 月 31 日） 
（指定介護機関の義務） 

第 1 条 指定介護機関は、生活保護法に定めるところによるほか、この規程の定めるところにより、介護を必要とする

被保護者（以下「要介護者」という。）の介護を担当しなければならない。 

（以下略） 

【指定介護機関の義務と留意事項】 

福祉事務所から要介護者の介護の委託を受けた指定介護機関は、次の事項を遵守しなければなりません。 

介護担当義務  

①福祉事務所から委託を受けた要介護者及び要支援者について誠実かつ適切にその介護を担当すること。 

（法第 50 条第１項準用） 

②指定介護機関介護担当規則の規定に従うこと。 

③指定介護機関の介護の方針及び介護の報酬は、介護保険の介護の方針及び介護の報酬の例によること。 

（法第 52 条第 1 項準用） 

第１ 介護報酬に関する義務  

① 被保護者について行った介護に対する報酬は、法による介護の報酬に基づき所定の請求手続きにより請求するこ

と。                                    （法第 52 条第２項準用） 

② 介護内容及び介護報酬の請求について市長の審査を受けること。          （法第 53 条第１項準用） 

③ 市長の行う介護報酬額の決定に従うこと。                 （   法第 53 条第２項準用） 

第２ 指導等に従う義務  

① 被保護者の介護について市長の行う指導に従うこと。              （法第 50 条第２項準用） 

② 介護サービス内容及び介護報酬請求の適否に関する市長の報告命令に従うこと。 

（法第 54 条第１項） 

③ 市長が当該職員に行わせる立入検査を受けること。                 （法第 54 条第１項） 

第３ 届出の義務  

① 指定介護機関は、届出事項に変更が生じた場合、該当する届出を速やかに行うこと。 

（法第 50 条の２準用） 

第４ 標示の義務  

東大阪市の受給者は左の番号から始まりま

す。下 2 桁は東・中・西福祉事務所で異なり

ます。介護券を確認してください。 
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① 指定介護機関は、「生活保護法指定」の標示をその業務を行う場所の見やすい箇所に提示しなければならない。 

（規則第 13 条） 

第５ 居宅介護支援計画・介護予防支援計画の作成にあたって 

① 介護保険の区分支給限度額の範囲内の計画を作成すること。 

② サービス提供事業者は、生活保護の指定介護機関から選ぶこと。 

③ 被保護者のプライバシーの保護に十分配慮すること。 

④ みなし２号の受給者が障害者総合支援法の介護給付を受ける場合は、介護保険区分支給限度額との調整が必要にな

る。 

⑤ 介護券の発券には、福祉事務所へ居宅サービス計画等の提出が必要である。 

 

【指定介護機関における留意事項】 

生活保護法による指定を受ける際に同時に中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（以下、「中国残留邦人等支援法」）による指定も受けることとなります。中国残留

邦人等支援法にかかる介護支援給付は生活保護の介護扶助に準じた方法で実施されますが、詳細についてはサービスを

受ける受給者の支援給付を実施している福祉事務所へご確認ください。 

 指定介護機関の指定申請手続について 
介護事業者（居宅介護支援事業所含む。）が、介護扶助の請求を行うには、事業所ごとに生活保護

法の指定が必要になります。なお、生活保護法の改正により、平成 26 年 7 月 1 日以降に介護保険

法の指定又は開設許可を受けた事業所・施設は、指定申請をしなくても生活保護法の指定介護機関

の指定を受けたものとみなされます（みなし指定）。 

平成 26 年 6 月 30 日以前に介護保険法の指定を受けているが生活保護の指定を受けていなかっ

た介護機関は、みなし指定の対象とはなりませんので、新に介護扶助の請求をおこなう場合には生

活保護法による指定申請が必要です。 

介護保険法の指定または開設許可 生活保護法の指定 生活保護法の申請手続き 

平成 26 年 6 月 30 日以前 
あり － 

なし 要 

平成 26 年 7 月 1 日以降 
みなし指定 不要 

辞退後の再申請 要 

指定後（みなし指定を含む。）に、生活保護法施行規則に規定のある内容（次頁参照）に変更等が

あった場合は、生活保護法の変更届出等の手続きが必要となります。また、介護保険法等における処

分を受けた事業所は、生活保護法の処分届や廃止届等の届出が必要です。 

＜指定基準について＞ 
1. 介護保険法の規定によるして又は許可を受けているものであって、介護扶助のための介護について理解を有してい

るものであること。 

2. 「指定介護機関介護担当規定」及び「生活保護法第 54 条の 2 第 5 項において準用する同法第 52 条の２の規定に

よる介護の方針及び介護の報酬を定める件」に従って、適切に介護サービスを提供できると認められるものである

こと。 

3. 生活保護法第 54 条の 2 第 5 項において準用する同法第 49 条の 2 第 2 項の第 1 号を除く各号のいずれかに該当

するときは、都道府県知事は指定介護機関の指定をしないことができる。 

4. 特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入

居者生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護については、入居に係る利用料が住宅扶助により入居できる

額であること。 

※ 詳細は「指定介護機関の手引き」をご参照ください。 

<生活保護のみなし指定を不要とする場合> 

介護保険法の規定による指定または開設許可をうけた介護機関が生活保護の指定を不要とする場

合、申出書により「別段の申出」（辞退届）の届出を行う必要があります。 

地域密着型介護老人福祉施設及び介護老人福祉施設については、他のサービスとは異なり「別段

の申出」は行えません。ただし、併設して行うサービスについては可能です。 

なお、「別段の申出」をした介護機関が、改めて生活保護法の指定を希望するときは、生活保護法

による新規の指定申請が必要です。 
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＜変更届について＞ 
令和 8 年 4 月 1 日より、介護保険法による変更又は廃止、休止、再開の届出があった場合、生活

保護法上の届出があったものとみなされるようになったため、生活保護法による変更又は廃止、休

止、再開の届出は不要となります。 

（参考）【介護機関の提出書類】 

申 請 ・ 届 出 を 要 す る 事 項 提 出 書 類 

H26.6.30 以前に介護保険の指定を受けていた事業所（介護老人福祉

施設及び地域密着型介護老人福祉を除く）が新たに生活保護法の指定

を受ける場合 

（特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護については、

生活保護費等の額の範囲内で入居・日常生活が可能な場合に限りま

す） 

・指定申請書  

・誓約書  

・「介護事業者指定通知書」の写し 

※医療機関の場合は不要 

みなし指定を不要とする場合など指定介護機関が生活保護法の指定

を辞退しようとする場合（辞退しようとする日の３０日以上前に届出

が必要） 

・辞退届 

生活保護法施行規則第 14 条第 4 項に規定する処分を受けた場合、

10 日以内に提出が必要です。 
・処分届 

指定介護機関が生活保護法及び中国残留邦人等支援法による介護機

関としての指定を辞退する場合 
・指定辞退届 

※医療機関が健康保険法の指定により介護保険法のみなし指定となった場合、介護保険法指定通知書等介護保険法における

確認資料の添付は不要です。 

医療機関のみなし指定 

保険医療機関 

（病院・診療所） 

居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、短

期入所療養介護（療養病床を有する病院・診療所に限る） 

保険薬局 居宅療養管理指導 
※ 「（介護予防）特定施設入居者生活介護」、「（介護予防）認知症対応型共同生活介護」、「地域密着型特定施設入居者生活介

護」の指定申請には入居に係る費用について事前確認が必要です。提出書類は「契約書」または「重要事項説明書」等の

費用が確認できるもの。（指定基準４参照） 

※ 申請様式に関しましては東大阪市ホームページ＞事業者の方へ＞福祉・介護保険＞生活保護法＞生活保護法等による介護

機関の指定にございますのでご参照ください。 
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第３ 介護扶助とは 
生活保護における８つの扶助の１つであり、介護保険創設（平成１２年度）とともに新たな扶助

として創設されたもので、生活保護受給者（以下、「受給者」という。）がサービスを利用した場合

に現物給付されます。介護扶助の給付を受けるには、要介護認定等の申請を行い、要介護状態、要

支援状態又は基本チェックリストに該当する状態であると認定されることが必要です。介護扶助の

居宅介護の範囲は、居宅介護支援計画に基づいて行うものに限られています（介護予防及び介護予

防・日常生活支援も同様）。介護扶助運営要領 4-1 

 介護扶助の申請方法 
介護扶助を受けるには、福祉事務所の長に対して保護の申請をする必要があります。 

申請書類 

  保護（変更）申請書 

  介護保険被保険者証の写し 

  居宅介護支援計画等の写し 

※ 「居宅介護支援計画等」とは生活保護法の指定を受けた居宅介護支援事業者等が作成した居宅サービス計画、介護予

防サービス計画、介護予防ケアマネジメントに基づくプラン又は介護予防ケアマネジメントの内容がわかるもの（居

宅（施設）サービス計画等：第１～３表、サービス利用票、利用票別表など）です。 

 
毎月、居宅サービス計画等（サービス利用票・利用票別表）写しの提出 
※ 介護予防給付や介護予防・日常生活支援総合事業については、事業所の事務負担軽減のため、サービス種類の

変更や事業所の変更などがあった場合に居宅サービス計画等を提出 

※ 計画に変更があれば居宅サービス計画第１～３表の提出（軽微な変更を除く） 

 
 

居宅サービス事業所等へ介護券を発行（みなし２号は居宅介護支援事業所にも発行） 

〈介護扶助における留意事項〉 
○ 受給者のケアプラン作成にあたっては、区分支給限度額を超えるものは認められません。 

○ 適用は原則、保護申請書又は保護変更申請書の提出日以降で必要と認められた日です。 
○ （介護予防）特定施設入居者生活介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者

生活介護は入居費用が住宅扶助の基準額内である場合に限り入居が認められます。 

〈介護券の発行と確認事項〉 

○ 有効な介護券であることの確認：所要事項が記載され福祉事務所長印を押されたものをもって有効とします。 

○ 本人支払額の徴収：記載がある場合は、その額を受給者から徴収してください。 

○ 介護券の保管および処分：支払請求月から最低６か月間保存、その後はプライバシー保護に留意の上、処分

してください。 

 介護扶助の種類 
種類 内容 

居宅介護 

介護予防 

介護予防・日常生活支援 

居宅のサービスは、居宅サービス計画等に基づき支給を決定し現物給付します。 

※ 被保護者以外の者にあっては、障害者施策等の給付を受けることができない場合 

福祉用具 

介護予防福祉用具 

受給者の申請により、福祉用具購入の対象であるかを確認し、原則として現金給付しま

す。 

※ 被保険者以外の者にあっては、障害者総合支援法の日常生活用具等の給付を受けるこ

とができない場合 

住宅改修 

介護予防住宅改修 

受給者の申請により、住宅改修の対象であるかを確認し、原則として現金給付します。 

※ 被保護者以外の者にあっては、障害者施策等の給付を受けることができない場合 

施設介護 施設のサービスは、施設サービス計画等に基づき支給を決定し現物給付します。 

移送 
居宅サービス利用時の交通費や介護施設への入所・退所に伴う移送の交通費等（なるべく

現物給付）について、最小限の実費を支給します。 

 

居宅介護支援事業所が本人の同意を得て
居宅サービス計画等の写し等の提出をす
ることもできます。 
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 介護保険給付との関係 
1 号被保険者及、2 号被保険者及び被保険者以外の者（以下、「みなし２号」という。）の受給者

の介護扶助負担割合は下記の通りです。他の公費負担制度（次項参照）が利用できる場合には、介

護扶助は給付されません（法第 4 条保護の補足性の原理）。 

被保険者等区分 負担割合 

【第１号被保険者】 

市町村の区域内に住所を有する６５歳以上の者 

(生活保護受給者も被保険者となる) 

介護保険９０％ 
介護扶助 

１０％※３ 

【第２号被保険者】 

市町村の区域内に住所を有する４０歳以上６５歳未満の医療保険加入

者※1 で加齢に伴う特定疾病※2 により要介護(要支援)状態の者 

(職域保険の扶養となり受給者も被保険者となることがある) 

介護保険９０％ 
介護扶助 

１０％※３ 

【被保険者以外の者（みなし２号）】 

市町村の区域内に住所を有する４０歳以上６５歳未 

満の医療保険未加入者※１で加齢に伴う特定疾病※２により要介護(要支

援)状態の者 

介護扶助１００％※３ 

※１. 国民健康保険に加入していた場合は、生活保護受給者になることにより、国民健康保険の被保険者から除かれる

（国民健康保険法第６条）ため介護保険の被保険者とはならない。 

国民健康保険法（適用除外） 

第六条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、市町村が行う国民健康保険の被保険者

としない。 

九 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）による保護を受けている世帯（その保護を停止されている世

帯を除く。）に属する者 
 

※２. 加齢に伴う特定疾病１６種類【介護保険法施行令第２条】 

①末期がん（医師が判断したものに限る）、②関節リウマチ、③筋萎縮性側索硬化症④後縦靭帯骨化症、⑤骨折を伴

う骨粗鬆症、⑥初老期における認知症、⑦進行性核上性麻痺・大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病、⑧脊髄小

脳変性症、⑨脊柱管狭窄症、⑩早老症、⑪多系統萎縮症、⑫糖尿病性神経障害・糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症、

⑬脳血管疾患、⑭閉塞性動脈硬化症、⑮慢性閉塞性肺疾患、⑯両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関

節症 

※３. 他の公費負担制度（次頁参照）の受給資格があり給付対象となる介護サービスを利用している場合は、他の公費

が介護扶助に優先されます。他の公費が適用される場合は、介護券が発行されません。 

 介護扶助の方法（法 34 条の２） 
介護扶助の給付は、原則として「現物給付」で行われます。居宅介護、介護予防及び施設介

護の現物給付は、指定介護機関にサービスの提供を委託して行うことを原則とします。介護

扶助の現物給付は国保連合会を通じて福祉事務所が指定介護機関に介護扶助費を支払うこと

で行われます。 

〈参考：介護扶助の程度〉 
介護扶助の程度は、生活保護法第 8 条に「被保護者の需要を基とし、不足分を補う程度において行うもので、

必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、且つ、これをこえないもので

なければならない」とされています。 

生活保護法第 54 条の 2 第５項において準用する同法第 52 条の規定による介護の方針及び介護の報酬

に基づきその者の介護サービスに必要な最小限度の額 
厚生労働大臣の定める基準 昭和 38 年厚告１５８「生活保護法による保護の基準」 

 介護扶助と他法他施策との関係 
生活保護制度以外の他法他施策の活用が見込める受給者は、必ず他の制度を優先して活用してく

ださい。他法の活用は本人の選択制ではありません。受給者は利用できる制度を活用する義務があ

ります（法第 4条：保護の補足性の原理）。他法他施策を活用した上で、なお介護サービスの利用が必要

不可欠と判断された場合に介護扶助は適用されます。 

-37-



- 9 - 
 

【生活保護法】（保護の補足性） 

第 4 条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるもの※１を、その最低限度の生活の維

持のために活用することを要件として行われる。 

２ 民法（明治 29 年法律第 89 号）に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助※２は、すべてこの法律による

保護に優先して行われるものとする。 

※1. その他あらゆるものの例：健保、厚年、船保、国保、雇保、労災、国年 等 

※2. 他の法律に定める扶助の例：児福、身障、災救、精保、予防、感染症 等 

介護扶助に優先される主な介護保険優先公費等 
※医療系サービスの請求は各法に基づく指定事業所であることが必要です。 

公費負担医療等 負担割合 対象サービス 資格証明等 

障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための

法律（精神通院医療） 

100 

訪問看護、介護予防訪問看護 受給者証 

原子爆弾被爆者に対する援護

に関する法律（一般疾病医療

費の給付） 

100 

介護老人保健施設サービス及び介護医療院サービス含め

医療系サービス（介護予防サービスを含む）の全て 

※食費及び居住費を除く 

被爆者健康手

帳 

難病の患者に対する医療等に

関する法律（難病医療費助成） 

100 

訪問看護、介護予防訪問看護、医療機関及び介護医療院の

訪問リハビリテーション、医療機関及び介護医療院の介護

予防訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、介護予

防居宅療養管理指導、介護医療院サービス 

※食費及び居住費を除く 

受給者証 

被爆体験者精神影響等調査研

究事業 

100 

訪問看護、介護予防訪問看護、訪問リハビリテーション、

介護予防訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、介

護予防居宅療養管理指導、通所リハビリテーション、介護

予防通所リハビリテーション、短期入所療養介護、介護予

防短期入所療養介護、介護保健施設サービス及び介護医療

院サービスの医療系サービスの全て。 

※食費及び居住費を除く 

被爆体験者精

神医療受給者

証 

原爆被爆者の訪問介護利用

者負担に対する助成事業 
100 

訪問介護及び訪問型サービス（独自） 

（前年度の収入により決定、申請先は保健センター） 

資格認定証 

（要申請） 

原爆被爆者の介護保険等利

用者負担に対する助成事業 

100 

介護福祉施設サービス、地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護、通所介護、短期入所生活介護、介護予防短

期入所生活介護、認知症対応型通所介護、介護予防認知

症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、介護予防

小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、地域密着型通所介護、看護小規模多機能型居宅

介護、認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応

型共同生活介護及び通所型サービス（独自） 

被爆者健康手

帳 

 本人支払額の請求について 
福祉事務所では、介護扶助を決定する際に介護扶助が対象となる費用について、受給者が負担で

きる収入があると認定した場合には、その負担できる額を本人支払額として介護券に記入します。

事業者は、交付された介護券に本人支払額が記入されている場合は、その額を正確に当該受給者に

請求してください。本人支払額や公費負担額が介護券と一致しない場合には、過誤請求の手続きを

お願いすることになります、必ず介護券を確認の上で正しくご請求ください。 
本人支払額は、介護給付費明細書の公費分本人負担額の欄に記載します。公費分本人負担額があ

る場合は、その額を差し引いた額が公費請求額となります。被保険者の本人支払額は利用者負担段

階第一段階が適用されるため上限が 15000 円（＋滞在費及び食費の利用者負担額）です。 
受給者の支払い上限額 介護サービス支払上限額 食費及び居住費の上限額 

1 号被保険者、2 号被保険者 15000 円※ 利用者負担額 

被保険者以外の者(みなし２号) 介護費用の全額 費用の全額 

介護保険法施行令 第二十二条の二の二 

４ 要介護被保険者が被保護者である場合において、当該要介護被保険者が同一の月において受けた居宅サービス

等に係る介護サービス費合計額に九十分の十を乗じて得た額が一万五千円を超えるときは、当該得た額から一万

五千円を控除して得た額を高額介護サービス費として当該要介護被保険者に支給する。 
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第４ その他の事項 

 短期入所サービスや施設サービス利用時の負担軽減手続きについて 
受給者が短期入所サービスや施設サービスを利用する場合には、申請により第一段階の利用者

負担段階が適用されます。利用時は、負担限度額認定の申請（みなし 2 号を除く。）を必ず行って

ください。受給者本人が手続きを行うことが困難な場合には、申請のご協力をお願いします。 

みなし２号については被保険者ではないため特定入所者介護サービス費（補足給付）の対象に

はなりませんが、補足給付相当額を福祉事務所が給付します。施設入所は、食費及び多床室の場合

のみ国保連への請求が可能です。（次項参照） 

また、ユニット型居室に入居するなどして、社会福祉法人等による利用者負担の減額（居住費及

び滞在費のみ）手続きが必要な受給者についても申請のご協力をお願いします。 

＜受給者が利用できる利用者負担軽減制度等＞ 
 食費 滞在費・居住費 

介護保険負担限度額認定 

（特定入所者介護サービス費） 

1 号・2 号 〇 〇 

みなし２号 × × 

社会福祉法人等による生計困難者等に

対する利用者負担軽減制度事業 

1 号・2 号 × 〇 

みなし２号 × 〇 

＜受給者の個室利用について＞ 
短期入所は、受給者本人が費用を賄える場合には個室利用が可能ですが、個室滞在費の本人負

担が高額となる場合もあるので利用時の費用についてしっかり説明を行ってください。福祉事務

所による短期入所の個室滞在費（本人負担分）費用補助はありません。 
施設入所は、個室の居住費が発生する場合には利用はできません。減免等により個室費用負担

が発生しない場合のみ利用が可能です。 
居室の種類 施設入所 短期入所 備考 

多床室 ○ ○ 原則の利用 

従来型個室 ▲ ○ 短期入所は受給者本人が滞在費を支払え

る場合は利用可能です。福祉事務所からの

費用補助はありません。 

受給者に入居費用の説明を丁寧に行って

ください。 

ユニット型個室 ▲ ○ 

ユニット型個室的多床室 ▲ ○ 

特別な居室（厚告 123 号） × × 
利用者が選定する特別な居室の提供は行

わない（厚告 214 号一～七） 

○利用可、▲例外的対応または減免等により費用が発生しない場合は利用可、×利用不可 

 

Q.介護扶助を受けているものが、介護保険施設の個室等を利用できるか？ 

A.介護保険施設の居室は、多床室が主であること、並びに個室等の利用については居住費が必要となるため、被保護

者の個室等の利用については「利用を認める場合」に該当する場合に限定すること。 

【利用を認める場合】 

  介護保険法による経過措置により、居住費についての取扱いが多床室と同様の取扱いとされる場合 

  自治体の単独事業により居住費の利用者負担が免除される場合 

  施設側が利用者の収入状況に鑑み、利用者から居住費の徴収を行わない場合 

 

なお、既に利用している場合は、原則として転居等の指導を行うこととするが、転居等が行われるまでの間は、入居

を認めて差し支えない。この場合、福祉事務所払いの介護扶助費として給付することとなる。 

（参考）生活保護制度における介護保険施設の個室等の利用にかかる取扱いについて（平成 17 年９月 30 日、社援保

発 0930002 号） 

介護保険制度改正に伴う生活保護制度の取扱いについて（平成 17 年９月 14 日事務連絡） 
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（参考）施設利用時の食費及び（居住費）滞在費について（R8.8～） 

≪介護保険の被保険者≫ 

項目 区 分 
施設入所 短期入所 

介護扶助 請求方法 本人負担 介護扶助 請求方法 本人負担 

食 費 300 円 
国保連 

0 円 
給付なし 
（介護保

険の補足

給付） 

 

国保連 

300 円 

居

住

費 

多 床 室 0 円 0 円 0 円 

従来型個室（特養） 原則利用不可（減免等により費用

負担がない場合を除く） 

 
例外対応のみ福祉事務所払い 

380 円 

〃（老健・療養型） 550 円 

ユ型個室的多床室 550 円 

ユ 型 個 室 880 円 

※ 受給者に係る食費及び居住費（滞在費）については介護保険の「食費の基準費用額」及び「居住費（滞在費）の基準

費用額」の値の範囲内であることが義務付けられています。食費について 300 円/日を超える額で国保連に請求し

た場合は返戻されます。 

八 介護保険法第 51 条の３第 1 項に規定する特定入所者に対しては、同条第 2 項第 1 条に規定する食費の基準費

用額又は同条第 2 号に規定する居住費の基準費用額を超える費用を要する食事又は居室の提供は行わない。 

九 介護保険法第 51 条の３第 5 項に基づき特定入居者介護サービス費の支給があったとみなされた場合にあって

は、同条第 2 項第一号に規定する食費の負担限度額又は同条第二号に規定する居住費の負担限度額を超える額の支払

いを受けてはならない。（以下略） 

法第 54 条の 2 第 4 項において準用する同法第 52 条第 2 項の規定による介護の方針及び介護の報酬（厚生省告示第 214 号 平成 12 年 4 月 19 日） 
※ 例外対応は、個室入居者が受給者となり転所が行われるまでの期間に個室の費用が発生する場合などが該当します。 

≪介護保険の被保険者以外のもの（みなし２号）≫ 

項目 区 分 
施設入所 短期入所 

介護扶助 請求方法 本人負担 介護扶助 請求方法 本人負担 

食 費 1545 円 

国保連 

0 円 1245 円 

福祉 

事務所 

払い 

300 円 

居

住

費 

多 床 室 （ 特 養 ） 915 円 0 円 915 円 0 円 

〃（老健・療養型） 437 円 0 円 437 円 0 円 

従来型個室（特養） 原則利用不可（減免等により費用

負担がない場合を除く） 

 
例外対応のみ福祉事務所支払い 

851 円 380 円 

〃（老健・療養型） 1178 円 550 円 

ユ型個室的多床室 1178 円 550 円 

ユ 型 個 室 1186 円 880 円 

※ みなし２号受給者の短期入所時の食費及び居住費は、介護保険（補足給付）の対象とはならないため、福

祉事務所で補足給付相当額を介護扶助として給付します（要申請）。 

※ 例外対応は、個室入居者が受給者となり転所が行われるまでの期間に個室の費用が発生する場合などが該

当します。 

 小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護について 
小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護の宿泊サービス費用(食費及び宿泊

費)は全額自費のため本人支払額が高額になります。利用にかかる費用は、受給者及びその家族に

十分説明を行ってください。宿泊サービス時の費用について時々相談がありますが、宿泊サービ

スの居室は住居とはみなされませんので、福祉事務所による宿泊費用の扶助は行いません。 

月途中に入院した場合は、極めて短期間の入院を除き、生活保護法における保護の基準「その

者の介護サービスに必要な最小限度の額」や介護扶助の程度「被保護者の需要を基とし、不足分

を補う程度において行うもので、必要な事情を考慮して最低限度の生活の需要を満たすに十分な

ものであって、且つ、これを超えないものでなければならない」という観点から、必要かつ最小

限の額となるよう一旦契約を終了する等して日割り計算での請求をお願いいたします。 
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第５ 生活保護行政適正化について 
本市では、継続的に取り組む必要のある市独自施策の基本的な方針として「生活保護行政適正化

方針」を策定し、真に介護を必要とする受給者に対して、適切なサービス提供がなされる状況を確保

するべく、介護扶助の適正化対策を講じております。 

その一環といたしまして、各福祉事務所に専門知識を有した適正化推進員を配置し、請求内容の

検証や請求誤りの点検などを行っております。 

＜適正化に伴う点検について＞ 
点検では、「介護扶助の適正化について」（H23.3.31 社援保発 0331 第 14 号）の通知に基づ

き、受給者の状態に応じた適切なケアプランが作成されているか、被保険者以外の者（みなし２号）

の者について、「生活保護法 4 条の２」の補足性の原理により、他法（障害者総合支援法や難病法な

ど）が活用できないか、また、受給資格や入院中の請求など請求内容に誤りがないか等の確認を行

っています。事業者の皆さまにも請求内容などについて確認させていただくことがあると思います

のでご協力お願いいたします。 
〈参考：介護扶助の適正化について〉H23.3.31 社援保発 0331 第 14 号 

1. 居宅サービス計画（ケアプラン）の確認 

各福祉事務所において、実際に居宅サービス計画の作成経験のある介護支援専門員資格所有者を雇用する等を通

じて、利用者の意向を十分把握した上でサービス提供の検討が行われているかどうか等の確認を行い、不正又は

不適切なサービス提供がなされていないか確認すること。 

2. 介護券交付処理簿と介護給付費公費受給者別一覧表との照合 

3. 医療扶助給付情報との照合 

 介護扶助の受給資格確認について 
介護扶助における受給資格の確認については以下のとおりとなっています。保護廃止後や保護決

定前または他市の受給者など介護扶助の受給資格がないと思われる請求があった場合などは、福祉

事務所より各事業所に連絡をさせていただきます。資格に関する誤りがある場合は保険者に過誤を

してください。 

 １号・２号被保険者 みなし２号 

資格点検 福祉事務所 国保連合会（資格エラー） 

資格確認方法 介護給付費公費受給者一覧 被保護者異動連絡票 

確認月 請求月の翌々月 請求月 

※ 最近、廃止後の請求など受給資格の誤りが特に増えてきています。請求時は、介護券から公費負担者番

号及び公費受給者番号を正確に転記してください。介護券なしでの請求はできません。 

 介護扶助の請求にあたりご注意いただきたい事項（R7.4 以降） 
居住地特例の実施にあたり、他市が保護の実施責任となる受給者が今後増加すると思われま

す。請求時に他市が保険者となっている生活保護受給者は、介護券を確認して公費負担者番号

を正確に記載して正しい公費の請求を行ってください。 
《確認いただきたい点》 

 
 
 
 
 
 
 
 

1 2 2 7 4 4 × × × × 年 × ×

1 2 3 4 5 6 7 2 7 2 2 7 8

公費負担者番号

公費受給者番号

令和 月分

保険者番号

東大阪市の保険者 東大阪市の福祉事務所 

  令和 7 年 4 月 1 日以降に居住地（住所地）特例対象施設に入居 
  保険者が東大阪市以外（保険者番号が２７２２７８以外） 
上記条件に当てはまる場合は、生活保護の実施機関が東大阪市の福祉事務所ではない場合があり

ます。介護券をよく確認して公費負担者番号と公費受給者番号を正確に入力してください。 
誤った番号で請求されますと返戻又は過誤請求の対象となります。 
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 適正化業務における主な指摘事項について 
適正化に関して指摘させていただいた場合には、指摘内容について適切に対処していただきます

ようお願いいたします。主な指摘内容については次の表を参照してください。 
内容 対処 根拠 

古い受給者番号が使用されてい

る又は適当な受給者番号を記載

して請求している。 

福祉事務所より送付された介護券を確

認のうえ請求をしてください。 

介護扶助運営要領５－２－（７）－オ 

（ウ）介護券から介護給付費明細書への

正確な転記 

福祉事務所が変更となった場合には公費

負担者番号も変更になります。 
すでに廃止された受給者につい

ての請求がある又は保護開始前

の請求がある。 

保険者へ過誤申立をおこなってくださ

い。 

 

保護歴のない利用者の請求があ

る。 

保険者へ過誤申立をおこなってくださ

い。送付された介護券の公費負担者番号

を正確に転記し請求を行ってください。 

みなし２号の受給者が月途中で

１号被保険者となっているが、

全額介護扶助での請求がある 

保険者へ過誤申し立てをおこない、それ

ぞれ日割り計算での請求を行ってくだ

さい。 

月額包括報酬の日割り請求にかかる適用

（平成 30 年 3 月 30 日老健局介護保険

計画課・老人保健課事務連絡） 

資格取得日から 1 号被保険者の資格が

優先されます。医療扶助で訪問リハビリ

テーション及び訪問看護を受けている

場合も介護保険による請求が優先され

ます。切替手続きを行ってください。 

法 4 条（補足性の原理） 

 

障害福祉サービスのように移行期間はあ

りません。資格取得日から他法優先です。 

みなし２号の受給者への他法他

施策の適用ができていない 

介護扶助に優先して給付される他法他

施策を活用してください。 

介護扶助運営要領５－２－（２） 

他法他施策との関係 

みなし 2 号の受給者で障害福祉

サービスと介護サービスを併用

している場合の取扱いは 

介護保険の区分支給限度基準額から障

害福祉サービスの利用単位数を引いた

単位が介護扶助の上限になります。 

障害福祉サービス＋介護保険（介護扶

助）ではないのでご注意ください。 

介護扶助と障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づ

く自立支援給付との適用関係等について

（H19.3.29 社援保 0329004 号 厚生

労働省社会・援護局保護課長通知） 

 高齢者向け住宅における生活保護実施に関する取り扱い指針について 
東大阪市では、受給者が有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等の各法に位置付けられ

た住宅及び高齢者向け無届住宅（以下、「高齢者向け住宅」という。）に入居する場合に生活保護基

準への整合性の確認とサービス内容に関して最低生活の維持・確保を確認することを目的として入

居に関する指針を定めています。受給者の入居にあたっては、費用や体制などが受給者の入居に即

していない住宅もあるため、必ず事前に福祉事務所にご相談ください。入居に関する費用が最低生

活費を上回るような高齢者向け住宅への入居はできません。（不足分を家族や親族に負担させるよ

うな扱いはできませんのでご注意ください。） 
【各法に位置付けられた住宅】 

老人福祉法 第 5 条の 2 認知症対応型老人共同生活援助事業（グループホーム） 

第 5 条の 3 養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

第 29 条 有料老人ホーム（介護型・住宅型等） 

高齢者住まい法 第 5 条 サービス付き高齢者向け住宅 

※東大阪市高齢者向け住宅における生活保護実施に関する取扱い指針は下記の場所にございます。 

ホーム＞事業者の方へ＞福祉・介護保険＞生活保護法＞高齢者向け住宅における生活保護実施に関する取扱いについて 

（一部、大阪府版高齢者住まいにおける外付けサービス利用の適正化に向けた保険者用点検チェックシートより） 

 過誤申立の提出先について 
介護扶助の請求に過誤申立が必要な場合の提出先は下記の通りです。 

保険等種別 過誤依頼の提出先 

第１号被保険者 

第２号被保険者 

東大阪市 給付管理課 

他の市町村 介護保険の担当課（各市にお問い合わせください。） 

みなし 2 号（H 番号から始まるもの） 各福祉事務所 
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第６ 個別指導の実施 
東大阪市では、受給者の処遇が効果的に行われるよう福祉事務所と指定介護機関相互の協力体

制を確保することを主眼として、指定介護機関個別指導を行っています。 

受給者の介護サービスの給付に関する事務及び給付状況（介護扶助に対する理解・報酬請求・

特別な居室、療養室等の提供が行われていないか・介護施設入所者基本生活費【生活保護費】の

取扱など）等について介護記録その他の帳簿書類等を閲覧し、懇談形式で実施しますので、ご協

力をお願いします。 

当該文書等による一般指導内容は事業所（施設）において内容を周知していただきますようよ

ろしくお願いいたします。 

〈参考：指定介護機関に対する指導及び検査〉 

 指導 検査（監査） 

目的 

被保護者の処遇向上と自立助長に資するため、

法による介護の給付が適正に行われるよう制度

の趣旨、介護扶助に関する事務取扱等の周知徹

底を図る。 

被保護者に係る介護サービスの内容及

び介護の報酬の適否を調査して介護の

方針を徹底させ、介護扶助の適正な実施

を図る。 

対象 

すべての指定介護機関 個別指導の結果、検査を行う必要がある

と認められる介護機関及び個別指導を

拒否する指定介護機関 

内容

及び

方法 

一
般 

法並びにこれに基づく命令、告示及び通

知に定める事項について周知徹底を図る

ため、講習会、懇談、広報、文書等の方法

により行う。 

被保護者に係る介護サービスの内容及

び介護の報酬の請求の適否について、介

護給付費公費受給者一覧表等と介護記

録その他の帳簿書類の照合、設備等の調

査により実地に行う。 

必要に応じ要介護者等についての調査

を合わせて行うこととする。 

 
個
別 

被保護者の介護サービス給付に関する事

務及び給付状況等について介護記録その

他の帳簿類等を閲覧し、懇談指導を行う。 

特に必要があると認められるときは、被

保護者についてその介護サービスの受給

状況等を調査することができる。 

根拠

法 

生活保護法第 54 条の２第 4 項 

（生活保護法第 54 条第 1 項準用） 

生活保護法第 54 条の２第 5 項 

（生活保護法第 54 条第２項準用） 

<参考：検査後の措置> 

行政上の措置 請求の不正又は不当の程度に応じて指定取消、指定の全部又は一部の効力停止、戒

告、注意となります。 

経済上の措置 介護報酬に過誤払いが認められる時は介護の報酬について返還措置となります。 

行政上の措置の公

表等 

検査の結果、指定取消を行った時は、その旨を告示します。 

 

介護サービス事業所は要介護高齢者等の身体及び生命に直接関わるサービスを提供しており、法令遵守が求められるこ

とから、悪質な事業者や介護支援専門員等を排除するため、一定の事由に該当した介護支援専門員の登録拒否やサービ

ス事業者等の指定取消が可能になっています。 

この事由の一つに「介護保険法その他国民の保険医療・福祉に関する所定の法律（介護保険施行令第 35 条の２及び第

35 条の５）に違反した場合」があります。この中に生活保護法も含まれており、生活保護法による指定を取り消され

た場合、この規定により介護保険の指定も取り消される場合があります。 

  介護保険法 第 69 条の２第 1 項第三号（介護支援専門員の）登録の拒否 

  介護保険法 第 77 条第 1 項第十号等（居宅サービス事業者の）指定の取消し 

  介護保険法 第 115 条の 9 第 1 項第十号（介護予防サービス事業者の）指定の取消し 

 

 
 

（お問い合わせ先） 

東大阪市生活支援部 

生活福祉室生活福祉課 

TEL：06-4309-3226 
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生活保護制度の概要と 介護扶助の留意点及び介護扶助適正化について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東大阪市生活支援部生活福祉室生活福祉課 

令和８ 年６ 月 
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第１  生活保護制度について 

 日本国憲法第２ ５ 条に「 すべての国民は、 健康で文化的な最低限度の生活を 営む権利を 有す

る 。 国は、 全ての生活部面について、 社会福祉、 社会保障及び公衆衛生の向上及び推進に努め

なければなら ない」 と 規定さ れていま す。  

生活保護法（ 以下「 法」 と いう 。） は、 こ の憲法の理念に基づいて、 国が生活に困窮する すべ

ての国民に対し 、困窮の程度に応じ て必要な保護を 行い、最低限度の生活を 保障する と と も に、

その自立を 助長する こ と を 目的と する も のです。 こ のよ う な目的を 達成する ため、 生活保護法

は、 次のよ う な基本原理・ 原則によ っ てさ さ えら れていま す。  

基 本 原 理 ･ 原 則 説         明 

基

本

原

理 

国家責任の原理 

（ 法第１ 条）  

日本国憲法第２ ５ 条の理念によ り 、 国が生活に困窮する すべての国民

に対し 、必要な保護を 行い、その最低限度の生活を 保障する と と も に、

その自立を 助長し ま す。  

無 差 別 平 等 の 原 理 

（ 法第２ 条）  

生活に困窮する すべての国民は、 法の定める 要件を 満たす限り 、 法に

よ る 保護を 無差別平等に受ける こ と ができ ま す。  

最低生活保障の原理 

（ 法第３ 条）  

法によ り 保障さ れる 最低限度の生活は、 健康で文化的な生活水準を 維

持する こ と ができ る も のでなければなり ま せん。  

補足性の原理 

（ 法第４ 条）  

法によ る 保護は、 生活に困窮する 者が、 その利用し 得る 資産、 能力そ

の他あ ら ゆる も のを 、 その最低限度の生活の維持のために活用する こ

と を 要件と し て行われま す。  

基 
 

 
本 

 
 

原 
 

 

則 

申請保護の原則 

（ 法第７ 条）  

法によ る 保護は、 要保護者、 その扶養義務者、 ま たは、 その他の同居

の親族の申請に基づいて、 申請日以降開始さ れま す。 ただし 、 要保護

者が急迫し た状況にあ る と き は、 保護の申請がなく ても 必要な保護を

行う こ と ができ ま す。  

基準及び程度の原則 

（ 法第８ 条）  

法によ る 保護の基準は厚生労働大臣が定めま す。 その基準は、 要保護

者の年齢、 世帯構成、 所在地域など の基準に応じ て、 必要な事情を 考

慮し て定めら れていま す。  

必要即応の原則 

（ 法第９ 条）  

法によ る 保護の決定及び実施については、 要保護者の年齢、 健康状態

等その個人ま たは世帯の実際の必要性を 考慮し た上で、 有効かつ適切

に行われま す。  

世帯単位の原則 

（ 法第 1 0 条）  

法によ る 保護の要否及び程度は、 世帯を 単位と し て定めま す。  

ただし 、 こ れによ り がたいと き は、 個人を 単位と し て定めら れる 場合

があ り ま す。  

※ 特に介護事業者等においては「 補足性の原理」 にご 留意く ださ い。他の法律や施策等の他に使える 制度（ 以

下、「 他法他施策」 と いう 。） があ る 場合は、 生活保護制度ではなく 他法他施策が優先さ れま す。  

【 生活保護法】  

第 4 条 保護は、 生活に困窮する 者が、 その利用し 得る 資産、 能力その他あ ら ゆる も のを 、 その最低限度の生活の維持のために活用する こ と

を 要件と し て行われる 。  

２  民法（ 明治二十九年法律第八十九号） に定める 扶養義務者の扶養及び他の法律に定める 扶助は、 すべてこ の法律によ る 保護に優先し て行

われる も のと する 。  

【 生活保護法によ る 保護の実施要領について】（ 昭和 3 6 年 4 月 1 日厚生省発社第 1 2 3 号 次官通知）  

他の法律又は制度によ る 保障、 援助等を 受ける こ と ができ る 者又は受ける こ と ができ る と 推定さ れる 者については、 極力その利用に努めさ せ

る こ と 。  

他法他施策の具体例 

  社会保険・ 年金： 健康保険、 雇用保険（ 失業保険）、 老齢年金、 障害年金など  

  他の福祉手当： 児童扶養手当、 特別障害者手当など  

  その他の公的支援： 労災保険、 自立支援医療な ど  
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 生活保護の方法と 種類  

生活保護は、 その内容によ っ て、 ８ 種類の扶助に分けら れていま す。 それぞれ最低限度を

充足する に必要と さ れる 限度において具体的な支給範囲が定めら れていま す。（ 法第１ １ 条） 

種類 内容 給付 

生活扶助 衣食その他の日常生活品を 購入する 生活費、 光熱水費 

金銭給付 教育扶助 義務教育に必要な費用（ 学費、 学用品、 給食費、 通学用品）  

住宅扶助 家賃や住宅を 維持する のに必要な費用 

医療扶助 健康保険に準じ て治療に必要な費用 
現物給付 

介護扶助 介護サービ ス に必要な費用 

出産扶助 分娩に必要な費用 

金銭給付 生業扶助 就労に必要な費用、 高校就学費用 

葬祭扶助 葬祭に必要な費用 

それぞれの扶助は、 要保護者の必要に応じ て２ 種類以上同時に給付さ れる 場合と 医療扶

助のみ単独で給付さ れる 場合があ り ま す。  

①単 給 
医療費等の支出が増加し た結果と し て、収入額が最低生活費を 下回っ た場合

など に、 最低生活費から 不足分が医療扶助と し て単給さ れる 場合等 

②併 給 生活扶助と 住宅扶助など 複数の扶助を 受ける よ う な場合です。  

 

 

＜収入と 医療扶助・ 介護扶助の関係例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 保護の実施機関 

都道府県知事、 市長及び福祉事務所を 管理する 町村の長は、 保護の実施機関と し て、 その

所管区域内に居住地又は現在地を 有する 要保護者に対し て保護を 決定し 、 実施する 義務を 負

っ ていま す。（ 法第１ ９ 条）  

東大阪市では、 こ れら の保護の決定、 実施に関する 事務は福祉事務所が行っ ていま す。 市に

は 3 か所の福祉事務所があ り 、 所管区域が決ま っ ていま す。（ 所管区域の詳細は東大阪市ホー

ム ページにあ る 「 生活保護に関する 相談窓口」 を ご 参照く ださ い）  

名 称 所 在 地 郵便番号 電 話 番 号 

東大阪市東福祉事務所 東大阪市旭町１ －１  5 7 9 -8 0 4 8  0 7 2 -9 8 8 -6 6 1 6  

東大阪市中福祉事務所 東大阪市岩田町４ －３ －２ ２ －３ ０ ０  5 7 8 -0 9 4 1  
0 7 2 -9 6 0 -9 2 7 1 ～2 ( 保護)  

0 7 2 -9 6 0 -9 2 7 3 ( 医療)  

東大阪市西福祉事務所 東大阪市高井田元町２ －８ －２ ７  5 7 7 -0 0 5 4  
0 6 -6 7 8 4 -7 6 9 6 ( 保護)  

0 6 -6 7 8 4 -8 9 9 3 ( 医療)  

  

収入 生活扶助 医療扶助・ 介護扶助 

最低生活費 医療・ 介護の費用 

収入 医療扶助 

①不足分を 給付し ま す( 単給)  

②不足分を 給付し ま す(併給) 

収入が最低生活費を 上回っ ている ため医療扶助のみを 給付 
こ の場合は、 医療扶助の本人負担が発生し ま す。  
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1 2 2 7 4 4 × ×

1 2 3 4 5 6 7

公費負担者番号

公費受給者番号

 生活保護制度における 居住地（ 住所地） 特例について 

令和 7 年 4 月よ り 介護保険制度と 同様に生活保護においても 居住地（ 住所地） 特例が実施

さ れる こ と と なり ま し た。 他市町村が被保険者と なっ ている 受給者が特定施設（ 介護保険施

設（ 地域密着型は除く ）、 有料老人ホーム 、 サービ ス 付き 高齢者向け住宅） に入居し た場合は

東大阪市ではなく 、 入居前の市町村の福祉事務所が生活保護の担当になり ま す。 介護扶助な

ど 保護に関する 請求は入居前の市町村（ 介護保険被保険者証と 同じ ） に行っ てく ださ い。（ 対

象と なる 有料老人ホ ーム 等は東大阪市ホ ーム ページの「 住所地特例の対象と なる 有料老人ホ

ーム 一覧」 を 参照く ださ い）  

居住地特例 

対象施設 

介護保険施設 定員 2 9 名以下の地域密着型は除く  

有料老人ホ ーム 、 軽費老人ホ ーム  地域密着型特定施設は除く  

サービ ス 付き 高齢者向け住宅 有料老人ホ ーム に該当し ないも のを 除く  

令和 7 年 4 月以降に対象施設に入居さ れた場合は生活保護を 実施する 市町村を 介護券で確

認し てから 請求を 行っ てく ださ い。 誤っ た番号で請求さ れる と 返戻ま たは過誤請求の対象に

なり ま す。 4 月よ り 前に入居し ていた方については従前の取り 扱いになり ま す。  

 

 

 

 

第２   指定介護機関と は 

介護扶助のための介護を 担当する 介護事業者は、 国の開設し た介護事業者については厚生

労働大臣の、 その他の介護事業者については、 開設者の申請に基づき 、 事業所の所在地を 所管

する 都道府県知事の指定を 受ける こ と と さ れていま す。（ 法第５ ４ 条の２ ）  

こ の生活保護の指定を 受けた介護事業者を 「 指定介護機関」 と いいま す。 こ の指定を 受けた介

護機関を 「 指定介護機関」 と いいま す。 こ の指定によ り 、 指定介護機関は福祉事務所から の委託を

受け、 法令・ 告示等に基づき 要保護者に対し 適切なサービ ス の提供を 行いま す。 福祉事務所はその

対価と し て報酬を 支払う 契約を し たこ と と なり ま す。（ 公法上の契約）  

指定介護機関が遵守すべき 内容と し て指定介護機関介護担当規定が定めら れていま す。  

（ 詳細は「 介護機関の手引き 」 を 参照し てく ださ い。）  

指定介護機関介護担当規定（ 一部抜粋）（ 厚生省告示第 1 9 1 号 平成 1 2 年 3 月 3 1 日）  
（ 指定介護機関の義務）  

第 1 条 指定介護機関は、 生活保護法に定める と こ ろ によ る ほか、 こ の規定の定める と こ ろ によ り 、 介護を 必要と する

被保護者の介護を 担当し な ければな ら な い。（ 以下略）  

【 指定介護機関の義務と 留意事項】  

福祉事務所から 要介護者の介護の委託を 受けた指定介護機関は、 次の事項を 遵守し な ければな り ま せん。  

介護担当義務  

① 福祉事務所か ら 委託を 受け た 要介護者及び要支援者に つい て 誠実か つ適切に そ の 介護を 担当する こ と 。                      

（ 法第 5 0 条第１ 項）  

② 指定介護機関介護担当規則の規定に従う こ と 。  

③ 指定介護機関の 介護の 方針及び介護の 報酬は、 介護保険の 介護の 方針及び介護の 報酬の 例に よ る こ と 。                      

（ 法第 5 2 条第 1 項）  

  介護報酬に関する 義務  

① 被保護者について 行っ た介護に対する 報酬は、法によ る 介護の報酬に基づき 所定の請求手続き によ り 請求する

こ と 。（ 法第 5 2 条第２ 項）  

② 介護内容及び介護報酬の請求について 市長の審査を 受ける こ と 。（ 法第 5 3 条第１ 項）  

③ 市長の行う 介護報酬額の決定に従う こ と 。           （ 法第 5 3 条第２ 項）  

  指導等に従う 義務  

① 被保護者の介護について 市長の行う 指導に従う こ と 。      （ 法第 5 0 条第２ 項）  

② 介護サービ ス 内容及び介護報酬請求の適否に関する 市長の報告命令に従う こ と 。  

（ 法第 5 4 条第１ 項）  

③ 市長が当該職員に行わせる 立入検査を 受ける こ と 。       （ 法第 5 4 条第１ 項）  

東大阪市の 受給者は左の番号か ら 始ま り ま

す。 下 2 桁は東・ 中・ 西福祉事務所で異なり

ま す。 介護券を 確認し てく ださ い。  
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  届出の義務  

① 指定介護機関は、 届出事項に変更が生じ た場合、 該当する 届出を 速やかに行う こ と 。  

                        （ 法第 5 0 条の２ ）  

  標示の義務  

① 指定介護機関は、「 生活保護法指定」 の標示を その業務を 行う 場所の見やすい箇所に提示し な ければな ら な い。                    

（ 規則第 1 3 条）  

  居宅介護支援計画・ 介護予防支援計画の作成にあ たっ て 

① 介護保険の区分支給限度額の範囲内の計画を 作成する こ と 。  

② サービ ス 提供事業者は、 生活保護の指定介護機関から 選ぶこ と 。  

③ 被保護者のプラ イ バシーの保護に十分配慮する こ と 。  

④ 2 号みな し の被保護者が障害者総合支援法の介護給付を 受ける 場合は、 介護保険区分支給限度額と の調整が

必要になる 。  

⑤ 介護券の発券には、 福祉事務所へ居宅サービ ス 計画等の提出が必要であ る 。  

【 指定介護機関における 留意事項】  

( １ )  生活保護法によ る 指定を 受け る 際に同時に中国残留邦人等の円滑な 帰国の促進並びに永住帰国し た 中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する 法律（ 以降、「 中国残留邦人等支援法」） によ る 指定も 受ける こ と と な り ま

す。 中国残留邦人等支援法にかかる 介護支援給付は生活保護の介護扶助に準じ た方法で実施さ れま すが、 詳細につ

いて はサービ ス を 受ける 被保護者の支援給付を 実施し ている 福祉事務所へご 確認く ださ い。  

 指定介護機関の指定申請手続について 

介護事業者（ 居宅介護支援事業所含む。） が、 介護扶助の請求を 行う には、 事業所ご と に生活

保護法の指定が必要になり ま す。 なお、 生活保護法の改正によ り 、 平成 2 6 年 7 月 1 日以降に

介護保険法の指定又は開設許可を 受けた事業所・ 施設は生活保護法の指定介護機関の指定を 受

けたも のと みなさ れま す（ みなし 指定）。 生活保護の指定を 不要と する 場合は、 指定辞退のため

の届出を 別途行う 必要があ り ま す。 ２ のみなし 指定を 不要と する 場合を ご 参照く ださ い。  

平成 2 6 年 6 月 3 0 日以前に介護保険法の指定を 受けている が生活保護の指定を 受けていな

かっ た介護機関は、 みなし 指定の対象と はなり ま せんので、 新に介護扶助の請求を おこ なう 場

合には生活保護法によ る 指定申請が必要です。  

介護保険法の指定ま たは開設許可 生活保護法の指定 生活保護法の申請手続き  

平成 2 6 年 6 月 3 0 日以前 
あ り  － 

なし  要 

平成 2 6 年 7 月 1 日以降 
みなし 指定 不要 

辞退後の再申請 要 

指定後（ みなし 指定を 含む。） に、 生活保護法施行規則に規定のある 内容（ 次頁参照） に変更

等があ っ た場合は、 生活保護法の変更届出等の手続き が必要と なり ま す。 ま た、 介護保険法等

における 処分を 受けた事業所は、 生活保護法の処分届や廃止届等の届出が必要です。  

 生活保護のみなし 指定を 不要と する 場合 

介護保険法の規定によ る 指定ま たは開設許可を う けた介護事業者が生活保護の指定を 不要と

する 場合、 申出書によ り 「 別段の申出」（ 指定辞退届） を 行う 必要があり ま す。  

地域密着型介護老人福祉施設及び介護老人福祉設については、他のサービ ス と は異なり 別段

の申出は行えま せん。 ただし 併設し て行える サービ ス については可能です 

なお、 別段の申し 出（ 指定辞退） を し た介護事業者が、 改めて生活保護法の指定を 希望する

と き は、 生活保護法によ る 新規の指定申請が必要です。  

 変更届について 

令和 8 年 4 月 1 日よ り 、 介護保険法によ る 変更又は廃止、 休止、 再開の届出があ っ た場合、 生

活保護法上の届出があ っ たも のと みなさ れる よ う になっ たため、 生活保護法によ る 変更又は廃

止、 休止、 再開の届出は不要と なり ま す。  
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（ 参考）【 介護機関の提出書類】  

申 請 ・ 届 出 を 要 す る 事 項 提 出 書 類 

H2 6 .6 .3 0 以前に介護保険の指定を 受けていた事業所（ 介護老人福祉施設

及び地域密着型介護老人福祉を 除く ） が新たに生活保護法の指定を 受ける

場合 

（ 特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護について は、 生活

保護費等の額の範囲内で入居・ 日常生活が可能な場合に限り ま す）  

・ 指定申請書  

・ 誓約書  

・「 介護事業者指定通知書」 の写し  

※医療機関の場合は不要 

みな し 指定を 不要と する 場合な ど 指定介護機関が生活保護法の指定を 辞退

し よ う と する 場合（ 辞退し よ う と する 日の３ ０ 日以上前に届出が必要）  
・ 辞退届 

生活保護法施行規則第 1 4 条第 4 項に規定する 処分を 受けた場合、1 0 日以

内に提出が必要です。  
・ 処分届 

指定介護機関が生活保護法及び中国残留邦人等支援法によ る 介護機関と し

て の指定を 辞退する 場合 
・ 指定辞退届 

※医療機関が健康保険法の指定によ り 介護保険法のみな し 指定と な っ た 場合、 介護保険法指定通知書等介護保険法における

確認資料の添付は不要です。  

医療機関のみなし 指定 

保険医療機関 

（ 病院・ 診療所）  

居宅療養管理指導、 訪問看護、 訪問リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、 通所リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、 短

期入所療養介護（ 療養病床を 有する 病院・ 診療所に限る ）  

保険薬局 居宅療養管理指導 

※ 「（ 介護予防） 特定施設入居者生活介護」、「（ 介護予防） 認知症対応型共同生活介護」、「 地域密着型特定施設入居者生活介

護」 の指定申請には入居に係る 費用について 事前確認が必要です。 提出書類は「 契約書」 ま たは「 重要事項説明書」 等の

費用が確認でき る も の。（ 指定基準４ 参照）  

※ 申請様式に関し ま し て は東大阪市ホ ーム ページ ＞事業者の方へ＞福祉・ 介護保険＞生活保護法＞生活保護法等によ る 介護

機関の指定にご ざ いま すのでご 参照く ださ い。  

第３  介護扶助と は 

生活保護における ８ つの扶助の１ つであ り 、 介護保険創設（ 平成１ ２ 年度） と と も に新たな扶助

と し て創設さ れたも ので、 生活保護受給者（ 以下、「 受給者」 と いう 。） がサービ ス を 利用し た場合

に現物給付さ れま す。 介護扶助の給付を 受ける には、 要介護認定等の申請を 行い、 要介護状態、 要

支援状態又は基本チェ ッ ク リ ス ト に該当する 状態であ る と 認定さ れる こ と が必要です。 介護扶助の

居宅介護の範囲は、 居宅介護支援計画に基づいて行う も のに限ら れていま す（ 介護予防及び介護予

防・ 日常生活支援も 同様）。 介護扶助運営要領 4 -1  

 介護扶助の申請方法 

介護扶助を 受ける には、 福祉事務所の長に対し て保護の申請を する 必要があ り ま す。  

申請書類 

  保護（ 変更） 申請書 

  介護保険被保険者証の写し  

  居宅介護支援計画等の写し  

※ 「 居宅介護支援計画等」 と は生活保護法の指定を 受けた居宅介護支援事業者等が作成し た居宅サービ ス 計画、 介護予

防サービ ス 計画、介護予防ケ ア マネジ メ ン ト に基づく プラ ン 又は介護予防ケ ア マネジ メ ン ト の内容がわかる も の（ 居

宅（ 施設） サービ ス 計画等： 第１ ～３ 表、 サービ ス 利用票、 利用票別表な ど ） です。  

 

毎月、 居宅サービ ス 計画等（ サービ ス 利用票・ 利用票別表） 写し の提出 

※ 介護予防給付や介護予防・ 日常生活支援総合事業について は、 事業所の事務負担軽減のため、 サービ ス 種類の

変更や事業所の変更など があ っ た場合に居宅サービ ス 計画等を 提出 

※ 計画に変更があ れば居宅サービ ス 計画第１ ～３ 表の提出（ 軽微な 変更を 除く ）  

 

 

居宅サービ ス 事業所等へ介護券を 発行（ みな し ２ 号は居宅介護支援事業所にも 発行）  

居宅介護支援事業所が本人の同意を 得て
居宅サービ ス 計画等の写し 等の提出を す
る こ と も でき ま す。  
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〈 介護扶助における 留意事項〉  

○ 受給者のケ アプラ ン 作成にあ たっ ては、 区分支給限度額を 超える も のは認めら れま せん。  

○ 適用は原則、 保護申請書又は保護変更申請書の提出日以降で必要と 認めら れた日です。  

○ （ 介護予防） 特定施設入居者生活介護、（ 介護予防） 認知症対応型共同生活介護、 地域密着型特定施設入居者

生活介護は入居費用が住宅扶助の基準額内であ る 場合に限り 入居が認めら れま す。  

 介護扶助の方法（ 法 3 4 条の２ ）  

介護扶助の給付は、 原則と し て「 現物給付」 で行われま す。 居宅介護、 介護予防及び施設

介護の現物給付は、 指定介護機関にサービ ス の提供を 委託し て行う こ と を 原則と し ま す。 介

護扶助の現物給付は国保連合会を 通じ て福祉事務所が指定介護機関に介護扶助費を 支払う こ

と で行われま す。  

〈 参考： 介護扶助の程度〉  

介護扶助の程度は、生活保護法第 8 条に「 被保護者の需要を 基と し 、不足分を 補う 程度において行う も ので、

必要な事情を 考慮し た最低限度の生活の需要を 満たすに十分なも のであ っ て、 且つ、 こ れを こ えないも ので

なければなら ない」 と さ れていま す。  

生活保護法第 5 4 条の 2 第５ 項において 準用する 同法第 5 2 条の規定によ る 介護の方針及び介護の報酬に基づき そ

の者の介護サービ ス に必要な最小限度の額 

厚生労働大臣の定める 基準 昭和 3 8 年厚告１ ５ ８ 「 生活保護法によ る 保護の基準」  

 介護券について 

○ 有効な介護券であ る こ と の確認： 所要事項が記載さ れ福祉事務所長印を 押さ れたも のを も っ て有効と し ま す。 

○ 本人支払額の徴収： 記載があ る 場合は、 その額を 受給者から 徴収し てく ださ い。  

○ 介護券の保管およ び処分： 支払請求月から 最低６ か月間保存、 その後はプラ イ バシー保護に留意の上、 処分

し てく ださ い。  

 介護扶助の種類 
種類 内容 

居宅介護 

介護予防 

介護予防・ 日常生活支援 

居宅のサービ ス は、 居宅サービ ス 計画等に基づき 支給を 決定し 現物給付し ま す。  

※ 被保護者以外の者にあ っ ては、 障害者施策等の給付を 受ける こ と ができ な い場合 

福祉用具 

介護予防福祉用具 

受給者の申請によ り 、 福祉用具購入の対象であ る かを 確認し 、 原則と し て 現金給付し ま す。  

※ 被保険者以外の者にあ っ ては、障害者総合支援法の日常生活用具等の給付を 受ける こ と ができ ない

場合 

住宅改修 

介護予防住宅改修 

受給者の申請によ り 、 住宅改修の対象であ る かを 確認し 、 原則と し て現金給付し ま す。  

※ 被保護者以外の者にあ っ ては、 障害者施策等の給付を 受ける こ と ができ な い場合 

施設介護 施設のサービ ス は、 施設サービ ス 計画等に基づき 支給を 決定し 現物給付し ま す。  

移送 
居宅サービ ス 利用時の交通費や介護施設への入所・ 退所に伴う 移送の交通費等（ な る べく 現物給付）

について 、 最小限の実費を 支給し ま す。  

 介護扶助と 他法他施策と の関係 

生活保護制度以外の他法他施策の活用が見込める 受給者は、 必ず他の制度を 優先し て活用し てく

ださ い。 他法の活用は本人の選択制ではあ り ま せん。 受給者は利用でき る 制度を 活用する 義務があ

り ま す（ 法第 4 条： 保護の補足性の原理）。 他法他施策を 活用し た上で、 なお介護サービ ス の利用が必

要不可欠と 判断さ れた場合に介護扶助は適用さ れま す。  

介護扶助に優先さ れる 主な介護保険優先公費等 

※医療系サービ ス の請求は各法に基づく 指定事業所であ る こ と が必要です。  

公費負担医療等 負担割合 対象サービ ス  資格証明等 

障害者の日常生活及び社会生

活を 総合的に支援する た めの

法律（ 精神通院医療）  

1 0 0  

訪問看護、 介護予防訪問看護 受給者証 

原子爆弾被爆者に対する 援護

に関する 法律（ 一般疾病医療

費の給付）  

1 0 0  

介護老人保健施設サービ ス 及び介護医療院サービ ス 含め

医療系サービ ス （ 介護予防サービ ス を 含む） の全て 

※食費及び居住費を 除く  

被 爆者健 康手

帳 
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難病の患者に対する 医療等に

関する 法律（ 難病医療費助成） 

1 0 0  

訪問看護、 介護予防訪問看護、 医療機関及び介護医療院の

訪問リ ハビ リ テーシ ョ ン 、 医療機関及び介護医療院の介護

予防訪問リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、 居宅療養管理指導、 介護予

防居宅療養管理指導、 介護医療院サービ ス  

※食費及び居住費を 除く  

受給者証 

被爆体験者精神影響等調査研

究事業 

1 0 0  

訪問看護、 介護予防訪問看護、 訪問リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、

介護予防訪問リ ハビ リ テ ーショ ン 、 居宅療養管理指導、 介

護予防居宅療養管理指導、 通所リ ハビ リ テーシ ョ ン 、 介護

予防通所リ ハビ リ テ ーシ ョ ン 、 短期入所療養介護、 介護予

防短期入所療養介護、 介護保健施設サービ ス 及び介護医療

院サービ ス の医療系サービ ス の全て 。  

※食費及び居住費を 除く  

被 爆 体験 者 精

神 医 療受 給 者

証 

原爆被爆者の 訪問介護利用

者負担に対する 助成事業 
1 0 0  

訪問介護及び訪問型サービ ス （ 独自）  

（ 前年度の収入によ り 決定、 申請先は保健セン タ ー）  

資格認定証 

（ 要申請）  

原爆被爆者の 介護保険等利

用者負担に対する 助成事業 

1 0 0  

介護福祉施設サービ ス 、 地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護、通所介護、短期入所生活介護、介護予防短

期入所生活介護、 認知症対応型通所介護、 介護予防認知

症対応型通所介護、 小規模多機能型居宅介護、 介護予防

小規模多機能型居宅介護、 定期巡回・ 随時対応型訪問介

護看護、 地域密着型通所介護、 看護小規模多機能型居宅

介護、 認知症対応型共同生活介護、 介護予防認知症対応

型共同生活介護及び通所型サービ ス （ 独自）  

被 爆者健 康手

帳 

 介護扶助の対象者と 負担割合 

1 号被保険者及、 2 号被保険者及び被保険者以外の者（ 以下、「 みなし ２ 号」 と いう 。） の受給者

の介護扶助負担割合は下記の通り です。 他の公費負担制度（ 次項参照） が利用でき る 場合には、 介

護扶助は給付さ れま せん（ 法第 4 条保護の補足性の原理）。  

被保険者等区分 負担割合 

【 第１ 号被保険者】  

市町村の区域内に住所を 有する ６ ５ 歳以上の者 

( 生活保護受給者も 被保険者と なる )  

介護保険９ ０ ％ 
介護扶助 

１ ０ ％※３  

【 第２ 号被保険者】  

市町村の区域内に住所を 有する ４ ０ 歳以上６ ５ 歳未満の医療保険加入

者※1 で加齢に伴う 特定疾病※2 によ り 要介護( 要支援) 状態の者 

( 職域保険の扶養と な り 受給者も 被保険者と な る こ と があ る )  

介護保険９ ０ ％ 
介護扶助 

１ ０ ％※３  

【 被保険者以外の者（ みな し ２ 号）】  

市町村の区域内に住所を 有する ４ ０ 歳以上６ ５ 歳未 

満の医療保険未加入者※１ で加齢に伴う 特定疾病※２ によ り 要介護( 要支

援) 状態の者 

介護扶助１ ０ ０ ％※３  

※１ . 国民健康保険に加入し て いた場合は、 生活保護受給者にな る こ と によ り 、 国民健康保険の被保険者から 除かれる

（ 国民健康保険法第６ 条） ため介護保険の被保険者と はな ら ない。  

国民健康保険法（ 適用除外）  

第六条 前条の規定にかかわら ず、 次の各号のいずれかに該当する 者は、 市町村が行う 国民健康保険の被保険者と し ない。  

九 生活保護法（ 昭和二十五年法律第百四十四号） によ る 保護を 受けている 世帯（ その保護を 停止さ れている 世帯を 除く 。 ） に

属する 者 
 

※２ . 加齢に伴う 特定疾病１ ６ 種類【 介護保険法施行令第２ 条】  

①末期がん（ 医師が判断し たも のに限る ）、 ②関節リ ウ マチ、 ③筋萎縮性側索硬化症④後縦靭帯骨化症、 ⑤骨折を 伴う 骨粗鬆症、 ⑥初

老期における 認知症、 ⑦進行性核上性麻痺・ 大脳皮質基底核変性症及びパーキ ン ソ ン 病、 ⑧脊髄小脳変性症、 ⑨脊柱管狭窄症、 ⑩早

老症、 ⑪多系統萎縮症、 ⑫糖尿病性神経障害・ 糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症、 ⑬脳血管疾患、 ⑭閉塞性動脈硬化症、 ⑮慢性閉塞

性肺疾患、 ⑯両側の膝関節又は股関節に著し い変形を 伴う 変形性関節症 

※３ . 他の公費負担制度（ 次頁参照） の受給資格があ り 給付対象と な る 介護サービ ス を 利用し ている 場合は、 他の公費

が介護扶助に優先さ れま す。 他の公費が適用さ れる 場合は、 介護券が発行さ れま せん。  
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 被保険者以外の者（ みなし 2 号） と は 

「 みなし ２ 号」 と は 4 0 歳以上 6 5 歳未満で医療保険に未加入の受給者が特定疾病によ り 要介護状

態又は要支援状態にあ る と 判断さ れたも のを いいま す。 給付内容は最低限度の生活を 保障する と い

う 生活保護制度の趣旨目的から 原則と し て介護保険の給付対象サービ ス と 同範囲になっ ていま す。

（ 法第１ ５ 条の２ ）  

給付範囲は同様ですが、 介護保険の被保険者ではないため被保険者と は異なる 部分があ り ま す。  

① 被保険者と みなし ２ 号の違い 

 第 1 号被保険者 2 号被保険者 みな し ２ 号 

医療保険の加入状況 ― 加入 未加入 

要介護認定の根拠法 介護保険法 生活保護法 

認定の要件疾病 な し  
特定疾病に該当する こ と が認定の要件、意見書の記載に

基づき 介護認定審査会で判断 

要介護認定の申請先 保険者 福祉事務所 

主治医意見書の費用負担 保険者 福祉事務所 

審査判定 介護認定審査会 
福祉事務所が 介護認定審

査会に審査を 委託 

要介護認定の決定 保険者 
福祉事務所 

介護扶助決定の一環と し て行う 。  

認定結果通知 認定結果通知と 被保険者証の交付 保護決定通知書 

被保険者番号 任意の 1 0 桁の番号 H から 始ま る 1 0 桁の番号 

保険給付率 9 0 %  0 % ※２  

介護扶助の給付率 本人負担相当額（ 1 0 % ） ※１  
全額（ 1 0 0 % ）  

公費本人負担分を 除く  

居宅介護支援費の支払い 介護保険 生活保護 

高額介護サービ ス 費 対象、 第一段階が適用さ れる ※３  対象外 

公費分本人負担額 1 5 0 0 0 円が上限※３ （ 食費、 居住費を 除く ）  費用全額が上限 

補足給付 介護保険 生活保護 

過誤等申請先 保険者 福祉事務所 

主治医意見書の閲覧先 保険者 福祉事務所 

障害福祉サービ ス と の関係 介護保険が優先 障害福祉サービ ス が優先 

※１ . 給付制限が行われて いる 被保険者は、保護受給中は政令で定める 特別の事情があ る と 認める 場合（ 介護保険法施行

第令 3 0 条第三号、 施行規則第 1 0 0 条第三号） に該当する ため給付制限が停止さ れ、 本人負担額は１ 割と なり ま

す。（ 保護受給中に給付制限を 受けたも のを 除く 。）  

※２ . みな し 2 号は保険給付率を 0 % 以外で請求する と 「 保険請求額＞０ は誤り （ 生保単独）」 と なり 返戻さ れま す。  

※３ . 受給者は介護保険法施行令第 2 2 条の２ の２ の規定によ り 本人負担相当額が 1 5 0 0 0 円を 超え る 額について は高額

介護サービ ス 費が支給さ れま す。（ みな し 2 号は介護保険の被保険者ではな いので高額介護サービ ス 費や補足給付

の対象にな り ま せんが補足給付相当額を 介護扶助と し て給付し ま す（ 支給申請が必要です。））  

② みなし ２ 号の要介護認定と 介護扶助の決定 

「 みなし ２ 号」 は、 他法他施策を 優先的に活用し たう えで、 なお介護サービ ス の利用が必要不可

欠であ る と 認めら れる 場合に、 介護扶助の要否判定の一環と し て、 要介護認定又は要支援認定（ 以

下、「 要介護認定等」 と いう 。） の申請を 行いま す。 申請後は、 被保険者と 同様の手続き を 経て介護認

定審査会において要介護度の判定が行われま す。福祉事務所は判定結果を 参考にし て保護の決定（ 介

護扶助） を 行いま す。  

申
請
受
理 

 主治医へ意見

書送付 

 主治医意

見書受理 

 

介護認定

審査会 

 

 
 

 
介
護
扶
助
開
始 

市 に 認 定 調

査・ 審査を 委

託 

認定調査

実施 

 

「 みなし ２ 号」 の受給者は、 更新時等、 定期的に他法の活用（ 身障手帳の取得や自立支援医療の適

用など ） についてご 検討を お願いし ま す。（ 法第 4 条： 保護の補足性の原理）  

福
祉
事
務
所 

送付 
結果 

 

返送 期
間
等
内
容
決
定 

福
祉
事
務
所 

決定通知 

審査・ 判定 
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③ みなし ２ 号の区分変更（ 保護決定内容の決定） について 

「 みなし ２ 号」 の要介護認定は、 福祉事務所が介護扶助の要否判定の一環と し て行っ ていま す。

（ 介護扶助は要介護状態、 要支援状態に該当する 状態であ る と の判定が必要なため）  

要否判定の結果、 介護扶助が決定さ れた受給者に保護決定通知書が送付さ れま す。（ 通知書には要

介護状態等区分が記載さ れていま すが要介護認定結果通知ではなく 保護決定通知（ 介護扶助） です。） 

こ のため、 保護決定通知に不服があ る 場合は、 大阪府に不服申し 立て（ 再審査請求） を 行い決定内

容の妥当性を 審議する こ と になり ま す。（ 法第 6 6 条）  

一度決定し た保護の決定は、 単位数が不足する など の理由での変更は認めら れま せん。 保護の変

更は「 本人の心身の状態等が大幅に変化し たため、 現に受けている 要介護認定状態区分では妥当で

はないと 考えら れる 」 場合や「 ケ ース ワ ーカ ーが訪問等によ り 受給者の状況を 把握し た結果、 介護

扶助変更の必要性を 認めた場合」 等、 受給者の状態が大幅に変化し ている ため保護変更の必要性を

福祉事務所が認めた場合のみ保護変更の手続き（ 区分変更申請） が行われま す。 被保険者と みなし 2

号では取扱いが異なり ま すのでご 注意く ださ い。  

《 介護保険被保険者と みなし 2 号の区分変更の違い》  
 

介護保険（ 被保険者）  生活保護（ みなし 2 号）  

認定結果通知 要介護認定結果通知 保護決定通知（ 介護扶助）  

区分変更の申請 
認定区分の変更申請 

要介護認定区分変更申請書 

保護決定通知の不服と な る 為 

原則、 不服申立て 

区分変更理由 
病状や状態の変化、 介護度への不服、 新た

な 疾病の発生など  

決定し た介護扶助の変更が必要と 福祉事務

所が認めた場合 

不服申立て 
介護保険審査会（ 都道府県）  都道府県知事に審査請求 

厚生労働大臣に再審査請求 

④ みなし ２ 号が 1 号被保険者の資格を 有し た場合の取扱いについて 

「 みなし ２ 号」 の受給者は、 6 5 歳の誕生日前日に 1 号被保険者の資格を 得ま す。 1 号被保険者資

格取得後は介護保険の給付が生活保護に優先さ れま す。（ 法第 4 条： 保護の補足性の原理、 P エラ ー! ブッ ク マ

ーク が定義さ れて いま せん。 参照）  

医療扶助や障害福祉サービ ス で受給中のサービ ス は、 介護保険へ切り 替えが必要になり ま す。 介護

保険給付を 開始する ための手続き と し て、 市に居宅サービ ス 計画作成依頼（ 変更） 届出書の提出を

行い居宅サービ ス 計画等の作成を お願いし ま す。 後から 介護保険給付の手続き が行われていない等

の理由で医療扶助の給付はでき ま せんのでご 注意く ださ い。  

障害福祉サービ ス は、 1 号被保険者資格取得後も 移行期間を 設けて居宅介護等の給付が継続さ れ

る こ と があ り ま すが、 生活保護ではこ のよ う な取り 扱いはあ り ま せん。 特に、 医療扶助で行われて

いた訪問看護や訪問リ ハビ リ テーショ ン は必ず介護保険に移行さ せてく ださ い。  

１ 号被保険者への切り 替えの資格取得手続き は、 担当ケ ース ワ ーカ ーにご 連絡く ださ い。  

 

 

 

生活保護法  

第 4 条 保護は、 生活に困窮する 者が、 その活用し 得る 資産、 能力その他あ ら ゆる も のを 、 その最低限度の生活の維持のために活用

する こ と を 要件と し て 行われる 。  

２  民法に定める 扶養義務者の扶助及び他の法律に定める 扶助は、 すべて こ の法律によ る 保護に優先し て 行われる も のと する 。  

 
  

誕生日前日  
1 号被保険者 

障害福祉サービ ス  

医療扶助（ 訪問看護等）  介護保険サービ ス (訪問看護等) 

介護保険サービ ス  

移行期間 
2 号みなし  

医療扶助には移行期間の取扱いはあ り ま せん。 必ず介護保険に移行さ せて く ださ い。  
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⑤ 月途中で 1 号被保険者と なっ た場合の給付管理・ 介護請求について 

1 号被保険者の資格を 取得し

た月は、 月の初日に資格を 取得

し たも のを 除き 、 同月に 1 号被

保険者と みなし ２ 号に分けて給

付管理票を 2 通作成し ま す。 居

宅介護支援費はそれぞれに支払

われま す。 居宅サービ ス 費は資

格取得前後で分けて請求する こ

と になり ま す。 介護報酬が月額

定額のも ので日割り コ ード があ

る も の は 日割り 請求に な り ま

す。（ R6 .3 .2 8 事務連絡 月額包括報酬

の日割り 請求にかかる 適用の「 生保単独

から 生保併用への変更」 を 参照）  

第４  介護報酬の請求手続 

 介護券に基づく 請求  

  介護扶助の請求は、 福祉事務所から 発行さ れる 介護券に基づき 、 公費負担者番号及び受

給者番号等を 介護給付費明細書へ正確に転記し 、 大阪府国民健康保険団体連合会に毎月 1 0

日ま でに請求し てく ださ い。  

※介護報酬請求の際の留意事項 

下記の点にご 留意の上、 介護報酬を ご 請求下さ い。  

① 介護券に本人支払額が記載さ れている 場合は、 直接本人から 記載さ れて いる 額を 徴収し 、 残額を 介護報酬と し

て 大阪府国民健康保険団体連合会に請求し て 下さ い。  

② 介護券から 介護給付費明細書に必要事項を 正確に転記し て く ださ い。   

③ 2 号みな し の居宅サービ ス 費及び居宅介護支援費（ ケ アプラ ン 作成料） は、 福祉事務所から 介護券の交付を 受

けて 全額介護扶助（ 公費 1 0 0 % ） で国保連合会に請求し て く ださ い。 保険給付率を いれる と 返戻になり ま す。  

④ 居宅療養管理指導は、 給付管理の対象外と な っ ていま すが、介護券はサービ ス 利用票に基づいて発行さ れま す。

担当のケ ア マネジ ャ ーに居宅サービ ス 計画への位置づけと サービ ス 利用票への記載を 依頼し て く ださ い。  

⑤ 当該月に介護サービ ス 等の利用がな かっ た場合は、 利用のな い介護券について 福祉事務所へご 連絡く ださ い。  

⑥ 東大阪市には 3 つの福祉事務所があ り ま す。 それぞれ中・ 西・ 東福祉事務所の公費負担者番号は違いま すので

請求時はご 注意く ださ い。 他の福祉事務所の公費負担者番号で請求さ れた場合は過誤請求を 依頼さ せて いただ

き ま す。  

 本人支払額の請求 

福祉事務所では、 介護扶助を 決定する 際に介護扶助が対象と なる 費用について、 受給者が負担で

き る 収入があ る と 認定し た 場合には、 その負担でき る 額を 本人支払額と し て介護券に記入し ま す。

事業者は、 交付さ れた介護券に本人支払額が記入さ れている 場合は、 その額を 正確に当該受給者に

請求し てく ださ い。 本人支払額や公費負担額が介護券と 一致し ない場合には、 過誤請求の手続き を

お願いする こ と になり ま す、 必ず介護券を 確認の上で正し く ご 請求く ださ い。  

本人支払額は、 介護給付費明細書の公費分本人負担額の欄に記載し ま す。 公費分本人負担額があ

る 場合は、 その額を 差し 引いた額が公費請求額と なり ま す。 被保険者の本人支払額は利用者負担段

階第一段階が適用さ れる ため上限が 1 5 0 0 0 円（ ＋滞在費及び食費の利用者負担額） です。  

受給者の支払い上限額 介護サービ ス 支払上限額 食費及び居住費の上限額 

1 号被保険者、 2 号被保険者 1 5 0 0 0 円※ 利用者負担額 

被保険者以外の者( みなし ２ 号)  介護費用の全額 費用の全額 

介護保険法施行令 第二十二条の二の二 

４  要介護被保険者が被保護者であ る 場合において 、 当該要介護被保険者が同一の月において 受けた居宅サービ ス

等に係る 介護サービ ス 費合計額に九十分の十を 乗じ て 得た額が一万五千円を 超え る と き は、 当該得た額から 一万

五千円を 控除し て 得た額を 高額介護サービ ス 費と し て 当該要介護被保険者に支給する 。  

例： 1 0 日に被保険者資格を 取得し た場合 
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第５  その他の留意事項について 

 介護保険負担限度額認定申請の手続き について 

受給者が短期入所サービ ス や施設サービ ス を 利用する 場合には、 申請によ り 第一段階の利用

者負担段階が適用さ れま すが負担限度額認定の申請が必要になり ま す。利用時は、保険者に負担

限度額認定の申請（ みなし 2 号を 除く 。） を 必ず行っ てく ださ い。 受給者本人が手続き を 行う こ

と が困難な場合には、 申請のご 協力を お願いし ま す。 施設入所は、 食費及び多床室の場合のみ国

保連への請求が可能です。 ま た、 ユニッ ト 型居室に入居する など し て、 社会福祉法人等によ る 利

用者負担の減額（ 居住費及び滞在費のみ） が必要な受給者（ みなし 2 号も 含む。） についても 申

請のご 協力を お願いし ま す。  

〈 被保護者が利用でき る 利用者負担軽減制度等〉  
 食費 滞在費・ 居住費 

介護保険負担限度額認定 

（ 特定入所者介護サービ ス 費）  

1 号・ 2 号 〇 〇 

2 号みなし  × × 

社会福祉法人等によ る 生計困難者等に対する 利用者

負担軽減制度事業 

1 号・ 2 号 × 〇 

2 号みなし  × 〇 

※ 被保護者に係る 食費及び居住費（ 滞在費） は介護保険の「 食費の基準費用額」 及び「 居住費（ 滞在費） の基準費

用額」 の範囲内であ る こ と が義務付けら れて いま す。 食費について 3 0 0 円/日を 超え る 額で国保連に請求し た場

合は返戻さ れま す。  

< 参考> 生活保護法第 5 4 条の 2 第 4 項において 準用する 同法第 5 2 条第 2 項の規定によ る 介護の方針及び介護

の報酬（ 厚生省告示第 2 1 4 号 平成 1 2 年 4 月 1 9 日）  

九 介護保険法第 5 1 条の３ 第 5 項に基づき 特定入居者介護サービ ス 費の支給があ っ たと みな さ れた場合

にあ っ ては、 同条第 2 項第一号に規定する 食費の負担限度額又は同条第二号に規定する 居住費の負担限度

額を 超える 額の支払いを 受けて はな ら な い。（ 以下略）  

※ 被保護者の場合、 社会福祉法人等によ る 生計困難者等の対する 利用者負担軽減制度事業は福祉施設

入居や短期入所の居住費（ 滞在費） のみが対象です。 生計困難者の軽減対象サービ ス と は適用範囲

が異なり ま すのでご 注意く ださ い。  

 短期入所サービ ス や施設サービ ス 時の個室利用について 

被保護者が短期入所サービ ス や施設サービ ス を 利用する 場合の個室利用の考え方は下記

のと おり です。 施設入所に関し ては居住費が減免等によ り 費用負担が発生し ない場合は個

室利用が可能ですが、費用が発生する 場合は利用が認めら れま せん。短期入所サービ ス につ

いては、滞在費を 本人負担でき る 場合は利用が認めら れま すが、支払いが困難と なる 可能性

も あ る ので費用について事前に本人又は家族への説明を 十分に行っ てく ださ い。  

<被保護者の個室利用について> 
居室の種類 施設入所 短期入所 備考 

多床室 ○ ○  

従来型個室 ▲ ○ 短期入所時の 個室は 被保護者本人が 滞在

費を 支払える 場合は利用可、 福祉事務所は

費用の負担を 行わな い。  

ユニッ ト 型個室 ▲ ○ 

ユニッ ト 型個室的多床室 ▲ ○ 

特別な 居室 × × 利用者が選定する 特別な居室 

○利用可、 ▲例外的対応ま たは減免等によ り 費用が発生し な い場合は可、 ×利用不可 

平成１ ７ 年９ 月１ ４ 日 厚生労働省社会・ 援護局保護課 事務連絡よ り  

R8 .8 月よ り 介護保険施設等に入居する 場合の食費が変更にな り ま す。 食費の基準費用額が

1 4 4 5 円から 1 5 4 5 円になり ま す。 費用負担額は負担限度額認定証を 持っ ている 受給者の本人

負担額は第一段階に該当する ため 3 0 0 円と なり 金額の変更はあ り ま せん。 みなし 2 号は補足給

付の対象と なら ないため、 補足給付相当額を 介護扶助で給付する こ と になり ま す。  

 小規模多機能型居宅介護・ 看護小規模多機能型居宅介護における 泊り サービ ス 及び入院

時の請求について 

小規模多機能型居宅介護・ 看護小規模多機能型居宅介護における 泊り サービ ス の費用（ 食
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費や宿泊費） は補足給付の対象と なら ないため、食費及び宿泊費が全額本人負担になり ま す。

本人が支払を 行える 場合には利用は可能ですが、 宿泊の費用が高額と なり 支払いが困難に

なる 可能性も ある ため、 利用にあ たっ ては本人又は家族への説明を 十分に行っ てく ださ い。

（ 社会福祉法人等によ る 生計困難者等に対する 利用者負担軽減制度事業の対象にも なり ま せん）  

ま た、 宿泊サービ ス は住居と は認めら れないため住宅扶助の対象と も なり ま せんのでご

注意く ださ い。  

被保護者が月途中に入院し た場合は、 生活保護制度における 必要かつ最小限の給付と い

う 観点から 一時的に契約を 終了し 、 日割り 計算での請求を お願いいたし ま す。  

 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護と 入院時の請求について 

被保護者が月途中に入院し た場合には、 生活保護制度における 必要かつ最小限の給付と

いう 観点から 一時的に契約を 終了し 、 日割り 計算での請求を お願いいたし ま す。  

「 入院の場合、 契約は継続し ている ので月額包括報酬の請求は可能であ る 。 ただし 、 利用者負担を 考慮

し て日割り で請求する こ と も 差し 支えない。」  

（ H2 5 年 1 0 月 2 8 日世田谷区介護保険課が厚生労働省老健局振興課基準第 1 係に電話確認）  

第６  生活保護行政適正化について 

本市では、 継続的に取り 組む必要のあ る 市独自施策の基本的な方針と し て「 生活保護行政適正化

方針」 を 策定し 、 真に介護を 必要と する 受給者に対し て、 適切なサービ ス 提供がなさ れる 状況を 確

保する べく 、 介護扶助の適正化対策を 講じ ており ま す。  

その一環と いたし ま し て、 各福祉事務所に専門知識を 有し た適正化推進員を 配置し 、 請求内容の

検証や請求誤り の点検など を 行っ ており ま す。  

 適正化に伴う 点検について 

点検では、「 介護扶助の適正化について」（ H2 3 .3 .3 1  社援保発 0 3 3 1 第 1 4 号） の通知に基

づき 、 被保護者の状態に応じ た適切なケアプラ ン が作成さ れている か、 被保険者以外の者（ ２ 号

みなし ） の者について、「 生活保護法 4 条の２ 」 の他法優先の原則によ り 、 障害者総合支援法や

難病法など 他法が活用でき ないか、ま た、受給資格など 請求内容に過誤がないか等の確認を 行っ

ていま す。 事業者の皆さ ま にも 請求内容など について確認さ せていただく こ と があ る と 思いま

すのでご 協力を お願いいたし ま す。  

〈 参考： 介護扶助の適正化について 〉 H2 3 .3 .3 1  社援保発 0 3 3 1 第 1 4 号 

１  居宅サービ ス 計画（ ケ アプラ ン ） の確認 

各福祉事務所において 、 実際に居宅サービ ス 計画の作成経験のあ る 介護支援専門員資格所有者を 雇用する 等を 通じ

て 、 利用者の意向を 十分把握し た上でサービ ス 提供の検討が行われて いる かど う か等の確認を 行い、 不正又は不適

切な サービ ス 提供がなさ れていないか確認する こ と 。  

２  介護券交付処理簿と 介護給付費公費受給者別一覧表と の照合 

３  医療扶助給付情報と の照合 

 介護扶助の受給資格確認について 

介護扶助における 受給資格の確認については以下のと おり と なっ ていま す。保護廃止後や保護決

定前ま たは他市の受給者など 介護扶助の受給資格がないと 思われる 請求があ っ た場合など は、福祉

事務所よ り 各事業所に連絡を さ せていただき ま す。資格に関する 誤り があ る 場合は保険者に過誤を

し てく ださ い。  

 １ 号・ ２ 号被保険者 みなし ２ 号 

資格点検 福祉事務所 国保連合会（ 資格エラ ー）  

資格確認方法 介護給付費公費受給者一覧 被保護者異動連絡票 

確認月 請求月の翌々月 請求月 

※ 最近、 廃止後の請求など 受給資格の誤り が特に増えてき ていま す。 請求時は、 介護券から 公費負担者番

号及び公費受給者番号を 正確に転記し てく ださ い。 介護券なし での請求はでき ま せん。  
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 適正化業務における 主な指摘事項について 

内容 対処 根拠 

古い受給者番号が使用さ れて い

る 又は適当な 受給者番号を 記載

し て 請求し て いる 。  

福祉事務所よ り 送付さ れた 介護券を 確

認のう え請求を し て く ださ い。  

介護扶助運営要領５ －２ －（ ７ ） －オ 

（ ウ ） 介護券から 介護給付費明細書への

正確な 転記 

福祉事務所が変更と な っ た 場合には公費

負担者番号も 変更になり ま す。  

すでに廃止さ れた 受給者につい

て の請求があ る 又は保護開始前

の請求があ る 。  

保険者へ過誤申立を おこ な っ て く ださ

い。  

 

保護歴のな い利用者の請求があ

る 。  

保険者へ過誤申立を おこ な っ て く ださ

い。送付さ れた介護券の公費負担者番号

を 正確に転記し 請求を 行っ てく ださ い。 

みな し ２ 号の受給者が月途中で

１ 号被保険者と な っ て いる が、

全額介護扶助での請求があ る  

保険者へ過誤申し 立てを おこ な い、それ

ぞれ日割り 計算での 請求を 行っ て く だ

さ い。  

月額包括報酬の日割り 請求にかかる 適用

（ 平成 3 0 年 3 月 3 0 日老健局介護保険

計画課・ 老人保健課事務連絡）  

資格取得日から 1 号被保険者の資格が

優先さ れま す。医療扶助で訪問リ ハビ リ

テ ーシ ョ ン 及び訪問看護を 受け て いる

場合も 介護保険が優先さ れま す。  

法 4 条（ 補足性の原理）  

 

障害福祉サービ ス のよ う に移行期間はあ

り ま せん。 資格取得日から 他法優先です。 

みな し ２ 号の受給者への他法他

施策の適用ができ て いな い 

介護扶助に 優先し て 給付さ れる 他法他

施策を 活用し てく ださ い。  

介護扶助運営要領５ －２ －（ ２ ）  

他法他施策と の関係 

みな し 2 号の受給者で障害福祉

サービ ス と 介護サービ ス を 併用

し て いる 場合の取扱いは 

介護保険の 区分支給限度基準額か ら 障

害福祉サービ ス の利用単位数を 引いた

単位が介護扶助の上限にな り ま す。  

障害福祉サ ービ ス ＋介護保険（ 介護扶

助） ではな いのでご 注意く ださ い。  

介護扶助と 障害者の日常生活及び社会生

活を 総合的に支援する た めの法律に基づ

く 自立支援給付と の適用関係等について

（ H1 9 .3 .2 9 社援保 0 3 2 9 0 0 4 号 厚生

労働省社会・ 援護局保護課長通知）  

第７  高齢者向け住宅の適正化について 

 高齢者向け住宅における 生活保護実施に関する 取り 扱い指針 

東大阪市では、 被保護者が高齢者向け住宅に入居する 場合に生活保護基準への整合性の確認

と サービ ス 内容に関し て最低生活の維持・ 確保を 確認する こ と を 目的と し て取り 扱い指針を 定

めていま す。 指針の概要は、 被保護者が入居する 施設は原則と し て各法に定めら れた住宅であ

り 、 東大阪市有料老人ホーム 設置運営指針等の法令を 遵守し ている 事業者であ る こ と など が定

めら れていま す。 被保護者が入居する 場合は事前に福祉事務所ま でご 相談く ださ い。  

< 参考 各法に位置づけら れた住宅>  

老人福祉法 

第５ 条の２  認知症対応型老人共同生活援助事業（ グ ループホ ーム ）  

第５ 条の３  養護老人ホ ーム 、 経費老人ホ ーム （ ケ ア ハウ ス ）  

第２ ９ 条 有料老人ホ ーム （ 介護付き ・ 住宅型な ど ）  

高齢者住ま い法 第５ 条 サービ ス 付き 高齢者向け住宅 

 医療依存度が高い被保護者を 高齢者向け住宅に入居さ せる 場合 

日常的に医療行為が必要な場合は、 原則、 看護師が常駐し ている 介護保険施設や介護付き 有

料老人ホ ーム など への入居を ご 検討く ださ い。 常駐施設への入居が困難な場合については、 登

録特定行為等事業者の届出を 行っ ている 有料老人ホ ーム など への入居を ご 検討く ださ い。 一部

の住宅で、 職員の看護師が配置さ れていないのに 24 時間看護の提供を パン フ レ ッ ト 等に掲げ

ている よ う な住宅があ り ま す。 こ のよ う な住宅では、 医療の訪問看護を 請求する こ と を 前提に

し ている こ と が多く 、 入居後は高額な訪問看護療養費の請求が続く こ と になり ま す。 生活保護

においても 訪問看護の医療請求が増加（ 10 年で約 4 倍） し ていま す。  

 住ま いが提供する 付帯サービ ス と 外付けサービ ス の明確化 

住ま い事業者が介護事業所を 併設する 等し て介護サービ ス を 提供する 場合は、 外付けサービ
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ス （ 介護保険など ） と 住ま いが提供する 付帯サービ ス 等は明確に区別を し てく ださ い。 介護サ

ービ ス 費は、 個人契約によ る サービ ス と 介護保険サービ ス が明確に区別でき る 場合に限り 請求

する こ と ができ ま す。 有料老人ホ ーム や東大阪市の生活保護の指針でも サービ ス を 明確に区分

する こ と が求めら れていま す。  

利用者間の公平及び利用者の保護の観点から 、法定代理受領でない指定訪問介護を 提供し た際に、その利用者から 支払

いを 受ける 利用料の額と 、法定代理受領サービ ス であ る し て 訪問介護に係る 費用の額の間に、一方の管理経費の他法への

転嫁等によ る 不合理な差額を 設けて はな ら な い。（ 基準解釈通知）  

 高齢者向け住宅における 被保護者へのサービ ス の特徴 

① 夜間の訪問介護について 

最近の動向と し て夜間に良質な 睡眠がと れる よ う 夜間のおむつ交換を 減ら す方向にあ

り ま す。H3 0 年厚労省報告書「 排泄介護の各プロ セス における 効率的な支援を 実施する た

めの介護技術開発に関する 検討」 では夜間( 1 7 :0 0 ～8 :0 0 ) のおむつ交換は、 特養・ 老健で

は 5 5 ％が「 し ていない」、 2 1 ％が「 状態に応じ 実施」 と なっ ており 、 介護保険施設では夜

間のおむつ交換は減少方向にあり ま す。 し かし 、 約 2 割の高齢者向け住宅が重度介護被保

護者の 6 割超に夜間のおむつ交換を 行っ ていま す（ 居宅サービ ス 計画及び請求状況によ る

分析）。 新たに対象と なっ た排泄予測支援機器等も 活用し 被保護者が良質な睡眠を と れる

よ う に努力し てく ださ い。  

② 医療扶助の訪問看護について 

R8 .5 .1 5 の医療扶助・ 健康管理支援等に関する 検討会の中で、「 医薬品の適正使用や適

正受診に向けた取組等」 が議題と し て出さ れま し た。 その中の適正受診に向けた取組では

令和 8 年度よ り 医療扶助の訪問看護への個別指導が今後の方針と し て示さ れま し た。こ れ

によ り 指導権限を 有する 都道府県等によ る 訪問看護事業所への個別指導が実施さ れる 予

定です。  

【 最近出さ れた訪問看護適正化のための通知等】  
日時 通知 概要 

R6 .1 0 .2 2  
指定訪問看護の提供に関する 取扱方針につい

て 

一律の訪問回数や日数を 定める 事は認めら れな い 

心身の状況に応じ て適切な提供を  

R7 .3 .1 2  訪問看護ス テーショ ン に係る 指導要綱の改定 請求単価が大き い事業所から 個別指導の対象に 

R7 .4 .3  
指定訪問看護事業者等の指導及び監査につい

て（ 内容は指導要綱の改定に同じ ）  

中医協総会の審議を 踏ま え指導及び監査要綱の改定 

R7 .4 .3  
指定訪問看護事業者等の指導及び監査の取扱

いについての一部改正について  

経済上の措置は指導月前 1 年以上の自主返還 

通知は 1 週間から 1 0 日前、 悪質は即時実施 

R8 .3 .7  

社会・ 援護局関係主管課長会議 個別指導対象医療機関選定の参考資料でレ セプト 分析結果（ 1 件当たり

の請求額等） の提供 

指定訪問看護事業者への指導方法・ 内容に関する ポイ ン ト を 整理・ 周知 

R8 .5 .1 5  医療扶助・ 健康管理支援等に関する 検討会 医療扶助適正化の中で訪問看護事業所への個別指導の実施 

R8 .6 .1 2  医療扶助・ 健康管理支援等に関する 検討会 レ セプト 分析結果を 基に個別指導の実施 
 

訪問看護の日数、 回数、 実施時間及び訪問する 人数（ 以下「 訪問看護の日数等」 と いう 。） については、 訪問看護ス テーショ ン の看護師

等が訪問時に把握し た利用者や家族の状況に即し て 、 主治医から 交付さ れた訪問看護指示書に基づき 検討さ れる も のであ る こ と から 、

訪問看護ス テ ーシ ョ ン の看護師等が利用者の個別の状況を 踏ま え ずに一律に訪問看護の日数を 定める と いっ たこ と や、 利用者の居宅へ

の訪問に直接携わっ て いな い指定訪問看護事業者の開設者等が訪問看護の日数等を 定める と いっ たこ と は認めら れないこ と に留意する

こ と 。  

指定訪問看護の提供に関する 取扱方針について （ 令和 6 年 1 0 月 2 2 日 厚生労働省保健局医療課 事務連絡）  

近年、 医療扶助の訪問看護について 、 レ セプト 1 件当たり 請求額が大幅に増加。 適切に提供さ れて いない訪問看護に対し て 対策を 講じ

ていく こ と が必要。  

令和 7 年度末に、 指導権限を 有する 都道府県等に対し 、 個別指導の対象医療機関を 選定する 際の参考資料と し て 、 レ セプト の分析結果

（ 1 件当たり 点数が高い訪問看護 S T 等） を 提供【 令和 8 年 3 月 3 1 日付け】。 ま た、 先行し て 個別指導を 実施し て いる 自治体へのヒ ア

リ ン グ 等を 参考に、 個別指導に当たっ ての留意点を 整理・ 周知【 令和 8 年 6 月 1 1 日付け】  

（ R8 .6 .1 2  医療扶助・ 健康管理支援等に関する 検討会よ り ）  
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第８  個別指導の実施 

 東大阪市では、 被保護者の処遇が効果的に行われる よ う 福祉事務所と 指定介護機関相互の

協力体制を 確保する こ と を 主眼と し て、 指定介護機関の個別指導を 行っ ていま す。  

個別指導は、 被保護者の介護サービ ス の給付に関する 事務及び給付状況、 介護扶助に対す

る 理解等について介護記録その他の帳簿書類等を 閲覧し 、 懇談形式で実施し ま すので、 ご 協

力を お願いし ま す。  

〈 参考： 指定介護機関に対する 指導及び検査〉  

 指導 検査（ 監査）  

目的 被保護者の処遇向上と 自立助長に資する た

め、 法によ る 介護の給付が適正に行われる よ

う 制度の趣旨、 介護扶助に関する 事務取扱等

の周知徹底を 図る 。  

被保護者に係る 介護サービ ス の内容及び介

護の報酬の適否を 調査し て 介護の方針を 徹

底さ せ、 介護扶助の適正な実施を 図る 。  

対象 すべての指定介護機関 個別指導の結果、 検査を 行う 必要があ る と 認

めら れる 介護機関及び個別指導を 拒否する

指定介護機関 

内容及

び方法 一
般 

法並びにこ れに基づく 命令、 告示及

び通知に定める 事項について 周知徹

底を 図る ため、 講習会、 懇談、 広報、

文書等の方法によ り 行う 。  

被保護者に係る 介護サービ ス の内容及び介

護の報酬の請求の適否について、 介護給付費

公費受給者一覧表等と 介護記録そ の他の帳

簿書類の照合、 設備等の調査によ り 実地に行

う 。  

必要に応じ 要介護者等について の調査を 合

わせて行う こ と と する 。  

 
個
別 

被保護者の介護サービ ス 給付に関す

る 事務及び給付状況等について 介護

記録その他の帳簿類等を 閲覧し 、 懇

談指導を 行う 。  

特に 必要が あ る と 認め ら れる と き

は、 被保護者について その介護サー

ビ ス の受給状況等を 調査する こ と が

でき る 。  

根拠法 生活保護法第 5 4 条の２ 第 4 項 

（ 生活保護法第 5 4 条第 1 項準用）  

生活保護法第 5 4 条の２ 第 5 項 

（ 生活保護法第 5 4 条第２ 項準用）  

< 参考： 検査後の措置>  

行政上の措置 請求の不正又は不当の程度に応じ て指定取消、 指定の全部又は一部の効力停止、 戒

告、 注意と なり ま す。  

経済上の措置 介護報酬に過誤払いが認めら れる 時は介護の報酬について返還措置と なり ま す。  

行政上の措置の公

表等 

検査の結果、 指定取消を 行っ た時は、 その旨を 告示し ま す。  

 

介護サービ ス 事業所は要介護高齢者等の身体及び生命に直接関わる サービ ス を 提供し て おり 、法令遵守が求めら れる こ

と から 、 悪質な 事業者や介護支援専門員等を 排除する ため、 一定の事由に該当し た介護支援専門員の登録拒否やサービ

ス 事業者等の指定取消が可能になっ て いま す。  

こ の事由の一つに「 介護保険法その他国民の保険医療・ 福祉に関する 所定の法律（ 介護保険施行令第 3 5 条の２ 及び第

3 5 条の５ ） に違反し た場合」 があ り ま す。 こ の中に生活保護法も 含ま れており 、 生活保護法によ る 指定を 取り 消さ れ

た場合、 こ の規定によ り 介護保険の指定も 取り 消さ れる 場合があ り ま す。  

  介護保険法 第 6 9 条の２ 第 1 項第三号（ 介護支援専門員の） 登録の拒否 

  介護保険法 第 7 7 条第 1 項第十号等（ 居宅サービ ス 事業者の） 指定の取消し  

  介護保険法 第 1 1 5 条の 9 第 1 項第十号（ 介護予防サービ ス 事業者の） 指定の取消し  

 

 （ お問い合わせ先）  

東大阪市生活支援部 

生活福祉室生活福祉課 

TEL： 0 6 -4 3 0 9 -3 2 2 6  
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外国人
が い こ く じ ん

の相談
そ う だ ん

窓口
ま ど ぐ ち

東大阪市
ひがしおおさかし

の外国人
がいこくじん

相談
そうだん

窓口
まどぐち

TEL：06-4309-3311 FAX：06-4309-3823 

Email：bunkoku.plaza@city.higashiosaka.lg.jp 

東大阪市
ひがしおおさかし

荒本
あらもと

北
きた

1-1-1 市
し

役所本
やくしょほん

庁舎
ちょうしゃ

16階
かい

月
げつ

～金
きん

 9時
じ

～17時
じ

30分
ぷん

大阪府
お お さ か ふ

の外国人
がいこくじん

相談
そうだん

窓口
まどぐち

TEL：06-6941-2297 

Email：jouhouc@ofix.or.jp 

大阪市
お お さ か し

中央区
ちゅうおうく

本町
ほんまち

橋
ばし

2-5 マイドームおおさか 5階
かい

公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

 大阪府
お お さ か ふ

国際
こくさい

交流
こうりゅう

財団内
ざいだんない

政府
せ い ふ

の外国人
がいこくじん

相談
そうだん

窓口
まどぐち

TEL：0570-011000 

東京都
とうきょうと

新宿区
しんじゅくく

四谷
よ つ や

1-6-1 四谷
よ つ や

タワー13階
かい

月
げつ

～金
きん

 9時
じ

～17時
じ

外国人
がいこくじん

在留
ざいりゅう

総合
そうごう

インフォメーションセンター

TEL：0570-013904 

月
げつ

～金
きん

 8時
じ

30分
ぷん

～17時
じ

15分
ふん

大阪
おおさか

出 入 国
しゅつにゅうこく

在留
ざいりゅう

管理局
かんりきょく

TEL：0570-064-259 

大阪市
お お さ か し

住之江区
す み の え く

南港北
なんこうきた

1-29-53 月
げつ

～金
きん

 9時
じ

～16時
じ

いろんな言語
げ ん ご

で

相談
そ う だ ん

できます 

東大阪市
ひ が し お お さ か し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

情報
じょうほう

プラザ 

大阪府
お お さ か ふ

外国人
が い こ く じ ん

情報
じょうほう

コーナー 

入国
にゅうこく

や在留
ざいりゅう

（ビザ等
な ど

）の相談
そ う だ ん

窓口
ま ど ぐ ち

外国人
が い こ く じ ん

在留
ざいりゅう

支援
し え ん

センター（FRESC／フレスク） 
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パートナーシップ制度とは？

双方または一方が性的マイノリティ当事者であるお二人が、お互いを人生のパートナー
とし、日常生活において協力し合う関係にあることを市に届出し、市が届け出た事実を証
明します。証明により法的な効力が生じるものではありませんが、誰もが人生のパート
ナーや大切な人と、家族として安心して暮らせることを期待するものです。

届出されたお二人には審査のうえ、証明カードを交付します。希望者は、証明カードに
子または親を記載することも可能です。

東大阪市が交付するパートナーシップ届出証明カード

＜表面＞ ＜裏面＞

●制度を利用するお二人が成年に達していること。
●お二人のうち少なくともどちらかが東大阪市内に住所を有していること。
●お二人とも現に婚姻をしていないこと。
●お二人が届出を行う人以外の人とパートナーシップ関係にないこと。
●お二人が近親者の関係ではないこと。

※双方で養子縁組をしている場合は届出できます。

制度を利用できる人

東大阪市は、性別等に関わらず全ての人の人権が尊重される社会の実現
に向けた取組の一つとして、「東大阪市パートナーシップ制度」を実施して
います。

令和8年７月１日スタート
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制度を利用するための流れ

市民・事業者の皆様へのお願い

パートナーシップ制度は婚姻と異なり、法的な効力（婚姻や財産の相続、税金の控除等）
が生じるものではありませんが、誰もが人生のパートナーや大切な人と、家族として安心
して暮らせることを期待するものです。

制度の趣旨をご理解いただき、性別等に関わらず全ての人の人権が尊重される社会が
実現するよう、ご協力をお願いいたします。

制度に関するお問い合わせ先

東大阪市 人権文化部 多文化共生・男女共同参画課
〒577-8521
大阪府東大阪市荒本北１－１－１

【TEL】06-4309-3300
【FAX】06-4309-3823
【Eメール】danjokyodo@city.higashiosaka.lg.jp

（１）必要書類の提出
届出を行う際に必要な書類を準備し、郵送もしくは持参にて提出して下さい。
〈必要な書類〉

①パートナーシップ届出書
②住民票、住民票記載事項証明書又は戸籍の附票の写し
③戸籍全部（個人）事項証明書、独身証明書等、現に婚姻をしていないことを

証明する書類
④本人確認書類

※②・③は３ヶ月以内に発行されたものに限ります。
※ケースに応じて別途書類の提出を求める場合があります。

（２）書類の審査
提出された書類の内容を審査し、内容等に不備・不足がなければ届出を受理し、証明
カードを発行します。

（３）証明カードの交付
証明カードが完成しましたら、担当より、お受け取り日時の予約や交付場所についてご
連絡いたします。
予約日当日は、本人確認書類をお持ちのうえ、お二人揃ってお越しください。
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食品衛生法の一部改正について
〜集団給食施設の方へ〜

営業の届出制度について
従来、調理業務を外部事業者に委託している施設については、外部事業者が食品衛

生法における飲食店営業許可を取得していただき、直営で調理業務をしている施設につ
いては、営業許可が不要でした。令和３年６月１日から営業の届出制度が始まり、営業
許可の対象とならない業種の営業者については、営業の届出が必要になりました。現在、
外部事業者に委託し、飲食店営業許可を取得している施設は、営業の届出については
不要です。委託契約が終了し、直営で調理業務をすることに変更になる場合は、営業の
届出をお願いします。
また、届出事項が変更となった場合や廃業した場合も、届出が必要です。

HACCPに沿った衛生管理について

１回の提供食数が２０食程度未満の少数特定の者を対象とする給食施設について
は、HACCPに沿った衛生管理、食品衛生責任者の選任及び営業の届出の規定は適
用されません。（※ただし、営業の届出については実態把握のため、可能な限りお願いします。）その
場合であっても、上記手引書や「中小規模調理施設における衛生管理の徹底について」
等を参考に、自主的な衛生管理を徹底し、衛生管理の向上に努めてください。

令和４年４月版

食品衛生法の改正により、令和２年６月１日から、原則、全ての食品等事業者は、
HACCPに沿った衛生管理を実施すること及び食品衛生責任者を選任することに加え、令
和３年６月１日からは、営業許可の対象とならない業種の営業者については、営業の届
出が必要になりました。

小規模施設について

令和２年６月１日より原則全ての食品等事業者（集団給食施設を含む）は
HACCPに沿った衛生管理を実施することが義務付けられました。集団給食施設におかれ
ましては、厚生労働省が発出している「大量調理施設衛生管理マニュアル」に従って衛生
管理が行われていれば新たな対応は生じません。ただし「大量調理施設衛生管理マニュア
ル」によらない衛生管理を行っている施設については厚生労働省のウェブサイトにある「小規
模な一般飲食店向け」や「旅館・ホテル向け」のHACCPの考え方を取り入れた衛生管理
の手引書等を参考に衛生管理を行ってください。

※食品衛生責任者になれる者の資格
１．都道府県知事等が行う講習会又は都道府県知事等が適正と認める講習会を受講した者

（いわゆる食品衛生責任者養成講習会修了者）
２．調理師、製菓衛生師、栄養士、船舶料理士等
３．食品衛生監視員又は食品衛生管理者の資格要件を満たす者

◆お問い合わせ・ご相談先 東大阪市保健所 食品衛生課
〒５７８－０９４１ 東大阪市岩田町４丁目３番２２ー５００号希来里５階

電話︓０７２－９６０－３８０３
FAX︓０７２－９６０－３８０７-71-



 

食品衛生法改正に伴う集団給食施設に関連する変更点 

・令和３年６月１日より、原則全ての食品等事業者（集団給食施設を含む）はＨＡＣＣＰ（ハサ

ップ）に沿った衛生管理を実施することが義務付けられました。集団給食施設におかれましては、

厚生労働省が発出している「大量調理施設衛生管理マニュアル」 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000168026.pdf

に従って衛生管理が行われていれば新たな対応は生じません。ただし「大量調理施設衛生管理マ

ニュアル」によらない衛生管理を行っている施設については厚生労働省のウェブサイトにある

「小規模な一般飲食店向け」や「旅館・ホテル向け」の 

ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理のための手引書 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000179028_00003.html 

等を参考に衛生管理を行ってください。 

１回の提供食数が２０食程度未満の少数特定の者を対象とする給食施設については、ＨＡＣ

ＣＰに沿った衛生管理、食品衛生責任者の選任及び営業の届出の規定は適用されません（※ただ

し、営業の届出については実態把握のため、可能な限りお願いします）。その場合であっても、

上記手引書や「中小規模調理施設における衛生管理の徹底について」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/000897953.pdf 

等を参考に、自主的な衛生管理を徹底し、衛生管理の向上に努めてください。 

・外部事業者へ調理業務を委託している場合は、飲食店営業の営業許可が必要です。直営で調理

業務をしている施設は、営業届出の対象となります。 

詳細につきましては、厚生労働省ホームページ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/kigu/index_000

10.html 

または東大阪市健康部 保健所 食品衛生課(072-960-3803)までご連絡ください。 
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事業系一般廃棄物の適正な処理について

廃棄物処理法では、「事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に
処理しなければならない」と明記されています。さらに、事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用な
どを行うことによりその減量に努めるなどの事業者の責務が定められています。

事務所・事業所・店舗などで、事業活動から排出される事業系一般廃棄物は、東大阪市の一般廃棄
物収集運搬業の許可を受けた業者に依頼（収集運搬業務を委託）して適切に処理してください。

事業系一般廃棄物について

廃
棄
物
（
ご
み
）

家庭系ごみ

事業系ごみ

事業系一般廃棄物

産業廃棄物

事業活動に伴って発生した廃棄物のうち段
ボール、ＯＡ用紙、生ごみなどの産業廃棄物
以外のもの

事業活動に伴って発生した廃棄物のうちス
チール製品、廃油、蛍光管・電球など法令に
定められた２０種類の廃棄物

事業系一般廃棄物

・生ごみ（料理くず、残飯、茶かす等）
・木くず（割りばし、剪定枝等）
・紙くず（ちり紙、紙コップ）
・繊維くず

紙くず（段ボール・新聞紙などの
古紙）、繊維くず（古着・古布）など
でリサイクルできるもの

 東大阪市の許可業者以外へ処理を委託することは、廃棄物処理法に違反します。

 許可業者に委託する場合は、料金・排出量・排出方法・収集日時・資源ごみの扱い等について、事
前に相談してください。

 廃棄物処理法には「何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない」と明記されており、違反者には罰則
規定があります。

東大阪都市清掃施設組合
（中間処理施設）

民間の資源再生ルートへ

資源ごみ

東大阪清掃事業協同組合

ＴＥＬ ０６－６７８３－００５３

月～金（休日・祝日除く） ９：００～１５：００

東大阪市環境部 環境事業課

ＴＥＬ ０６－４３０９－３２００
ＦＡＸ ０６－４３０９－３８２９

排出事業者の責務について

事業系一般廃棄物の適正な処理について

収集運搬
許可業者
に委託

自己搬入または

資源回収業者
等と相談のうえ、
委託

ご注意ください

問合せ先

 収集運搬の許可業者に関すること  この通知文に関すること

東大阪市荒本北１丁目１番１号
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◇収集することができるもの

　　▽家庭ごみ
　　▽あきかん・あきびん
　　▽不燃の小物
　　▽プラスチック製容器包装
　　▽ペットボトル

◇対象
　家庭ごみなどをごみ集積所まで持ち出すことが困難で次のいずれかに該当する方

　　▽要介護認定で要介護度２以上の方
　　▽身体障害者手帳の交付を受け、かつ障害の程度が１級または２級の方
　　▽療育手帳の交付を受け、かつ知的障害の程度がＡの方
　　▽精神障害者保健福祉手帳の交付を受け、かつ障害の程度が１級の方

上記の対象要件に該当しない方でお困りの方…

まずは　北部環境事業所　へご相談ください。

◇申請方法

申請書に必要事項を記載し、必要書類を添えて郵送または直接お持ちください。
申請書は北部環境事業所、市役所　環境事業課（本庁15階）で配布しています。
また、市ウェブサイトからダウンロードすることもできます。

◇申請・問合せ先

北部環境事業所 〒577-0046　東大阪市西堤本通西2-1-16
電話　06-6789-1851　ＦＡＸ　06-6789-9044

市役所　環境事業課 〒577-8521　東大阪市荒本北1-1-1
電話　06-4309-3200　ＦＡＸ　06-4309-3829

東大阪市では 　　　  収集を実施しています。

家庭ごみを、ごみ集積所（ステーション）へ持ち出すことが困難な

高齢者や障害者の方などはいらっしゃいませんか？

当市では市職員が毎週１回決められた曜日に戸別訪問し家庭ごみなどを収集しています。

普通救命講習を修了した職員が

収集に伺います。

また、ご希望があれば、お声かけ

いたします！
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※ 偽アプリにご注意ください。

警察庁・ＳＯＳ４７
特殊詐欺対策ページダウンロードはこちら

大阪府警察
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【大阪府介護事業者課】 

大阪府介護テクノロジー導入状況（ニーズ）調査 

（事業所等のみなさまへ、回答のお願い） 

 

大阪府では、介護現場の人手不足が喫緊の課題となる中、介護従事者が介護テクノロジー

を活用して、業務の効率化や改善を進め、介護従事者の業務負担の軽減や職場定着を図り、

ひいては介護サービスの質の維持・向上につなげられるよう、「介護テクノロジー導入支援

事業」を実施しています。 

つきましては、府内の事業所等における介護テクノロジーの導入状況（ニーズ）等の実態

を把握するため、下記のとおりアンケートを実施いたします。 

本アンケートは、令和９年度以降の補助事業実施にあたり、重要な参考資料となりますの

で、何卒、御協力いただきますようお願いいたします。 

回答については、以下 QR コード及び URL より、アンケートのご回答に御協力ください。 

 

【記】 

 
【QR コード】 

 

 

【アンケート URL】 

https://lgpos.task-

asp.net/cu/270008/ea/residents/procedures/apply/b59461d7-e4d4-463c-

9229-a413ce75e890/start 

  

 

 
【問い合わせ先】 

大阪府 福祉部高齢介護室介護事業者課 整備調整グループ  

介護テクノロジー導入支援事業 担当 

TEL：06-6944-7104（直通） 
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介護人材の確保が喫緊の課題となる中、「省力化投資促進プラン」において 2040 年までに 20％以上の業務効率化を図る必要がある
とされていることから、大阪府においても、計画的かつ継続的に職場環境改善や生産性向上に資する介護テクノロジー等の導入を推進す
ること等を目的として、介護テクノロジー導入支援事業補助金を交付します。 
＜支援内容＞ 
■補 助 総 額︓ 1,373,248 千円 
■補 助 対 象 者︓ 介護保険法に基づくサービスを提供する大阪府内のサービス事業所 
                老人福祉法に基づく大阪府内の養護老人ホーム及び軽費老人ホーム 
■補 助 割 合︓ 導入費の 4/5      
■補 助 内 容︓ 以下（１）〜（３） 

 （１）介護テクノロジー等の導入支援 
① 福祉用具情報システム（TAIS）において「介護テクノロジー」として選定された機器等及びこれと機能等が同水 
   準と大阪府知事が判断した機器等 

【上限額（１台当たり）︓30 万円 ※移乗支援、入浴支援、介護業務支援（インカムのみ）に該当する機器は 100 万円】 

※導入に付帯して必要となる Wi-Fi 環境整備、スマホ、タブレット等にかかる経費も補助対象 
  ② 介護ソフト 【上限額︓最大 250 万円（契約方法や職員数に応じて変動）】  

※介護ソフトの導入に伴い Wi-Fi 環境整備、スマホ、タブレット等を導入する場合は上限額に 15 万円上乗せ 

③ バックオフィスソフト 【上限額︓上記介護ソフトと同様】※付帯経費は対象外 

④ 上記以外のその他の機器 【上限額（１台当たり）:100 万円】※導入に付帯して必要となる経費は対象外 
介護従事者の身体的負担の軽減や、間接業務時間の削減等の業務の効率化など、介護の向上につながると大阪府知事 
が判断した機器等  例）バイタル測定が可能なウェアラブル端末 等 

（２）介護テクノロジー等のパッケージ型導入支援 【合計の上限額︓1,000 万円】 
「介護業務支援」に分類されているテクノロジー又は同水準の機器等と、そのテクノロジー等と連動することで効果が高まると判断できる 
（１）①又は②の機器等を導入する場合の支援を行う。 
  例）・「介護業務支援」に該当する機器＋「見守り・コミュニケ―ション」に該当する機器 

   ・「介護業務支援」に該当する複数の機器    ・介護ソフト＋インカム 等 

（３）導入支援と一体的に行う業務改善支援 【上限額︓48 万円】 
本事業の介護テクノロジー導入に際して、生産性向上に係る知識・経験を有する第三者から業務改善等を受ける費用の支援 

■主 な 補 助 要 件︓ 
  ①令和８年度介護テクノロジー活用支援セミナーの受講 

（セミナー日時︓令和８年５月 21 日（木）13 時 00 分から 15 時 30 分） 
  ②令和８年度中にケアプランデータ連携システムの利用開始すること（居宅介護支援・居宅サービスに限る） 

■事前エントリー期間︓令和８年５月下旬以降 
（エントリーが予算を超過した場合、介護テクノロジーが未導入の事業所等や、見守り機器、介護ソフト、インカムを導入する 

事業所等を優先して抽選を行います） 
■参考サイト URL 等︓ 

令和８年度大阪府介護テクノロジー導入支援事業 
R８.４.23 

時点 

介護テクノロジー導入支援事業 HP 
 
【セミナーのアーカイブ視聴、 
事前エントリーや、交付申請 
に関してはこちらから】 

福祉用具情報システム（TAIS） 
 
【上記（1）①について、 
「介護テクノロジー」のカテゴリ 
に掲載されるものは補助対象】 

ケアプランデータ連携システム 
 
【現在、ライセンス費無料の 
フリーパスキャンペーン中】 

介護テクノロジーの分野 移乗支援（装着、非装着）、移動支援（屋外、屋内、装着）、排泄支援（排泄予測・検知、
排泄物処理、動作支援）、入浴支援、見守り・コミュニケーション（見守り（施設）・見守り（在宅）、コミュニケーション）、
介護業務支援（インカム含む）、機能訓練支援、食事・栄養管理支援、認知症生活支援・認知症ケア支援 

対象となる介護ソフト（以下全ての要件を満たすもの） 
・記録業務、情報共有業務、請求業務が一気通貫で行うことが可能であること。（既に導入している介護ソフトと組み合わせ
て一気通貫が実現できていれば補助対象） 

・【居宅介護支援および居宅サービス（介護予防含む）のみ】「ケアプランデータ連携標準仕様」に準拠した CSV 出力・ 
取込機能およびケアプランデータ連携システムに係るサポート体制が確認できる介護ソフトであること。 

・【施設サービス事業所のみ】「CSV 連携仕様書（LIFE）」に準じた CSV ファイルの出力機能を有していることが確認で 
きる介護ソフトであること。 
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